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令和３年度実施施策に係る事前分析表（案） 
 
 
 
 
 



 



（環境省Ｒ３ー１）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

- - - - - － －

12億
4,700万

12億
1,200万

- - - - - － －

10億
6,500万

10億
2,900万

- - - - - － －

1億
2,890万

1億
2,740万

令和3年4月22日に開催された第45回地球温暖化対策推進本部において菅内閣総
理大臣から「2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度に、温室効果
ガスを2013年度から46％削減することを目指します。さらに、50％の高みに向けて、
挑戦を続けてまいります。」との発言があったことを受けて設定。当該目標の内訳は
現在検討中。

R12年度

1
温室効果ガス総排出量
（CO2換算トン）

14億800万 H25年度

3

R12年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

2
エネルギー起源二酸化炭
素の排出量
（CO2換算トン）

12億3,500
万

H25年度

年度ごとの実績値

7億6,000万
＋

5.目標値

作成責任者名
(※記入は任意）

辻原浩(脱炭素化イノ
ベーション研究調査室
長）
坂口芳輝（脱炭素社
会移行推進室長）
小笠原靖（地球温暖
化対策課長）
加藤聖（地球温暖化
対策事業室長）
井上和也（市場メカニ
ズム室長）
豊住朝子（フロン対策
室長）
豊住朝子（低炭素物
流推進室）
岩山政史（脱炭素ライ
フスタイル推進室長）

政策体系上の
位置付け

1.　地球温暖化対策の推進
地球温暖化対策計画に基づき、中期削減目標の達成に向けて対策・施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、長期
目標やパリ協定等を踏まえ、社会経済構造の転換を推進しつつ、長期的・戦略的な取組を進める。

政策評価実施予定時
期

令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１ー１　地球温暖化対策の計画的な推進による脱炭素社会づくり 担当部局名

地球環境局
脱炭素化イノベーショ
ン研究調査室

脱炭素社会移行推進
室
地球温暖化対策課

地球温暖化対策事業
室
市場メカニズム室

フロン対策室

低炭素物流推進室

脱炭素ライフスタイル
推進室

R12年度 同上

施策の概要

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

（検討中）

1億3,440万 H25年度 （検討中）

非エネルギー起源二酸化
炭素、メタン及び一酸化二
窒素の排出量
（CO2換算トン）

同上

達成すべき目標
2030 年度の新たな温室効果ガス削減目標として、2013 年度から46％削減することを目指し、さ
らに50％の高みに向けて挑戦を続け、2050年までのカーボンニュートラルの実現を目指す。

目標設定の
考え方・根拠

・フロン類の使用の合理化及び管理の適正化
に関する法律（平成13年法律第64号）
・第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣
議決定）
・日本の約束草案（平成27年7月17日地球温
暖化対策推進本部決定、同日に国連に提出）
・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣
議決定）
・経済財政運営と改革の基本方針2021（令和
3年6月18日閣議決定）
・パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略
（令和元年6月11日閣議決定）
・成長戦略実行計画（令和3年6月18日閣議決
定）
・日本のNDC（国が決定する貢献）（令和2年3
月30日地球温暖化対策推進本部決定、同月
31日に国連に提出）
・菅総理所信表明演説（令和2年10月26日）
・第45回地球温暖化対策推進本部（令和3年4
月22日）

別紙１
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- - - - - － －

5,290万 5,540万

- - 約4,690万 - - － －

5,110万 4,590万

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
地球温暖化対策推進法施
行推進経費
（平成10年度）

10
（10）

14
（14）

14
（12）

14 1 001

(2)
脱炭素社会実現に向けた
国際研究調査事業
（平成26年度）

60
（56）

56
（53）

70
（56）

59 1,2 002

(3)
温室効果ガス排出・吸収
量管理体制整備費
（平成16年度）

436
（378）

444
（396）

444
（375）

444 1,2,3,4,5 003

(4)
エコリース促進事業
（平成23年度）

1,900
（1,881）

1,900
（1,520）

1,600
（914）

- 1,2 004

(5)

廃棄物処理施設を核とし
た地域循環共生圏構築促
進事業
（平成24年度）

27,716
（18,176）

21,752
（20,234）

27,809
（25,146）

25,950 1,2 005

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

5
吸収源活動により確保した
温室効果ガスの吸収量
（CO2換算トン）

4
代替フロン等４ガスの排出
量
（CO2換算トン）

3,910万 H25年度 （検討中） R12年度

＜達成手段の概要＞
市町村等を対象として、エネルギー回収型廃棄物処理施設の新設・改良等及び廃棄物処理施設で生じた熱・電力を地域で利活用するた
めに要する経費の一部を補助する（間接補助金の電気・熱需要設備については民間事業者も含む）。

＜達成手段の目標＞
廃棄物処理施設において、高効率な廃熱利用と大幅な省エネが可能な設備の導入により得られるエネルギーを有効活用することで、エネ
ルギー起源二酸化炭素の排出抑制を図りつつ、当該施設を中心とした自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の整備を進める。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
廃棄物焼却施設で生じた熱や発電した電力を地域で利活用することによる低炭素化の取組を支援することで、エネルギー起源二酸化炭
素の排出量削減に寄与する。

同上

<達成手段の概要>
令和元年6月に我が国の長期戦略が策定され、今後長期目標の実現に向けた取組を進めていく必要がある。これを踏まえ、仏・独をはじ
めとした他国の事例研究や、研究者間のネットワーク会合を通じた科学的知見の共有を図り、我が国での活用を検討することにより、我が
国の長期目標達成に資する施策の立案・実施に貢献する。

<達成手段の目標>
我が国の長期目標の達成に資する施策の立案・実施に向けた科学的知見を集積する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業研究による科学的知見は、長期目標の達成に資する我が国の施策の立案・実施の検討に寄与することができる。

＜達成手段の概要＞
中小企業等が脱炭素機器をリースにより導入した際に、リース料総額の1％から5％（東北三県及び熊本県に係るリース案件については
10％）を指定リース事業者に助成を行い、機器利用者の負担するリース料を低減させる。

＜達成手段の目標＞
脱炭素機器を取り扱うリース事業者の増加及び脱炭素機器の普及を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
脱炭素機器の導入を促進し、CO2排出量削減を加速化させる。補助事業者の事務費を除く予算額15.0億円に対し、脱炭素機器導入のリー
ス料に対する例年の平均補助率は約4.1%であることから、脱炭素機器の設備投資額約366億円の効果があると見込む。

令和2年度において事業終了

- - （検討中）
R12年度
（R2年度）

同上

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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(6)
地域脱炭素投資促進ファ
ンド事業
（平成25年度）

4,800
（4,800）

4,600
（4,600）

4,800
（4,800）

4,800 1,2 006

(7)
環境金融の拡大に向けた
利子補給事業
（平成25年度）

1,573
（1,147）

1,219
（1,027）

1,100
（760）

1,000 1,2 007

(8)

地域の防災・減災と低炭素
化を同時実現する自立・分
散型エネルギー設備等導
入推進事業
（平成30年度）

12
（12）

21,467
（6,746）

12,530
（10,986）

- 1,2 008

(9)

温室効果ガス排出量算
定・報告・公表制度基盤
整備事業費等
（平成11年度）

151
（168）

320
（251）

221
（220）

172 1,2,3 009

(10)
J-クレジット制度運営・
促進事業
（平成20年度）

267
（179）

259
（173）

219
（270）

209 1,2 010

(11)
家庭部門のCO2排出実態
統計調査事業
（平成25年度）

300
（297）

300
（289）

295
（287）

295 1,2 011行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
一定の採算性・収益性が見込まれる脱炭素化プロジェクトに民間資金を呼び込むため、これらのプロジェクトを「出資」により支援。地域金
融機関等との連携をさらに強化して、地域貢献性の高い案件への手厚い支援等を図ることにより、民間資金の呼び水となる「地域脱炭素
投資促進ファンド」の出資を効果的に実施する。

＜達成手段の目標＞
民間資金による脱炭素投融資を促進することで、地域での資金循環を円滑化する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
脱炭素化と地域活性化の同時実現に寄与する。

＜達成手段の概要＞
・環境配慮型融資促進利子補給事業（継続分のみ）
・環境リスク調査融資促進利子補給事業（継続分のみ）
・地域ESG融資促進利子補給事業
地域循環共生圏の創出に資する脱炭素事業へのESG融資について、金融機関自身のESG融資目標を設定すること又は他のステークホル
ダーと協働して中小企業のCO2削減目標設定支援等を行うことを条件として、年利１％を限度として利子補給を行う。

＜達成手段の目標＞
“E”に着目したインパクトのある地域ESG融資の促進及び民間資金による地球温暖化対策の促進、地域循環共生圏の創出を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
年利１％を上限とする利子補給により、その何十倍もの温暖化対策投資を誘発することができ、環境産業の市場及び雇用規模の拡大に
寄与する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
地域防災計画又は地方公共団体との協定により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設又は民間施設に、平時の温室効果
ガス排出抑制に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮が可能となり、災害時の事業継続性の向上に寄与する再生可能エネル
ギー設備等を導入する事業を支援する。

＜達成手段の目標＞
平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮が可能となり、災害時の事業継続性の向上に寄与する
再生可能エネルギー設備等を導入することによる平時の温室効果ガス排出抑制及び災害時にも電力供給等の機能発揮が可能な避難施
設等を整備する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域の防災・減災と脱炭素化の同時実現に寄与する。
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(12)

地球温暖化対策の推進に
関する法律に基づく普及
啓発推進事業
（平成28年度）

338
（338）

338
（338）

328
（316）

328 1,2 012

(13)

ライフスタイルの変革に
よる脱炭素社会の構築事
業等
（平成29年度）

1,600
（1,456）

1,000
（704）

1,000
（605）

700 1,2 013

(14)
地方と連携した地球温暖
化対策活動推進事業
（平成26年度）

841
（781）

842
（782）

842
（762）

500 1,2 014

(15)
温室効果ガス排出抑制等
指針策定調査事業
（平成20年度)

95
（92）

95
（41）

95
（71）

95 1,2 015

＜達成手段の概要＞
地球温暖化対策推進法第25条に基づく指針の策定・改正の告示を行うため、産業（製造業）・業務・運輸・上水道部門・下水道・エネルギー
転換部門及び日常生活部門それぞれに対して、地球温暖化対策メニューの設定及び望ましい目安の策定を行うために必要な調査・検討
を実施する。
令和3年度は特に運輸部門における指針案の策定を重点的に進める。また、既に策定している部門についても、見直しに向けた検討を行
う。

＜達成手段の目標＞
指針を主務大臣が公表し、同指針において、設備の選択及び使用方法に関する排出抑制等のための対策や、日常生活用製品等の提供
に関して事業者に求められる取組等を示し、あらゆる機会を通じて事業者に対し助言等することにより、各部門における排出抑制等の取
組を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
調査・公表を行うことによって必要な改善がなされ、産業（製造業）・業務・運輸・上水道部門・エネルギー転換部門及び日常生活部門それ
ぞれの温室効果ガス排出削減に寄与することができる。

<達成手段の概要>
地方公共団体と連携した地域特性に応じた地域住民の行動変容を促す取組を支援する。

＜達成手段の目標＞
・各地域の民生・需要分野や家庭・個人の積極的な地球温暖化対策への取組が必要であることから、地球温暖化の危機的状況や社会に
もたらす影響について理解を促し、地域の生活スタイルや個々のライフスタイル等に応じた効果的かつ参加しやすい取組を推進すること
で、住民の意識改革や自発的な取組の拡大・定着を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地球温暖化対策のための「COOL CHOICE」への賛同や取組への参加を通じて一人ひとりの行動変容を促し、日々の生活の中でのＣＯ２
削減行動を拡大・定着させる。

<達成手段の概要>
地球温暖化対策の推進に関する法律を踏まえ、全国地球温暖化防止活動推進センター及び地域地球温暖化防止活動推進センターが実
施する事業の支援を行う。

＜達成手段の目標＞
・各地域の民生・需要分野や家庭・個人の積極的な地球温暖化対策への取組が必要であることから、地球温暖化の危機的状況や社会に
もたらす影響について理解を促し、地域の生活スタイルや個々のライフスタイル等に応じた効果的かつ参加しやすい取組を推進すること
で、住民の意識改革や自発的な取組の拡大・定着を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地球温暖化対策のための「COOL CHOICE」への賛同や取組への参加を通じて一人ひとりの行動変容を促し、日々の生活の中でのCO2削
減行動を拡大・定着させる。

<達成手段の概要>
一人ひとりの地球温暖化に対する危機意識を醸成するとともに行動変容を促進するために、現在の気候変動の影響を発信するための動
画の制作、WEB・SNSを活用した情報発信、これまで制作した各種ツールの貸出しやイベントへの出展等により、ノンステートアクター（自治
体・企業・NPO等の非政府主体）と連携した幅広い取組を実施する。また、地球温暖化問題に関心の薄い層に対しても、ナッジも活用して、
脱炭素社会づくりにつながる自発的な行動変容を促していく。

＜達成手段の目標＞
・各地域の民生・需要分野や家庭・個人の積極的な地球温暖化対策への取組が必要であることから、地球温暖化の危機的状況や社会に
もたらす影響について理解を促し、地域の生活スタイルや個々のライフスタイル等に応じた効果的かつ参加しやすい取組を推進すること
で、住民の意識改革や自発的な取組の拡大・定着を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地球温暖化対策のための「COOL CHOICE」への賛同や取組への参加を通じて一人ひとりの行動変容を促し、日々の生活の中でのCO2削
減行動を拡大・定着させる。
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(16)

パリ協定達成に向けた企
業のバリューチェーン全
体での削減取組推進事業
（平成22年度）

540
（473）

620
（559）

621
（350）

640 1,2 016

(17)
CO2削減ポテンシャル診
断推進事業
（平成22年度）

2,000
（2,122）

2,000
（1,811）

1,500
（1,398）

- 1,2 017

(18)

先進対策の効率的実施に
よるCO2排出量大幅削減
事業
（平成24年度）

3,700
（3,834）

3,700
（3,640）

3,265
（3,112）

- 1,2 018

(19)
CO2削減対策強化誘導型
技術開発・実証事業
（平成25年度）

5,546
（4,397）

7,053
（5,448）

5,214
（4,103）

6,600 1,2 020

(20)

エネルギー起源CO2排出
削減技術評価・検証事業
費
（平成25年度）

2,664
（1,206）

3,660
（1,341）

598
（524）

550 1,2 021

＜達成手段の概要＞
バリューチェーン排出量算定のためのガイドラインの改訂、原単位データベースの充実、バリューチェーンにおける削減貢献量の評価手法
確立のための調査検討、事業者向けセミナーの開催による普及啓発等を行う。投資家向けに環境情報等開示基盤を整備することで、企
業と投資家間の建設的対話を促進し、脱炭素活動に取り組む企業へ適正な資金が流れる社会システム構築を推進する。

＜達成手段の目標＞
バリューチェーン（原料調達・製造・物流・販売・廃棄等の一連の流れ全体）における温室効果ガス排出量の算定方法や削減貢献量の評
価方法を整備することで、事業者のバリューチェーンでの削減取組を促進させる。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
事業実施により、バリューチェーン全体の温室効果ガス排出削減に寄与することができる。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

令和2年度において事業終了

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
各分野におけるCO2削減ポテンシャルが相対的に大きいものの、民間の自主的な取組だけでは十分に進まず、現行の削減対策が不十
分、または更なる対策の深掘りが可能な技術やシステムの内容及び性能等の要件を示し、それを満たす技術開発や実証を実施する。事
業の開始から終了まで、毎年度技術の成熟レベルを判定し、外部専門家から、問題点に対する改善策の助言や開発計画の見直し指示等
を行い、効果的・効率的に事業を実施することで、開発目標の達成及び実用化の確度を高める。

＜達成手段の目標＞
将来的な地球温暖化対策強化につながる効果的な技術を確立し、これら技術が社会に導入されることによる大幅なCO2排出量削減・脱炭
素社会を実現する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
民間の自主的な取組だけでは十分に進まない技術を国の主導により強力に進めることにより、当該技術の早期の社会導入を図り、大幅な
CO2排出削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
エネルギー対策特別会計における事業の効果算定手法の検討、技術動向調査及び事業効果の検証・把握等を行うとともに、次世代社会
インフラ整備、統合的アプローチによる環境政策の推進、といった分野におけるCO2排出削減対策・技術について、実証事業を通じて個別
手法の削減効果の検証、削減ポテンシャルの検証及び事業性の検証を行う。

＜達成手段の目標＞
エネルギー起源CO2の排出の抑制のための再エネ・省エネ技術等の導入を通じて「脱炭素社会」を創出する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エネルギー対策特別会計において効果的に事業を推進することにより、エネルギー起源CO2の一層の排出抑制を図る。
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(22)

大規模潜在エネルギー源
を活用した低炭素技術実
用化推進事業（一部経済
産業省連携事業）
（平成26年度）

300
（266）

1,253
（1,228）

647
（647）

- 1,2 023

(23)

GaN技術による脱炭素社
会・ライフスタイル先導
イノベーション事業
（平成26年度）

2,500
（2,439）

2,500
（2,488）

2,500
（2,498）

2,500 1,2 024

(24)
家庭における脱炭素ライ
フスタイル構築促進事業
（平成26年度）

100
（45）

100
（51）

50
（50）

- 1,2 025

＜達成手段の概要＞
民生・業務部門を中心にライフスタイルに関連の深い多種多様な電気機器（照明、パワコン、空調、サーバー、動力モーター、変圧器、加
熱装置等）に組み込まれているパワー・光デバイス等を、高品質なGaN（窒化ガリウム）基盤を用いて高効率化し、エネルギー消費量の徹
底した削減を実現する技術開発・実証を行う。

＜達成手段の目標＞
照明、空調等あらゆる電気機器に搭載されているデバイスについて、既存デバイスから大幅な効率化が可能なGaNデバイスの開発及び当
該技術が社会に普及することによる社会全体のエネルギー消費の徹底的な削減並びに二酸化炭素排出量の削減を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
社会全体のエネルギー消費の徹底的な削減及び二酸化炭素排出量の削減に寄与するとともに、エネルギー消費が少なくても豊かな社会
やライフスタイルを創造する。

＜達成手段の概要＞
商業規模の潮流発電システムの施工や運用に係わるコストの低減を図り、環境影響評価項目及び評価手法を明確化することで、漁業や
海洋環境への影響を抑えた、日本の海域での導入が期待できる潮流発電システムの開発を行う。また、低温熱源活用発電においては、
摂氏80度程度以下の低温熱源に適した作動流体を選定する。その作動流体により最適な発電を行えるタービン発電機や熱交換器等を開
発し、コスト効率的なバイナリー発電システムの開発及び実証を行う。

＜達成手段の目標＞
商用スケールの漁業協調型の潮流発電の実証を行い、国内の導入に向けた環境負荷低減型の潮流発電技術及び発電システムを確立す
る。摂氏80度以下の未利用エネルギーを有効活用するバイナリー発電システム（100kW以上）を確立する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
商用規模の潮流発電システム及び低温熱源活用発電システムを確立し、CO2排出量の削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
平成26年度から運用を開始した家庭エコ診断制度の診断実施体制整備を行う。
環境省の示す運営体制・診断方法等に関するガイドラインに従い、診断実施機関の認定及び管理・支援や、診断ソフト及びシステムの管
理・改善、診断実施事業の普及啓発促進、事業効果の分析、運用課題改善の検討を行う。

＜達成手段の目標＞
家庭における着実な省エネを実行するための診断事業を行い、脱炭素ライフスタイルへの転換を促進する。民間企業や地域主体のネット
ワークを活用し、各家庭において現状から15％以上のCO2削減実現を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
家庭における温室効果ガス削減の着実な促進と、それを支援する人材の育成により、脱炭素ライフスタイルのイノベーションを実現し、家
庭部門の二酸化炭素排出量の削減を図る。

令和2年度において事業終了

4,893
（3,856）

6,587
（6,280）

5,544
（5,505）

0228,000 1,2

＜達成手段の概要＞
・我が国周辺水域における二酸化炭素貯留適地の調査を実施する。
・CO2分離回収施設を敷設した商用化規模の火力発電所を中心としたCCUSの一貫実証拠点の構築を行う。
・CO2の資源化を通じた脱炭素・循環型社会のモデル構築、回収したCO2貯留適地や有効利用地に輸送するための液化圧縮設備や港湾
整備等を行う。
・国際協調を踏まえたCO2輸送・貯留等の実現性検討や案件形成を通じた関連技術・ノウハウの涵養等を行う。
・海底下CCS事業におけるCO2圧入や貯留状況に応じた適正で低コストかつ効率的なモニタリング技術と規制のあり方及びその適用方法
を検討する。

＜達成手段の目標＞
・2021年までに二酸化炭素貯留適地を3ヶ所程度選定する。
・商用化規模のCO2分離回収・有効利用設備の実証等の運用・評価実績をもとに、CCUSの実用展開のための一貫実証拠点・サプライ
チェーンを構築するとともに、脱炭素・循環型社会の実現に向けた炭素循環モデルを構築し、炭素循環モデルについては2023年までに商
用化規模の技術を確立する。
・海洋汚染等防止法の適切な運用により、効率的、円滑なCCSの導入を促すため、海底下CCS事業におけるCO2圧入や貯留状況に応じ
た適正で低コストかつ効率的なモニタリング技術と規制のあり方及びその適用方法の確立を行う。

＜施策の達成すべき目標への寄与の内容＞
・2030年以降を見据えて、火力発電所等の大規模排出源に環境に配慮したCCSを導入することで、二酸化炭素排出量の大幅削減に貢献
する。
・海洋環境保全上適正な海底下CCS実施確保のための総合検討事業については、CO2の漏えいがなく、海洋環境に悪影響を及ぼしてい
ないことについて信頼できるデータを提供するものであるため、国内第一号の海底下CCS事業その他CCS事業全般に対する国民の安心・
信頼が確保され、CCS事業の促進に寄与する。このため、直接的な導入効果はないものの、間接的な大規模削減効果が見込まれる。

(21)

CCUS早期社会実装のため
の脱炭素・循環型社会モ
デル構築事業（一部経済
産業省連携事業）
（平成26年度）
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(25)

国際パートナーシップを
活用した高効率ノンフロ
ン機器導入拡大等事業
（平成25年度）

332
（328）

189
（188）

189
（186）

189 - 026

(26)
省CO2型リサイクル等高
度化設備導入促進事業
（平成27年度）

1,500
（1,338）

5,265
（4,644）

4,277
（3,995）

- 1,2 027

(27)

セルロースナノファイ
バー（CNF）等の次世代
素材活用推進事業（経済
産業省・農林水産省連携
事業）
（平成27年度）

3,900
（1,873）

2,000
（1,524）

500
（456）

- 1,2 028

(28)

脱炭素社会構築に向けた
再エネ等由来水素活用推
進事業（一部経済産業
省、国土交通省連携事
業）
（平成27年度）

3,480
（2,937）

2,970
（2,585）

5,494
（4740）

6,580 1,2 029

(29)

森林等の吸収源対策に関
する国内体制整備検討調
査費
（平成11年度）

33
（31）

33
（30）

33
（25）

33 1,5 031

＜達成手段の概要＞
民間団体等を対象として、省CO2型リサイクル高度化設備の導入に要する経費の一部を補助する。

＜達成手段の目標＞
使用済製品等のリサイクルプロセス全体のエネルギー起源二酸化炭素の排出抑制及び再生資源の回収効率の向上を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
資源循環高度化設備導入により、エネルギー起源CO2の排出量削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
CNF等適用分野において、製造、使用、廃棄に関わる脱炭素化の評価・実証、 CNF等の普及展開に関わるモデル事業を実施する。
自動車の部材においては、金属等を軽量なCNF、もしくはより高耐熱なバイオマスプラスチックで代替することで、さらなる脱炭素化を図る。
CNF選定や加工時の注意点、LCA観点からのCO2排出削減効果計算などを網羅したガイドラインを策定する。CNFシーズとニーズのマッチ
ングの場を設け、適用部材のさらなる拡大を図る。

＜達成手段の目標＞
様々な製品等の基盤となる素材にまで立ち返り、自動車部材の軽量化・燃費改善等による地球温暖化対策への多大なる貢献が期待でき
るセルロースナノファイバー（CNF）やバイオマスプラスチック等の次世代素材の早期社会実装を推進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
CNFの早期社会実装の推進を通じ、自動車の燃費向上、住宅・家電の断熱性能向上などを実現することにより、CO2排出削減に寄与す
る。

令和2年度において事業終了

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

①脱炭素な地域水素サプライチェーン構築事業
＜達成手段の概要＞
地域の再生可能エネルギーや未利用エネルギーから水素を「つくり」「ため・はこび」「つかう」まで一貫した脱炭素な地域水素サプライ
チェーンの構築を推進する。

＜達成手段の目標＞
CO2削減効果や波及効果が高い水素サプライチェーンのモデルを確立し、再生可能エネルギー等を活用した脱炭素な水素社会を実現す
る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域における脱炭素な水素サプライチェーンの水平展開等により、再生可能エネルギー等を活用した脱炭素な水素社会を実現し、CO2排
出量の削減に寄与する。

②水素活用による運輸部門等の脱炭素化支援事業
＜達成手段の概要＞
水素を活用した発電・熱供給システムの更なる低コスト・大規模化を行うとともに、燃料電池バス、産業用電池車両の導入支援等を行う。

＜達成手段の目標＞
燃料電池バス、産業用電池車両の導入を推進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
燃料電池バス、産業用電池車両の導入支援等を図ることにより、運輸部門におけるCO2排出量の削減に寄与する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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(30)

再生可能エネルギー電
気・熱自立的普及促進事
業（一部経済産業省連携
事業）
（平成28年度）

5,864
（5,092）

5,052
（4,472）

3,831
（3,089）

-
1,2

033

(31)
地方公共団体カーボン・
マネジメント強化事業
（平成28年度）

3,270
（3,767）

5,132
（4,677）

4,784
（4,055）

-
1,2

034

(32)

建築物等の脱炭素化・レ
ジリエンス強化促進事業
（一部経済産業省・国土
交通省・厚生労働省連携
事業）
（平成28年度）

8,454
（7,804）
ZEH含む

8,230
（7,605）
ZEH含む

4,038
（3,772）

6,000 1,2 035

(33)

低炭素型浮体式洋上風力
発電低コスト化・普及促
進事業
（平成28年度)

95
（89）

-
3,000

（3,000）
- 1,2 036

＜達成手段の概要＞
地域における再生可能エネルギー普及・拡大の妨げとなっている課題への対応の仕組みを備え、かつ二酸化炭素の削減に係る費用対効
果の高い取組に対し、再生可能エネルギー設備を導入する事業等に対する補助を実施する。

＜達成手段の目標＞
再生可能エネルギーの自立的普及を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
再生可能エネルギーの自立的普及を促進することにより、低炭素社会の実現に寄与する。

＜達成手段の概要＞
災害対応の観点から、停電時にも必要なエネルギーを供給できる機能を強化したネット・ゼロ・エネルギー・ビル（以下「ZEB」という。）の実
現に資する再生可能エネルギー設備や高性能設備機器等の導入、地方公共団体の所有する施設と民間業務用施設等を対象としたZEB
の実現に資する省エネ・省CO2性の高いシステムや高性能設備機器等の導入、既存の業務用施設（民間建築物、テナントビル、改修し業
務用施設として利活用する空き家等）への省CO2性の高い機器等の導入、国立公園内宿舎施設における省CO2性の高い機器等の導入、
上下水道施設における小水力発電設備等の再エネ設備、高効率設備やインバータ等の省エネ設備等の導入を支援する。

＜達成手段の目標＞
災害時にもエネルギー供給が可能となる先進的なZEBの実証、先進的な業務用施設等の実現と普及拡大、既存の業務用施設（民間建築
物、テナントビル、空き家等）の省CO2改修、国立公園内宿舎施設の省CO2改修、上下水道施設の省CO2改修を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
分野に関わらず広く建築物等における脱炭素化・レジリエンス強化を通じて、業務その他部門におけるCO2排出量の削減を図ると同時に、
激甚化する災害等気候変動への適応を高めつつ、快適で健康な社会の実現を目指す。

＜達成手段の概要＞
洋上風力発電は、再生可能エネルギーの中で最も大きな導入ポテンシャルを有する温暖化対策上不可欠なエネルギーであり、特に、ポテ
ンシャルの7割以上を占める浮体式洋上風力の普及が重要である。これまでの環境省における浮体式洋上風力発電の開発・実証により、
日本の気象・海象条件等に適合し高い安全性や信頼性を有する発電システムの確立に成功した。一方、浮体式洋上風力発電の事業化を
促進するためには、海域動物や海底地質等の調査・把握による事業リスク低減に加え、設置コストの低減が極めて重要である。本事業
は、これらの課題を克服し、浮体式洋上風力発電の本格的な普及を促進するため、当該調査手法の確立や、施工の低コスト化・低炭素化
等に取り組む。

＜達成手段の目標＞
①洋上風力発電の事業化を促進するため、国内で実績がない自然環境と調和した効率的かつ精度の高い洋上海域動物・海底地質等調
査を行い、当該手法を普及させる。
②特殊な大型作業専用船を用いず、施工コストに占める割合の大きい係留や海底ケーブルの敷設コスト等を低減する手法を確立し、標準
技術として普及させる。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
浮体式洋上風力発電の実用化により、大きな導入ポテンシャルを有する洋上風力発電の飛躍的な導入拡大を通じたCO2排出量の削減に
寄与する。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
地方公共団体における地方公共団体実行計画（事務事業編）に基づくエネルギー起源CO2の排出削減に係る企画・実行・評価・改善のた
めの体制を強化し、省エネルギー設備等を導入する事業に対する補助を実施する。

＜達成手段の目標＞
国の地球温暖化対策計画に即した高い目標を掲げる地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定率の向上及びPDCAを組み込んだ取組
の強化・拡充並びに地方公共団体実行計画（事務事業編）に基づく率先的な公共施設の脱炭素化の推進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定率の向上を通じて、地方公共団体における温室効果ガス排出量の削減を図る。

令和2年度において事業終了
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(34)

環境調和型バイオマス資
源活用モデル事業（国土
交通省連携事業）
（平成28年度）

- -
64

（58）
- 1,2 037

(35)

海洋環境保全上適正な海
底下CCS実施確保のため
の総合検討事業
（平成28年度）

260
（260）

260
（248）

260
（252）

- 1 038

(36)

風力発電等に係るゾーニ
ング導入可能性検討モデ
ル事業
（平成29年度）

400
（331）

400
（273）

330
（295）

- 1,2 039

(37)

廃熱・未利用熱・営農地
等の効率的活用による脱
炭素化推進事業（一部農
林水産省連携事業）
（平成29年度）

1,618
（1,475）

1,682
（1,439）

1,281
（1,070）

1,391 1,2 040

＜達成手段の概要＞
・国内第一号海底下CCS事業（経済産業省委託事業）について、最新の知見を活用したモニタリング技術を適用し、結果を検証していくこと
により、海底下CCS事業におけるモニタリング技術と規制のあり方及びその適用方法の確立を図る。

＜達成手段の目標＞
・国内第一号の海底下CCS事業について、Best Available Techniques（利用可能な最新技術）を環境保全の観点から検証していくことによ
り、今後のCCS事業におけるモニタリング技術の確立を目指し、CO2の漏えいがないこと、海洋環境に悪影響を及ぼしていないことについ
て信頼できるデータを提供することによって、ステークホルダーである地元住民をはじめとする国民の安心・信頼が確保され、第二号以降
の海底下CCS実用化導入に際しての環境整備に資する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
CO2の漏えいがなく、海洋環境に悪影響を及ぼしていないことについて信頼できるデータを提供するものであるため、国内第一号の海底下
CCS事業その他CCS事業全般に対する国民の安心・信頼が確保され、CCS事業の促進に寄与する。このため、直接的な導入効果はない
ものの、間接的な大規模削減効果が見込まれる。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
（１）実証事業におけるゾーニングの実践
平成30年3月に公表し、令和元年度に改訂した「ゾーニングマニュアル」を参考にしつつ、6地域程度の実証地域において、各種制度への
活用を見据えたゾーニングを実施する。
（２）ゾーニングの各種制度への活用による実効性の確保に係る検討
上記実証事業の状況等を踏まえ、各種制度への活用による実効性の確保に係る検討を行う。

＜達成手段の目標＞
風力発電については、環境影響評価手続の迅速化が求められるとともに、立地適地をめぐって事業が集中する状況にあり、環境影響の重
なり（いわゆる累積的影響）への対応などが課題となっている。これらの課題に対応し、再生可能エネルギーの導入と環境配慮を両立させ
るためには、地域の自然的条件／社会的条件を評価し、導入促進に向けた促進エリアや環境保全を優先するエリア等を設定するゾーニン
グが有効である。ゾーニングの効果を担保するために、環境影響評価におけるゾーニングの各種制度への活用を見据えた検討を行う。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
効果的なゾーニング手法に関するマニュアルの普及促進を図るとともに、ゾーニングの各種制度への活用に寄る実効性の確保を通して、
環境影響に適切に配慮した形での風力発電の大量導入を促進する。その導入により、温室効果ガスの削減に貢献することができる。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
地域の未利用資源（廃熱・湧水等）の利用及び効率的な配給システム等地域の低炭素化や活性化を促進するモデル的取組に必要な設備
等の導入経費を支援。また、未利用資源の活用コスト効率化、大幅なエネルギー効率改善、CO2の削減に直結する各種施設や設備の部
品の交換・追加を支援。

＜達成手段の目標＞
社会システムは、一度整備されると長期にわたりCO2排出の固定化（ロックイン）が懸念され、構築のタイミングで低炭素型のものへと改築
誘導する必要がある。また、財政上の理由から設置した設備を限界まで使い続ける事業者においては、設備の効率低下による燃料や電
気の大量消費を原因としたコスト増大が、経費の更なる圧迫を招き、ますます設備投資できず、結果としてCO2排出量も増大するという悪
循環に陥っているところ、これを解決するため、設備全体ではなく、エネルギー効率に寄与する部品・部材に着目して、それらの交換や追
加等を実施し、CO2排出の抜本的削減が可能なモデルを確立することが不可欠。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
低コストCO2削減が実現できるモデルの確立及びその普及によって、温室効果ガスの一層の排出抑制に寄与する。

＜達成手段の概要＞
地域内に存在する家畜ふん尿や食物残さ等を活用したバイオマス発電施設から生じた消化液を、下水処理施設で処理するモデル事業を
実施し、バイオマス発電施設で得られた電力・熱を、消化液の処理を行う下水処理施設等に供給することで、下水処理施設の省CO2化を
図ると同時に、地域環境の保全に貢献し、低炭素社会と循環型社会を同時達成する処理モデルを構築する。

＜達成手段の目標＞
消化液の処理施設に係るエネルギー消費量や発電電力量及び熱の量、事業全体でのCO2削減効果等、モデルの有効性評価を行い、他
地域への展開を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
家畜ふん尿や食品残さ等のバイオマス資源を省CO2かつ低環境負荷な形で有効利用するため、下水処理施設を活用した新たな利活用モ
デルを実証・確立する。

令和2年度において事業終了
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(38)
設備の高効率化改修支援
事業
（平成29年度）

500
（342）

1,200
（782）

748
（652）

- 1,2 041

(39)

脱フロン・低炭素社会の
早期実現のための省エネ
型自然冷媒機器導入加速
化事業（農林水産省・経
済産業省・国土交通省連
携事業）
（平成29年度）

7,455
（7,160）

7,545
（7,031）

5,717
（5,621）

7,300 1,2,4 042

(40)

公共交通機関の低炭素化
と利用促進に向けた設備
整備事業（国土交通省連
携事業）
（平成29年度）

- -
526

（484）
- 1,2 043

(41)

低炭素型の行動変容を促
す情報発信（ナッジ）等
による家庭等の自発的対
策推進事業
（平成29年度）

3,000
（2,785）

3,000
（2,621）

3,000
（2,890）

2,700 1,2 044

＜達成手段の概要＞
設備の部品・部材のみの交換・追加により、エネルギー効率の改善とCO2排出量削減に直結するものを支援する。熱利用設備の低炭素・
脱炭素化に寄与する設備導入・CO２削減効果分析を支援する。温泉供給設備の高効率化改修を支援する。また、PCB使用照明器具の有
無に係る調査及びPCB使用照明器具のLED照明器具への交換を支援する。
 
＜達成手段の目標＞
設備の部分的な改修による低コストで大幅なCO2排出量削減を促進する省エネ手法を普及させる。熱利用分野でのCO２削減効果に対す
る分析や対策手法の一般化を図る。温泉供給設備を再エネ効果の高い設備に更新することで温泉街を中心とした地域全体での低炭素化
を図る。また、PCB使用照明器具をLED照明器具に交換することで、PCB早期処理を促進するとともにCO2排出量削減を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
設備の一部を改修し、性能回復させる省エネ対策手法を普及させ、熱利用分野での低炭素・脱炭素化を促し、温泉設備を高効率化改修
し、PCB使用照明器具をLED照明へ交換することでCO2排出量の削減を図る。

＜達成手段の概要＞
自動車からの転換及び2030年度削減目標達成に資する公共交通、2次交通・3次交通の低炭素化を促進、実現のために必要な取組に対
し、補助を実施。

＜達成手段の目標＞
自動車等の車両の低炭素化はもちろんのこと、自動車から公共交通機関への転換及び公共交通そのものの脱炭素化が不可欠であり、本
事業を通じ、公共交通への転換及び鉄道システムの脱炭素化を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
公共交通への転換及び鉄道システムの脱炭素化をはかることにより、ＣＯ２削減に貢献することができる。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
近年欧米では行動科学等の理論に基づくアプローチ（ナッジ（nudge：そっと後押しする）等）により、国民一人ひとりの行動変容を（１）情報
発信等を通じて直接促進し、また、（２）社会システム等の外部環境の変化を通じて間接的に促進して、社会システムやライフスタイルの変
革を創出する取組が政府主導により行われ、費用対効果が高く、対象者にとって自由度のある新たな政策手法として着目されており、環
境分野においても国民各界各層が環境配慮に価値を置き低炭素社会の構築を実現するための取組等に適用が進められているが、我が
国への適用や効果の持続可能性については検証が必要である。

（１）ナッジ等を活用した家庭・業務・運輸部門等の自発的対策推進事業
CO2排出実態に係るデータ（電力、ガス、燃料の使用等）を収集、解析し、個々にパーソナライズして情報をフィードバックし、自発的な低炭
素型の行動変容を促す等、CO2排出削減に資する行動変容モデルを構築。地方公共団体との連携の下、当該モデルの持続的適用可能
性の実証や我が国国民特有のパラメータの検証を実地にて行う。
（２）ブロックチェーン技術を活用した再エネCO2削減価値創出モデル事業
これまで十分に評価又は活用されていなかった自家消費される再エネのCO2削減に係る環境価値を創出し、当該価値を低コストかつ自由
に取引できるシステムを、ブロックチェーン技術を用いて構築し、実証する。

＜達成手段の目標＞
我が国に適用可能なエネルギー消費に係る行動変容モデルを、実証実験を通じて構築し、展開、実用化を通じて、環境負荷低減に繋がる
低炭素型の行動変容を促し、家庭・業務その他部門におけるエネルギー消費量及びCO2排出量を徹底的に削減する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
ナッジ等やブロックチェーン技術の活用により、CO2削減に貢献することができる。
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(42)

木材利用による業務用施
設の断熱性能効果検証事
業（農林水産省連携事
業）
（平成29年度）

2,062
（502）

1,215
（525）

600
（62）

- 1,2 045

(43)
カーボンプライシング導
入可能性調査事業
（平成29年度)

250
（229）

250
（206）

250
（213）

250 1,2 046

(44)

CO2中長期大幅削減に向
けたエネルギー転換部門
低炭素化に向けたフォ
ローアップ事業
（平成29年度）

150
（155）

150
（110）

150
（115）

130 1,2 047

(45)
省エネ型浄化槽システム
導入推進事業
（平成29年度）

1,600
（740）

2,000
（1,294）

1,800
（1,425）

1,800 1,2 048

(46)

グリーンボンドや地域の資
金を活用した脱炭素化推
進モデル事業
（平成30年度)

950
（289）

600
（239）

600
（233）

500 1,2 049

(47)

戸建住宅におけるネッ
ト・ゼロ・エネルギー・
ハウス（ZEH）化支援事
業（経済産業省・国土交
通省連携事業）
（平成30年度)

5,072
（5,462）

3,795
（3,564）

8,849
（7,734）

- 1,2 050

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
51人槽以上の既設合併処理浄化槽に係る、省CO2型の高度化設備（高効率ブロワ、インバーター制御装置等）の改修並びに、建築基準
法に定める旧構造基準及び新構造基準（ブロワを使用するものに限る）のうち60人槽以上の既設合併処理浄化槽から構造や本体のコン
パクト化によってエネルギー削減効果の高いと見込まれる浄化槽への交換費用について、1/2を補助する。平成12年度から販売の性能評
価型の浄化槽のうち、初期型の合併処理浄化槽から60人槽以上の最高水準の省エネ技術を用いた先進的省エネ浄化槽への交換に係る
費用について1/2を補助する。

＜達成手段の目標＞
集合住宅等に設置されている大型浄化槽の処理工程上で使われている機器設備（ブロワ、水中ポンプ、スクリーン等）の省エネ化につい
ては、小型浄化槽と比べて比較的に遅れている。既設の大型浄化槽及び中・大型浄化槽に付帯する機械設備を省エネ改修するとともに、
特に古い大型浄化槽自体を省エネ浄化槽に交換することにより、浄化槽システム全体の低炭素化を大幅に図るとともに、老朽化した中・
大型浄化槽の長寿命化を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
既設合併処理浄化槽の省CO2化を図ることでエネルギー起源CO2の排出量を削減する。

＜達成手段の概要＞
グリーンボンド等で資金調達しようとする者に対して支援グループを構成し効率的・包括的な支援（外部レビュー付与、グリーンボンドフ
レームワーク整備のコンサルティング等）を行う者に対し、その支援に要する費用を補助すること等を通じて我が国におけるグリーンボンド
等を促進する。

＜達成手段の目標＞
グリーンボンド等が普及することで、国内脱炭素化事業に民間資金を大量に導入し、活用していく。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
グリーンボンド等が普及することで、環境産業へ民間資金が導入されることに寄与する。

＜達成手段の概要＞
家庭部門のCO2排出量約4割削減に向けて、住宅の省エネルギー性能の向上等を図る必要があるため、戸建住宅におけるネット・ゼロ・エ
ネルギー・ハウス（ZEH）の導入を支援する 。

＜達成手段の目標＞
本事業を通じ、2020年までに標準的な新築住宅で、2030年までに新築住宅の平均でZEHの実現を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の普及により、家庭部門におけるCO2排出量の削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
CLT等に代表される新たな部材を用いた建築物等の建設に必要な設計費、工事費、設備費、省CO2効果等の定量的評価に係る計測費の
一部補助、及びCLT等を用いた建築物等の、断熱性能や調湿性等の省エネ・省CO2に資する性能の定量的把握を行う。

＜達成手段の目標＞
CLT等に代表される新たな部材を用いた建築物の断熱性や調湿性といった省エネ・省CO2に資する性能の評価を通じて、CLT等を用いた
建築物等の省エネ・省CO2性のポテンシャルを定量的に把握する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
低炭素な建築物の更なる普及を通じて、業務その他部門のCO2排出量の削減を図る。

令和2年度において事業終了

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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(48)

代替燃料活用による船舶
からのCO2排出削減対策
モデル事業（国土交通省
連携事業）
（平成30年度）

280
（154）

293
（264）

499
（498）

- 1,2 052

(49)

再生可能エネルギー資源
発掘・創生のための情報
提供システム整備事業
（平成30年度）

800
（643）

744
（679）

739
（729）

539 1,2 053

(50)

空調負荷低減を実現する
革新的快適新素材創出事
業
（平成30年度）

200
（181）

200
（200）

200
（200）

- 1,2 054

(51)
地球温暖化対策・施策等
に関する情報発信事業
（平成30年度）

670
（230）

570
（385）

570
（464）

400 1,2 055

(52)

廃棄物処理システムにお
けるエネルギー利活用・
脱炭素化対策支援事業
（平成30年度）

400
（257）

300
（210)

244
（197）

- 1,2 056

＜達成手段の概要＞
再生可能エネルギーの種類ごと（太陽光、風力、中小水力、地熱、太陽熱、地中熱等）のポテンシャルに関する情報を収集・整理し情報発
信するとともに、再生可能エネルギーに係る環境配慮の確保に必要な環境基礎情報（動植物の分布情報等）の調査等を行い、その結果を
データベースとして整備する。また、再エネの導入ポテンシャル情報等を用いて、導入実績を踏まえた地産地消の進捗状況の可視化や、
再エネ導入に適したエリア等を可視化・数値化する計画策定ツール等の搭載の検討等を行う。

＜達成手段の目標＞
事業者が環境に配慮した形で再生可能エネルギーを円滑に導入することを促すとともに、地方公共団体における再生可能エネルギーの
導入計画の検討等を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
環境に配慮した再生可能エネルギーの導入に必要な情報を収集してデータベースとして整備するとともに、再生可能エネルギーの計画的
な導入に必要なポテンシャル情報に関する情報発信サイトを構築し、わかりやすく情報提供することで、再生可能エネルギーの導入を促
し、温室効果ガスの一層の排出抑制に寄与する。

＜達成手段の概要＞
空調負荷の低減と、快適環境の維持という二つの条件を満足するため、以下を実施し、革新快適衣料を創出する。
（１）人工気象室における快適性に係る実証とその効果の定量化手法を確立する。
（２）綿（コットン）と同程度、ついで2倍の吸湿率差を有する高吸湿性繊維を開発することで体感温度を下げ、その快適性を定量評価する。
（３）気化熱を利用した冷却機能や赤外線の透過特性の制御機能等を有するスマートテキスタイルを新規に開発し、既製品よりも体感温度
を下げる効果を有し、空調利用を削減しても快適に感じる温度湿度領域を拡大する新素材を創出する。

＜達成手段の目標＞
空調負荷の低減と快適環境の維持の両者を満たすことのできる革新的な新素材・スマートテキスタイルを創出し、快適な衣服として活用・
実用化することでCO2排出量を削減する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業で創出された快適新素材及び快適衣料が普及することによって空調負荷が低減し、CO2排出量削減が図られる。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
主に企業・地方公共団体等を対象とし、環境省が企業・自治体等と連携して先進的に取り組む地球温暖化対策の取組について効果的・戦
略的に情報発信し、認知向上・理解促進を図ることを通じて、具体的な地球温暖化対策の取組につなげることを目指す。

＜達成手段の目標＞
地球温暖化対策施策の進捗状況等を情報発信することで、認知向上・理解促進を図ることを通じて、具体的な地球温暖化対策の取組につ
なげていく。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
企業・地方公共団体・関係団体等の地球温暖化対策の取組を促し、温室効果ガス削減に貢献する。

＜達成手段の概要＞
廃棄物処理システムにおける低炭素・省CO2対策普及促進事業を民間団体を対象に実施するとともに、収集運搬の効率化による低炭素
化を図るモデル事業を市町村において実施する。

＜達成手段の目標＞
廃棄物の収集運搬・中間処理・最終処分等において、各々の地域特性に応じた適切な低炭素・省CO2対策の導入を促進するため、具体
的な地域を選定して、一連の廃棄物処理システムにおける低炭素・省CO2対策を検証・提案し、その実現可能性を調査する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エネルギー起源二酸化炭素の排出量削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
近年、船舶分野においても代替燃料の活用による更なるCO2排出削減が期待されており、今後普及の見込まれる代替燃料として、CO2削
減に加え環境（NOx、SOx）性能等に優れたLNG燃料が挙げられる。しかし、LNG燃料船については、ガスエンジンやガス供給システムと
いった個々の技術開発は確立しているものの、それらの技術を実船に搭載し、実際の海域で航行した際に加わる負荷に応じて、燃焼の効
率を最適化する制御技術の確立がなされていないため、LNG燃料船を実際の海域で運航し、負荷変動のデータを取得・分析することによ
り、ガスエンジン及びガス供給システムの燃料効率を最適化するための制御技術を確立する。

＜達成手段の目標＞
LNG燃料船によるCO2排出削減の最大化を図る技術実証を行い、もって船舶からのCO2排出量の大幅削減を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業により設計・実証したLNG燃料船において、事業終了年度の令和2年度においてガスエンジン及びガス供給システムの燃料効率を
最適化するための制御技術を2種類確立する。それにより船舶分野の温室効果ガスの削減に寄与することができる。
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(53)

脱炭素・資源循環「ま
ち・暮らし創生」ＦＳ事
業
（平成30年度）

200
（177）

400
（392）

400
（393）

- 1,2 057

(54)
ESG金融ステップアップ・プ
ログラム推進事業
（令和元年度）

-
300

（290）
300

（277）
300 1,2 058

(55)

脱炭素イノベーションに
よる地域循環共生圏構築
事業（一部総務省、経済
産業省、国土交通省連携
事業）
（令和元年度）

-
5,467

（1,595）
3,763

（2,723）
8,000 1,2 059

(56)

温室効果ガス排出に関す
るデジタルガバメント構
築事業
（令和元年度）

-
50

（85）
120

（120）
800 1,2 060

(57)

電動化対応トラック・バ
ス導入加速事業（国土交
通省・経済産業省連携事
業）
（令和元年度）

-
1,000
（877）

1,000
（591）

1,000 1,2 061

＜達成手段の概要＞
先端的な燃費性能を有し、市場投入初期段階にある電動化対応トラック・バス（電気自動車、ハイブリッド車）の導入加速を支援する。

＜達成手段の目標＞
波及効果も含めて、2020年代に5,000台の先行導入を目指すとともに、水素や合成燃料等の価格低減に向けた技術開発・普及の取組の
進捗も踏まえ、2030年までに、2040年の電動車の普及目標を設定する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
2030年度46％削減目標に向けて電動化対応トラック・バスの安定需要を喚起し、普及を図ることにより、運輸部門におけるCO2排出量削
減に寄与する。

＜達成手段の概要>
福島県浜通りの避難指示解除地域や、福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）に基づく復興再生拠点等を対象に、「町全体の
復興と脱炭素化の両立」に向け、環境再生事業と連携しつつ、脱炭素の視点を最大限ビルトインした町の復興の絵姿を描き、各種事業に
よるCO2削減効果の評価や、事業の実現可能性の検証のためFSを実施する。

＜達成手段の目標＞
復興再生拠点等を対象に、「町全体の復興と脱炭素化の両立」に向けた取組を推進する。

<施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
FSの結果を踏まえて作成する「脱炭素の視点を最大限ビルトインした町の復興の絵姿」に基づき、まちづくりが進むことにより、エネルギー
起源二酸化炭素の排出量削減に寄与する。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
（１）地域エネルギー、地域交通分野での地域循環共生圏構築のための検討経費
○経済合理性、持続可能性を有する脱炭素型地域エネルギーシステムの確立や電動モビリティの活用に向けた調査、検討を国として実施
する。
○また、経済合理性や持続可能性を有する脱炭素イノベーションによる地域課題解決に向け、地方公共団体、企業、地域住民等が行う協
議会運営や持続可能性調査等を支援する。
（２）地域再エネ等の活用による持続可能な自立・分散型地域エネルギーシステムや脱炭素型地域交通モデルの構築支援事業
○太陽光発電、蓄電池等の再エネ・蓄エネ設備、自営線等を活用し、災害に強い自立・分散型地域エネルギーシステム構築に向けた事業
を支援する。
○また、地域の特性に応じた再エネと電動モビリティ（EV、グリーンスローモビリティ等）を活用した持続可能な脱炭素型地域交通モデルの
構築に向けた実証事業を支援する。

＜達成手段の目標＞
地域循環共生圏の創造を実現するため、脱炭素と関連の深い地域エネルギーや地域交通分野において、民間の知見・資金を最大限活用
した経済合理性、持続可能性を有する自立・分散型地域エネルギーシステムや脱炭素型地域交通モデルの確立を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域資源を再認識するとともに、それを活用することで、地域における環境・経済・社会の統合的向上に向けた取組の具体化の第一歩と
し、多種多様で重層的な資源循環を進め、環境への負荷をできる限り低減しつつ地域経済循環を促す地域の多様なステークホルダーによ
る脱炭素型社会づくりを推進させることで、CO2排出削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
国際的なグリーンファイナンス関連情報の情報収集、国内におけるESG金融導入調査検討、ESG金融取組の表彰、ESG金融ハイレベル・
パネル運営、グリーンイノベーション動向等調査を通じた情報収集、調査分析、課題検討や情報発信など、グリーンファイナンスの諸外国
動向調査、国内の脱炭素化事業に対する投融資の状況調査等を実施し、脱炭素社会に向けた我が国におけるESG投資・融資の普及のた
めの取組を支援する。

＜達成手段の目標＞
グリーンファイナンスを活性化させ、ESG金融へシフトし、グリーンプロジェクトに対する民間資金導入拡大、国内や途上国における公的資
金中心の支援から民間ファイナンスによるビジネス手動への転換により、地球規模の気候変動対策推進に貢献していく。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
グリーンプロジェクトに対する民間資金導入の拡大に寄与する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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(58)

脱炭素社会を支えるプラ
スチック等資源循環シス
テム構築実証事業
（令和元年度）

-
1,803

（1,651）
4,567

（3582）
3,600 1,2,3 062

(59)

民間事業者による分散型
エネルギーシステム構築
支援事業（経済産業省連
係事業）
（令和元年度）

-
1,574

（1,033）
826

（485）
- 1,2 063

(60)

世界を牽引するイノベー
ション確立のための部材
や素材の社会実装・普及
展開加速化事業
（令和元年度）

-
1

（1）
299

（180）
- 1,2 064

(61)

廃廃棄物処理×脱炭素化
によるマルチベネフィッ
ト達成促進事業
（令和２年度）

- -
1,950

（1,400）
2,000 1,2 077

＜達成手段の概要＞
東日本大震災後、従来の大規模集中電源に依存した硬直的なエネルギー供給システムから脱却するとともに、急速に普及している再生
可能エネルギーをはじめとした分散型エネルギーを安定的かつ有効に活用していくため、地域に存在する分散型エネルギーシステムを地
域内で効率的に活用する「エネルギーの地産地消」が注目を集めている。本事業では、民間事業者等による先導的な地産地消型のエネ
ルギーシステムの構築に対して補助を行う。
（補助対象事業）
　エネルギー設備をエネルギー管理システムを用いて制御し、エネルギーを面的に利用する地産地消型エネルギーシステムの構築を支援
する。
　［補助率：2/3,1/2,1/3］
（委託事業）
　自立的な分散型エネルギーシステム構築に関する成功要因の分析、ノウハウの共有化及び他地域への展開を図ることを目的とした評
価・検証等を行う。

＜達成手段の目標＞
地域の実情に応じ、民間事業者等が先導的な地産地消型エネルギーシステムを構築する事業者に対して支援を行うことで、エネルギーの
地産地消とそれによるCO2削減効果を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
先導的な地産地消型エネルギーシステムを構築する事業者に対して支援を行うことで、エネルギーの地産地消とそれによるCO2排出削減
を促進する。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
環境省がこれまで開発を進めてきた、省CO2性能の高い部材や素材を活用し、委託事業で実機搭載における安全性・信頼性・省エネ効
果・品質向上策等を検証等するとともに、補助事業で商用規模生産のためのプロセス設計と設備投資等を支援し、エネルギー消費量の徹
底した削減を実現する技術開発・実証を行う。

＜達成手段の目標＞
窒化ガリウム（GaN）やセルロースナノファイバー（CNF）といった新素材技術を自動車分野や鉄道分野、家電等民生機器分野や通信機器
分野など様々な分野のデバイスや高強度・高機能材料として適用できるよう、量産化・低コスト化の開発を行い、当該製品が社会に広く普
及することによる社会全体のエネルギー消費の徹底的な削減及び二酸化炭素排出量の削減を実現する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
省CO2製品の普及により、社会全体でのCO2削減を実現。

令和2年度において事業終了

＜達成手段の概要＞
廃棄物エネルギーの有効活用、災害廃棄物処理体制の構築及び地域活性化に資する事業への支援並びに中小企業等におけるPCB使
用照明器具のLED化による、PCB廃棄物の早期処理の推進及び省エネルギーの促進に資する事業への支援を行うことにより、脱炭素化
以外の政策目的の達成も図り、地域循環共生圏の構築を促進する。

＜達成手段の目標＞
廃熱を高効率で熱回収する設備の整備促進、廃棄物から燃料を製造する設備及び廃棄物燃料を受け入れる際に必要な設備の整備促
進、中小企業等において使用中のPCB使用照明器具を対象として、発生するPCB使用安定器の早期処理が確実な場合に限り、PCB使用
照明器具の有無に係る調査費及びPCB使用照明器具をLED照明器具に交換する事業の促進。
※PCB使用照明器具については令和3年度より事業開始

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・廃棄物由来エネルギーの有効活用や廃棄物燃料の利用促進等を行うことで、化石燃料の利用に伴う温室効果ガスの排出削減に寄与す
る。
・PCB使用照明器具をLED照明へ交換することで、消費電力の削減によるCO2排出量の削減を図る。

＜達成手段の概要＞
民間団体等を対象として、化石資源由来のプラスチックからバイオマス・生分解性プラスチック、紙、CNF等の再生可能資源への転換を
図っていくとともに、使用済の廃プラスチック等の省CO2リサイクルシステムを構築し、脱炭素社会に貢献するプラスチック資源循環システ
ムの構築を加速化する。

＜達成手段の目標＞
①従来のプラスチック素材を代替する紙、バイオマス・生分解性プラスチック等の省CO2型生産インフラ整備・技術実証を支援し、再生可能
資源への転換・社会実装化を図る。
②複合素材プラスチック等のリサイクル困難素材のリサイクル技術・設備導入を支援し、使用済素材リサイクルプロセス構築・省CO2化を
図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
再生可能資源の普及やリサイクルシステムを確立し、国内におけるプラスチック資源循環システムを構築することで、CO2排出削減に寄与
する。
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(62)

PPA活用など再エネ価格
低減等を通じた地域の再
エネ主力化・レジリエン
ス強化促進事業
（令和２年度）

- -
2,509
（870）

5,000 1,2 078

(63)

バッテリー交換式EVと
バッテリーステーション
活用による地域貢献型脱
炭素物流等構築事業(一
部経済産業省連携事業）
（令和２年度）

- -
1,000
（565）

1,200 1,2 079

(64)

低炭素型ディーゼルト
ラック普及加速化事業
(国土交通省連携事業)
（令和２年度）

- -
2,965

（2,942）
2,965 1,2 080

(65)

浮体式洋上風力発電によ
る地域の脱炭素化ビジネ
ス促進事業
（令和２年度）

- -
311
（79）

400 1,2 082

＜達成手段の概要＞
地域における再エネ主力化やレジリエンスを強化するために、オンサイトPPA モデル等の新手法による再エネ・蓄電池導入の支援、公共
施設等でのエネルギー需要を遠隔制御することによる変動制再エネに対する地域の調整力向上、デジタル分野の主要排出減であるデー
タセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化等に取り組む。

＜達成手段の目標＞
・公共施設の有する制御可能な設備を活用して地域の再エネ主力化を図る。
・オフサイトからの指令により運転制御可能なエネルギーマネジメントや省CO2化が図れる需要側設備や通信制御機器等への支援によ
り、変動性再エネの主力電源化を推進する。
・建物間での直流給電システムを構築することで、再エネ等のエネルギーの電力変換ロスを低減し、地域の再エネ主力化を推進する。
・オンサイトPPAによる太陽光発電設備と蓄電池を組み合わせたシステムへの支援等により、設備の価格低減とストレージパリティの達成
に向けた取組を推進する。
・再エネの価格低減に向けた新手法による再エネ導入の支援により、地域の再エネ主力化を推進する。
・データセンターでの再エネ活用・省エネ対策等を推進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
再エネ及び蓄電池の導入や価格低減、地域における調整力の確保等によって、再エネ主力化に向けた体制を構築するとともに、レジリエ
ンスの強化を促進し、CO2排出削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
コンビニ等の配送車両等を電動化するとともにバッテリー交換式とし、各配送拠点等をエネルギーステーション化することで、地域の再生
可能エネルギーを活用した脱炭素型物流モデルの構築と物流配送拠点の防災拠点化を同時実現することで地域貢献型の新たな脱炭素
型物流モデルを構築する。

＜達成手段の目標＞
地域再エネを活かすための蓄電池をバッテリー交換式電動配送車両と共用することで、物流網の脱炭素化及び地域物流拠点の防災拠点
化を同時実現するセクターカップリング型ビジネスモデルの構築を目指す。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域貢献型脱炭素物流モデルの構築により、物流分野における再生可能エネルギーとＥＶの導入が促進されることで、CO2排出量削減が
図られる。

＜達成手段の概要＞
中小トラック運送業者を対象として、トラックの更新需要をトップクラスの燃費レベルに誘導するため低炭素型ディーゼルトラック及び大型天
然ガストラックの導入を支援する。

＜達成手段の目標＞
走行距離が長く運搬効率の高い運送業者で、資力の乏しい中小業者を対象に、低炭素型ディーゼルトラック等（大型は2015年度燃費基準
＋5%以上、小・中型は同＋10％以上達成車）の導入を集中的に支援し、ディーゼルトラック等販売車に占める低炭素型車両の比率の向上
による車両の燃費改善の促進を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
走行距離の長いトラック運送事業者の保有車両における平均燃費の向上により、CO2排出量削減を図る。

＜達成手段の概要＞
脱炭素化とともに自立的なビジネス形成が効果的に促進されるよう戦略的に推進すべき地域抽出や円滑な事業化など以下の事項に取り
組む。
（1）浮体式洋上風力の早期普及に向けた調査・検討等
（2）エネルギーの地産地消を目指す地域における事業性の検証等
（3）既存の浮体式洋上風車に係る関係者等への理解醸成事業

＜達成手段の目標＞
・浮体式洋上風力発電の早期普及に貢献するための情報や、地域が浮体式洋上風力発電によるエネルギーの地産地消を目指すに当
たって必要な各種調査や当該地域における事業性・二酸化炭素削減効果の見通しなどを検討することにより、脱炭素化とともに自立的な
ビジネス形成が促進されるよう浮体式洋上風力エネルギーの地産地消に向けた検討や事業化の検証等を図り、浮体式洋上風力発電の
早期普及に貢献する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
2030年以降を見据えた「再エネの主力電源化」にあたり、浮体式洋上風力発電が火力発電所同様、日本の主力電源となるような本格普及
を図り、新たな地域振興・産業創出とともに、CO2排出量の大幅削減に貢献する。
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(66)

脱炭素型金属リサイクル
システムの早期社会実装
化に向けた実証事業
（令和２年度）

- -
500

（477）
500 1,2 083

(67)

事業全体のマネジメン
ト・サイクル体制確立事
業
（令和２年度）

- -
3140

（1384）
2,583 1,2 084

(68)

社会変革と物流脱炭素化
を同時実現する先進技術
導入促進事業（国土交通
省連携事業）
（令和２年度）

- -
323

（290）
800 1,2 086

(69)

集合住宅の省CO2化促進
事業（経済産業省連携事
業）
（平成30年度）

- -
4,383

（3,925）
4,450 1,2 087

(70)

再エネ電力と電気自動車
や燃料電池自動車等を活
用したゼロカーボンライ
フ・ワークスタイル先行
導入モデル事業（経済産
業省 連携事業）
（令和２年度）

- - - - 1,2 088

(71)

革新的な省CO2型感染症
対策技術等の実用化加速
のための実証事業
（令和２年度）

- - - 1,800 1,2 089

＜達成手段の概要＞
再エネ電力と電気自動車や燃料電池自動車等を同時に購入・利用する取組を、集中的に支援する。災害時に給電できる充放電設備の導
入も支援する。本事業の補助対象者には、電気自動車等を活用したゼロカーボンの生活・事業活動の実態調査に、モニターとして参画し
ていただく。また、モデル事業の調査結果の分析を行い、ゼロカーボンの実践・普及拡大に向けた課題抽出や効果的な普及啓発等の企
画・立案に活用する。

＜達成手段の目標＞
グリーン社会の実現に向けて、電気自動車や燃料電池自動車、プラグインハイブリッド車を普及させることにより、移動の脱炭素化と分散
型社会・レジリエンス強化等を同時に推し進め、国民の脱炭素ライフスタイルへの転換を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エネルギー起源CO2の排出量削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
衛生環境への関心の高まりに加え、都市部などの人口密集地域の施設等では快適な生活・労働環境を確保する上で空気性状の維持・改
質も不可欠であり、必要な衛生環境の向上と、気候変動への対策としての省エネ・CO2削減も求められている。このような「ポスト／With コ
ロナ」社会に機動的に対応するため、安心・安全な衛生環境創出や社会のデジタル化に対応する革新的省CO2技術等の検証・実用加速
化を行う。事業の開始から終了まで、毎年度実施課題の成熟レベルを判定し、外部専門家から、問題点に対する改善策の助言や技術開
発・実証計画の見直し指示等を行い、効果的・効率的に事業を実施することで、技術開発・実証目標の達成及び実用化の確度を高める。

＜達成手段の目標＞
例えば、殺菌力が強い深紫外線を発するLEDや、空気性状を改質する空調等の要素技術等の性能を向上させつつ、それらを組み合わせ
て、衛生環境向上に資する省エネ型の空調・換気システム等の開発・実証等を実施し、さらにAI/IoT等の普及などが進み、社会全体で不
可欠なものになっているデジタル技術を用いたグリーンなソリューションの創発支援等を行うことで、これら技術が社会に導入されることに
よる大幅なCO2排出量削減・脱炭素社会を実現する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
民間の自主的な取組だけでは十分に進まない技術開発や社会実装へ向けた実証を国の主導により強力に進めることにより、当該技術の
早期の社会導入を促進し、大幅なCO2排出量の削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
IoT機器などの非鉄金属（銅・アルミニウム等）含有製品について、民間団体等に対し、省エネ型リサイクルに係る技術・システムの実証・事
業性評価の委託を行う。

＜達成手段の目標＞
脱炭素型金属リサイクルシステムの社会実装化を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
実証された新しい技術・システムが社会実装されることにより、金属のライフサイクルにおけるCO2排出量削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
環境省のエネルギー対策特別会計予算事業（事業補助、委託、技術開発実証等）における事業効果の把握・検証・成果集約を行うととも
に、成果のとりまとめを踏まえた戦略・事業立案を行うことにより、事業全体のマネジメント・サイクル体制を確立する。

＜達成手段の目標＞
エネルギー対策特別会計予算事業のマネジメント・サイクルを確立することにより、事業計画立案、事業実施、事業評価検証の高度化、効
率化、効果の最大化を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エネルギー対策特別会計において、予算事業全体のマネジメント・サイクル体制を確立し、事業計画立案、事業実施、事業評価検証の高
度化、効率化、効果の最大化を図ることにより、温室効果ガスの一層の排出抑制を図る。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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(72)

既存住宅における断熱リ
フォーム・ZEH化支援事
業
（令和２年度）

- - - - 1,2 090

(73)

脱炭素社会構築のための
資源循環高度化設備導入
促進事業
（令和２年度）

- - - 4,300 1,2 091

(74)

地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する避難施
設等への自立・分散型エネ
ルギー設備等導入推進事
業
（令和２年度）

- -
11

（11）
5,000 1,2 092

(75)

再エネの最大限の導入の
計画づくり及び地域人材
の育成を通じた持続可能
でレジリエントな地域社
会実現支援事業
（令和２年度）

- - - 1,200 1,2 093

(76)

地方公共団体実行計画を
核とした地域の脱炭素化
基盤整備事業
（平成26年度）

- -
452

（425）
0 1,2,3,4,5 283

(77)
「脱炭素×復興まちづく
り」推進事業
（令和３年度）

- - - 500 1,2 新001

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
地域経済の活性化・新しい再エネビジネス等の創出・分散型社会の構築・災害時のエネルギー供給の確保につながる地域再エネの最大
限の導入を促進するため、地方公共団体による地域再エネ導入の目標設定や合意形成に関する戦略策定の支援を行うとともに、官民連
携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築支援や持続性向上のための地域人材育成の支援を行う。

＜達成手段の目標＞
本事業を通じて策定された再エネ導入目標を、適切に地方公共団体実行計画（区域施策編）に反映させる。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域のステークホルダーと連携した地域の特性に応じた計画の策定、再エネ導入に関する地域住民との合意形成、地域に裨益する再エ
ネに関する事業の持続性の向上を推進することにより、脱炭素な地域づくりを推進し、持続可能でレジリエントな地域社会の実現に寄与す
る。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設に、平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエネル
ギー供給等の機能発揮が可能となり、災害時の事業継続性の向上に寄与する再生可能エネルギー設備等の導入を支援する。

＜達成手段の目標＞
平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能を発揮し、事業継続可能な避難所を整備する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
災害時においても発電・電力供給等の機能発揮が可能な再エネ・蓄エネシステムの整備等により、地域の防災・減災と脱炭素化の同時実
現に寄与する。

＜達成手段の概要＞
(1)「脱炭素×復興まちづくり」に資するFS事業
CO2削減効果のある再生可能エネルギー等を用いて、福島県浜通り地域で新たな産業を社会実装することを目指し、その事業の実現可
能性調査（FS）を実施する。
(2)「脱炭素×復興まちづくり」に資する計画策定、導入等補助
福島県が策定した「再生可能エネルギー推進ビジョン」や自治体等が宣言する「ゼロカーボンシティ」で示された方針に沿って、これらの実
現に向けた計画策定と、その計画に位置づけられた自立・分散型エネルギーシステム等の導入等の支援を行う。
 
＜達成手段の目標＞
原子力災害以降、環境再生事業の実施にあたって周辺市町村や住民には、苦渋の決断と多大な負担を強いており、住民の帰還や産業の
再建が道半ばである状況の中で、今後、復興まちづくりを進めつつ、脱炭素社会の実現を目指す際には大きな困難を伴う。このため、福島
での自立・分散型エネルギーシステム等の導入に関して、地方公共団体、民間事業者等の「調査」「計画」「整備」の各段階で重点的な支
援を行い、これらの両立を後押しする。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
CO2削減効果のある再生可能エネルギー等の実装の実現可能性調査（FS）や、FSを元に導入される自立・分散型エネルギーシステムに
より、復興とともに脱炭素まちづくりが進むことによって、エネルギー起源二酸化炭素の排出量削減に寄与する。

＜達成手段の概要＞
民間団体等を対象として、省CO2型リサイクル高度化設備、再生可能資源由来素材の省CO2型製造設備、太陽光パネル・リチウムイオン
電池のリサイクル設備導入に要する経費の一部を補助する。

＜達成手段の目標＞
化石資源由来プラスチックの代替、使用済み製品等のリサイクルの促進を図り、これらのプロセス全体のエネルギー起源CO2の排出を抑
制する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
資源循環高度化設備導入により、再生利用量増加及びエネルギー起源CO2の排出量削減に寄与する。
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(78)

ゼロカーボンシティ実現
に向けた地域の気候変動
対策基盤整備事業
（令和３年度）

- - - 800 1,2,3,4,5 新002

(79)

戸建住宅ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス
（ZEH）化等支援事業
（令和３年度）

- - - 6,550 1,2 新003

(80)

工場・事業場における先導
的な脱炭素化取組推進事
業
（令和３年度）

- - - 4,000 1,2 新004

(81)
脱炭素化・先導的廃棄物
処理システム実証事業
（令和３年度）

- - - 400 1,2 新006

(82)
脱炭素社会の構築に向け
たESGリース促進事業
（令和３年度）

- - - 1,400 1,2 新007

(83)

離島における再エネ主力
化・レジリエンス強化実
証事業
（令和３年度）

- - - 350 1,2 新008

120,528
（96,902）

149,575
（114,707）

162,540
（133,377）

147,165

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
過酷な環境下にあり、系統連結もない離島において再エネ等を導入したメンテナンスフリー化・レジリエンス強化に資する分散型エネル
ギーシステム構築に向けた実証事業を実施する。

＜達成手段の目標＞
当実証事業を実施し、その成果・課題等を他の離島等に活用・水平展開を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
離島内に再エネを導入することにより、CO2削減が図られる。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）
・成長戦略実行計画（令和3年6月18日閣議決定）
・経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日閣議決定）
・パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（令和元年6月11日閣議決定）
・日本のNDC（国が決定する貢献）（令和2年3月30日地球温暖化対策推進本部決定、同月31日に国連に提出）

＜達成手段の概要＞
・廃棄物エネルギーを利活用した地域循環共生圏の構築が進まない技術的な課題を解決するため、レジリエンス強化にも資する熱利用の
高度化、未利用バイオマス利活用や大規模メタン化施設等の実証事業や検証等を行う。また、廃棄物エネルギー等を地域資源として活用
した地域循環共生圏の構築が進まない課題を調査し、その課題の解決方策の検討や地域モデルとなり得るポテンシャルの調査・検討を行
う。
・廃棄物処理システム全体の脱炭素化・省CO2対策を促進するため各種検討調査を行い、地域の特性に応じて最適な循環資源の活用方
策の検討を行い、実証等で得られた知見とともにとりまとめてガイダンスを策定し、循環分野からの「気候変動×レジリエンス」や地域循環
共生圏の構築を推進していく。

＜達成手段の目標＞
一般廃棄物の焼却や埋立処分に伴う直接的な温室効果ガス排出のほか、収集運搬過程における燃料使用や、中間処理施設等の稼働に
伴う電力使用等によるエネルギー起源CO2等の排出等を総合的に抑える。廃棄物から回収されるエネルギーの利活用にあたっては、化
石燃料代替によるCO2削減効果と併せて、地域の課題や地域活性化への貢献に向けた新たな価値を創出する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
廃棄物処理システム全体の低炭素化によりCO2削減が図られる。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
中小企業等がリースで脱炭素機器を導入する際、指定リース事業者によるESG要素を考慮した取組やサプライチェーン上の脱炭素化に資
する取組が基準を満たしている場合、脱炭素機器の種類に応じて総リース料の1～6％を指定リース事業者に対して助成を行い、補助率に
応じた総リース料の減免を行うことで機器利用者の負担するリース料を低減させる。

＜達成手段の目標＞
○ リース会社によるESG要素を考慮した取組を促進し、リース業界におけるESGの取組拡大に繋げる。
○ サプライチェーン全体での脱炭素化に貢献する中小企業等をサポートする。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
脱炭素機器の導入を促進し、CO2排出量削減を加速化させる。補助事業者の事務費を除く予算額13.3億円に対し、脱炭素機器導入のリー
ス料に対する平均補助率は約3.7%であることから、脱炭素機器の設備投資額約206億円の効果があると見込む。
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（環境省Ｒ３ー２）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

- - 2,000 - - - －

2,388 2,794 3,267

1

JCM等を通じた優れた脱
炭素技術等の海外展開の
累積の事業規模（環境省
施策分、累積）（単位：億
円）

測定指標 基準 目標

「環境省脱炭素インフライニシアティブ」（令和3年6月15日）に基づき設定。

施策の進捗状況（目標）
測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

- - 10,000 R12

施策の概要
パリ協定の実施に向けて国際的な詳細ルールの構築に貢献する。また、２℃目標が世界の共通目標となったこと等を
踏まえ、世界全体での排出削減に貢献するため、二国間クレジット制度（JCM）等を通じ、途上国等への脱炭素技術等
の普及を推進する。

政策体系上の
位置付け

1.　地球温暖化対策の推進

達成すべき目標

パリ協定の実施に向けた国際交渉に我が国としてリーダーシップを発揮するとともに、JCMを一
層強力に推進するなど、世界全体での抜本的な排出削減に貢献する。
カーボンニュートラルに向けて、世界中でビジネスチャンスが拡大する中、日本の優れた技術を
活用して世界の脱炭素化に貢献する。

目標設定の
考え方・根拠

・パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦
略（令和元年6月閣議決定）
・インフラシステム海外展開戦略2025（令和2
年12月10日決定、令和3年6月改訂）
・環境省脱炭素インフライニシアティブ（令和3
年6月策定）
・海外展開戦略（環境）（平成30年6月策定）
・日本の約束草案（平成27年7月17日地球温
暖化対策推進本部決定、同日に国連に提
出）
・パリ協定（平成28年11月発効）
・パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦
略（令和元年6月11日閣議決定）
・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣
議決定）
・日本のNDC（国が決定する貢献）（令和2年3
月30日地球温暖化対策推進本部決定、同月
31日に国連に提出）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１－２　世界全体での抜本的な排出削減への貢献 担当部局名

地球環境局
地球温暖化対策課

市場メカニズム室

国際連携課

国際地球温暖化対
策担当参事官室
国際協力・環境イン
フラ戦略室
脱炭素化イノベー
ション研究調査室

脱炭素社会移行推
進室

作成責任者名
(※記入は任意）

小笠原靖（地球温暖
化対策課長）
井上和也（市場メカニ
ズム室長）
大井通博（国際連携
課長）
辻原浩（国際地球温
暖化対策担当参事
官）
杉本留三（国際協力・
環境インフラ戦略室
長）
辻原浩（脱炭素化イノ
ベーション研究調査
室長）
坂口芳輝（脱炭素社
会移行推進室長）

別紙１
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2
パリ協定の実施に向けた
貢献

3 IPCCへの貢献

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
国際再生可能エネルギー
機関分担金
（平成22年度）

42
(38)

39
(36)

39
(35)

39 2 019

(2)
気候変動枠組条約拠出金
（平成16年度）

169
(169)

1７9
(179)

168
(168)

165 2 065

(3)
パリ協定の実施に向けた
検討経費
（平成19年度）

156
(151)

157
(146)

154
(134)

154 2 066

(4)
国別登録簿運営経費
（平成14年度）

78
(75)

77
(77)

77
(76)

77 - 067

＜達成手段の概要＞
再生可能エネルギーの開発とグローバルな普及促進を目的とする国際機関である国際再生可能エネルギー機関（IRENA）の活動に対し
て分担金を拠出する。

＜達成手段の目標＞
環境保全、気候保護、経済成長、持続可能な開発、エネルギーの安定供給等を図りつつ再生可能エネルギー（太陽光、風力、バイオ、
地熱、水力及び海洋エネルギー）の導入と持続可能な利用を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
ＩＲＥＮＡへの拠出を通じ、国際的な再生可能エネルギーの普及・促進に貢献する。

＜達成手段の概要＞
気候変動枠組条約に参加する先進国の一員としての責任を果たすため、各国の削減目標・行動の着実な実施に資するMRV（測定・報
告・検証）や、気候変動への適応対策を効果的に進めるための費用の一部を拠出する。

＜達成手段の目標＞
気候変動枠組条約、パリ協定等に基づく取組の効果的な実施。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
パリ協定の着実な実施のため、条約事務局が行っている取組の必要費用の一部を負担することにより貢献する。

＜達成手段の概要＞
パリ協定の実施に向けた詳細ルールの構築に係る交渉を進めるため、我が国の提案に関する検討を行うとともに、主要国の理解を得ら
れるよう積極的に働きかける。また、途上国での排出削減を着実に実施するための能力向上や体制の構築等の政策に資する取組を行
う。

＜達成手段の目標＞
パリ協定の実施に向けた詳細ルールの交渉及び政策の進展。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
パリ協定の詳細ルールに関する検討を行い提案するとともに、中国やインド等の主要国に対して積極的に働きかけることにより、パリ協
定の実施に向けた国際的な議論に貢献する。

＜達成手段の概要＞
国別登録簿システムは、京都議定書に基づく割当量単位や京都メカニズムクレジットの発行、保有、移転、償却等を行うための電磁的な
登録簿であり、京都議定書に基づき附属書Ⅰ国が各国ごとに設置する義務を有しており、同システムを適切に整備・運営管理する。

＜達成手段の目標＞
国別登録簿の運用・管理を継続的に行うとともに、気候変動に関する国際連合枠組条約事務局が主体となって作成された技術仕様の
変更等へ適切に対応する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
京都メカニズム活用の必要要件である国別登録簿の適正な運用等を行うことによって、世界全体での抜本的な排出削減に貢献する。

- R2年度 パリ協定が2020年から本格実施となり、途上国の削減目標（NDC）の支援等に積極的に取り組むことが不可欠であるため。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

第6次評価報告書、特
別報告書等の作成

R4年度 IPCCの科学的知見は気候変動交渉や国内外の政策の科学的基盤として重要であるため。
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(5)

二国間クレジット制度
（JCM）資金支援事業
（プロジェクト補助）
（平成25年度）

5,499
(3,891)

8,546
(3,691)

6061
（4751）

10,387 1, 2 068

(6)

二国間クレジット制度
（JCM）資金支援事業
（ＡＤＢ拠出金）
（平成26年度)

1,000
(1,000)

1,000
(1,000)

1,000
(1,000)

1,000 1, 2 078

(7)

二国間クレジット制度
（JCM）基盤整備事業
（制度構築・案件形成支
援）
（平成16年度）

1,602
(1,525)

1,619
(1,527)

1,716
(1,457)

1,676 1, 2 070

(8)

気候技術センター・ネッ
トワーク(CTCN)を活用し
た脱炭素技術の移転支援
（平成26年度）

84
(84)

83
(79)

51
(51)

50 2 080

＜達成手段の概要＞
これまで導入コスト高から導入が進んでこなかった優れた脱炭素・低炭素技術の採用をADBの信託基金により追加コストを支援すること
で、各国の脱炭素社会への移行につなげ、削減分についてJCMクレジット化を図る。また、調達プロセスにおいてライフサイクルコスト等
による評価手法を開発・導入することで、各国の能力構築によるさらなるJCMプロジェクトの形成、炭素市場メカニズムの形成を図り、ア
ジア地域における市場拡大・普及展開につなげる。

＜達成手段の目標＞
民間企業等による優れた脱炭素技術等を活用した事業投資を促進し、途上国における温室効果ガスを削減するとともに、二国間クレ
ジット制度を通じて我が国の温室効果ガス排出削減目標の達成に貢献する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
世界的な温室効果ガスの排出削減に貢献するとともに、JCMのクレジットを獲得し、我が国の削減目標の達成に活用する。

＜達成手段の概要＞
・JCMの本格的な運用及び制度に関する国際的な理解の醸成に取り組むとともに、JCMの海外展開の事業規模の拡大に向けた働きか
けを行う。
・具体的な排出削減プロジェクトの案件発掘調査、実現可能性調査及び情報発信等を行う。
・クレジットの発行を見据え登録簿の構築・運用を行う。

＜達成手段の目標＞
優れた脱炭素技術等による途上国における温室効果ガスを削減するとともに、二国間クレジット制度を通じて我が国の温室効果ガス排
出削減目標の達成に貢献する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
二国間クレジット制度を効率的に運用するための事務局運営、各パートナー国との調整、制度の詳細検討及び構築等をすることによっ
て、ＪＣＭ等を通じた優れた脱炭素技術等の海外展開を推進し、事業規模の拡大を達成する。

＜達成手段の概要＞
途上国に向けて気候変動に係る技術の開発・移転を実施・促進するために設置された気候技術センター・ネットワーク（CTCN）に対して
資金拠出を行い、低炭素技術の実用化や普及を促進する。

＜達成手段の目標＞
CTCNの実施を支援することにより、途上国における低炭素化の推進や温室効果ガスの排出削減に貢献し、気候変動交渉における日本
のプレゼンスを向上させ、日本が世界に誇る脱炭素技術の海外展開を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
CTCNに対して資金拠出を行い、UNFCCC/京都議定書及びパリ協定のための気候変動交渉における我が国の立場を有利にし、且つ
CTCNを通じた途上国への技術支援おいて、我が国のネットワーク機関及び民間企業によるプロジェクト実施を通じた事業実施に貢献す
る。

＜達成手段の概要＞
途上国において、優れた脱炭素技術等を活用したエネルギー起源CO2排出を削減するための設備・機器の導入に対して最大1/2の補
助を行う（JICA等が支援するプロジェクトと連携した資金支援を含む）。設備等導入・事業実施後は、測定・報告・検証（MRV）の実施等を
通じて発行されたクレジットの1/2以上を日本国政府として獲得する。

＜達成手段の目標＞
民間企業による優れた脱炭素技術等を活用した事業投資を促進し、途上国における温室効果ガスを削減するとともに、二国間クレジット
制度を通じて我が国の温室効果ガス排出削減目標の達成に貢献する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
世界的な温室効果ガスの排出削減に貢献するとともに、JCMのクレジットを獲得し、我が国の削減目標の達成に活用する。
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(9)

温室効果ガス観測技術衛
星等による排出量検証に
向けた技術高度化事業
（平成26年度)

4,980
(4,587)

1,890
（1,711)

1,611
（1,514)

2,940 2 081

(10)

アジア地域におけるコベ
ネフィット型環境汚染対
策推進事業
（平成20年度）

493
(484)

369
(297)

369
（278）

356 1,2 083

(11)

我が国循環産業の戦略的
国際展開による海外での
CO2削減支援事業
（平成29年度）

230
(176)

276
(160)

253
(120)

253 - 074

(12)

長期戦略等を受けた中長
期的温室効果ガス排出削
減対策検討調査費
（平成29年度）

702
(589)

702
(619)

697
(676)

697 2 075

＜達成手段の概要＞
海外事業展開実績の少ない我が国の循環産業が、横展開可能なショーケースとなる事業を形成し、我が国の優れた廃棄物管理技術の
海外展開を後押しするため、地球温暖化対策に積極的な個別事業の実現可能性の検討や実現可能性を高めるための調査等を補助す
る。

＜達成手段の目標＞
アジア太平洋地域の途上国において、廃棄物の適正処理によりCO2を削減するコベネフィットを目的に、我が国の優れた廃棄物処理・リ
サイクル技術を有する循環産業の国際展開を支援する。本事業により、世界規模でのCO2排出抑制や3Ｒの普及を実現するとともに、我
が国経済の活性化につなげ、アジア太平洋地域における日本のリーダーシップを発揮していく。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
実現可能性調査等の実施により循環産業の海外展開を促進することにより、日本全体の焼却設備やリサイクル設備等の輸出額向上に
資する。

＜達成手段の概要＞
「我が国が決定する貢献」（削減目標等）の提出・更新等に関するパリ協定の規定を踏まえ、地球温暖化対策計画、パリ協定に基づく成
長戦略としての長期戦略（以下「長期戦略」という。）の見直しを進めるべく、再生可能エネルギーの導入拡大や交通・社会システムの脱
炭素化をはじめとする我が国の中期目標の達成及び2050年カーボンニュートラルの実現に向けて必要な施策・対策の検討や評価を定
量的な分析ツールを用いて実施する。さらに、定期的（次回は2025年）及び随時のNDCの策定・提出、地球温暖化対策計画、長期戦略
の次回見直しに資する基礎情報の収集・調査・検討を実施し、脱炭素社会への移行に向けて取組を加速するべく、中長期の課題に総合
的に対応するための対策・施策を検討する。

＜達成手段の目標＞
温室効果ガス排出削減に向けた我が国の姿勢を世界に示すとともに、世界全体での抜本的な排出削減に貢献する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地球温暖化対策計画、長期戦略の見直しを進める。また、長期的な視点も考慮して、地球温暖化対策計画に定める対策・施策が着実に
実施されていることを確認し、進捗が芳しくない場合には追加的に必要な対策・施策を企画・立案・実施する。

＜達成手段の概要＞
・温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」(GOSAT)の後継機として平成30年10月に打ち上げた「いぶき2号」（GOSAT-2）の運用を行う。
・GOSAT-2観測データからGHG濃度を算出するアルゴリズムの高度化を図ると共に地上観測等のデータを用いた校正・検証を行う。
・GOSATシリーズの観測データ等で推計した人為起源の温室効果ガス（GHG）排出量とGHG排出インベントリを比較・評価のための実証
実験を行う。
・宇宙基本計画及び工程表に則り、2023年度打ち上げを目指し3号機（GOSAT-GW）の開発を進める。

＜達成手段の目標＞
・GOSATに引き続きGOSAT-2を継続運用することで、二酸化炭素とメタンの地球全域の濃度分布を継続的に取得する。
・濃度算出アルゴリズムの高度化及び地上観測等のデータを用いた校正・検証により、GOSAT-2観測データの精度向上を図る
・GOSATシリーズの観測データを利用したGHG排出インベントリの比較・評価手法を確立し、パリ協定に基づき2023年から行われるグ
ローバルストックテイクにおける世界各国からのGHG排出量の検証・精度向上、並びにそれに基づいた効果的なGHG排出削減策の実施
に貢献する。
・GOSATシリーズによる継続的な全球観測体制を構築し、信頼性を維持するため3号機（GOSAT-GW）の開発を進める。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
GOSATシリーズの観測データを利用したGHG排出インベントリの比較・評価手法によって、特に途上国における正確なGHG排出量の把
握と削減目標（NDC）の達成確認に寄与する。

＜達成手段の概要＞
・既存の地域的な取組の活用として、国連環境計画（UNEP）、クリーン・エア・アジア（CAA）に対して拠出を行い、大気環境管理に係る既
存取組の実施を支援する。
・越境大気汚染の緩和・低炭素化に貢献できるよう中国をはじめとしたアジア地域の都市と日本の自治体間の協力を支援する。
・JCMを念頭に置きつつ、我が国の環境技術を用いたコベネフィット型対策の技術実証、環境対策の知見に基づく制度整備や人材育成
をモデル事業として実施する。

＜達成手段の目標＞
既存の地域的な取組の活用、我が国の公害克服経験の共有と環境技術の展開を通じて、JCM事業への展開を念頭においたエネル
ギー起源CO2の削減によって気候変動緩和に貢献するとともに、アジア地域の環境汚染緩和と我が国の大気環境の改善を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
排出量が伸びつつある途上国に対して、コベネフィット・アプローチによる具体的な事業支援を行うことにより、JCMを含む途上国の温暖
化対策への理解や積極的な参加の促進に寄与する。
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(13)

気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）評価報告
書作成支援事業
（平成18年度）

14
(9)

99
(99)

59
(36)

51 3 314

(14)
排出・吸収量世界標準算
定方式確立事業拠出金等
（平成９年度）

177
(177)

177
(177)

177
(177)

177 3 096

(15)
世界銀行市場メカニズム
実施基金への拠出金
（令和２年度）

- -
330

（324）
49 1 085

(16)
国際連合工業開発機関拠
出金
（令和３年度）

- - - 100 1 新005

16,208
（13,549）

17,631
(10,399)

17,048
(10,797)

18,171

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・インフラシステム海外展開戦略2025（令和2年12月10日決定、令和3年6月改訂）
・海外展開戦略（環境）（平成30年6月策定）
・日本の約束草案（平成27年7月17日地球温暖化対策推進本部決定、同日に国連に提出）
・パリ協定（平成28年11月発効）
・パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（令和元年6月11日閣議決定）
・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）
・日本のNDC（国が決定する貢献）（令和2年3月30日地球温暖化対策推進本部決定、同月31日に国連に提出）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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（環境省Ｒ３ー３）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

- - - - - 67 －

14 31 54

－ - － - - 47 -

4 14 26

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度
法に基づく
気候変動
適応計画
の策定／
法に基づく
気候変動
影響評価
報告書の
作成開始

気候変動
影響評価
報告書の
素案作成

適応法に
基づく気候
変動影響
評価報告
書の作成

気候変動
適応計画
の策定

次期気候
変動影響
評価報告
書作成に
向けた情
報収集の
開始

次期気候
変動影響
評価報告
書作成に
向けた情
報収集

気候変動
影響評価
報告書の
素案作成

法に基づく
気候変動
適応計画
の策定

気候変動
影響報告
書の素案
作成

気候変動
影響評価
報告書の
作成

6 10 12 13 14 15 16

8 10 12

法第7条において、政府は気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため、気候変動適応に関する計画（以下「気候変動適応計画」という。）を定め
なければならないものと規定されている。また、法第9条において、環境大臣は、お
おむね5年ごとに、中央環境審議会の意見を聴いて、気候変動影響の総合的な評価
についての報告書を作成しなければならないものとされている。そして、法第8条に
おいて、気候変動適応計画は、最新の当該報告書等を勘案して見直していくこととさ
れているため。

3
気候変動影響評価報告書
の作成と、気候変動適応計
画の策定・見直し

- - - -

法第18条において、政府は気候変動等に関する情報の国際間における共有体制を
整備するとともに、開発途上地域に対する気候変動適応に関する技術協力その他
の国際協力を推進するよう努めるものと規定されている。
また気候変動適応計画（平成30年11月閣議決定）において、開発途上国への支援
は基本戦略の一つとして定められており、アジア太平洋地域において気候変動にお
ける影響評価支援等によって適応計画策定等の政策に貢献することとしているた
め。

測定指標 基準 目標
施策の進捗状況（目標）

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

気候変動適応法（平成30年法律第50号。以下「法」という。）第12条において、都道
府県及び市町村は、その区域における自然的経済的社会的状況に応じた気候変動
適応に関する施策の推進を図るため、単独で又は共同して、気候変動適応計画を
勘案し、地域気候変動適応計画（その区域における自然的経済的社会的状況に応
じた気候変動適応に関する計画という。）を策定するよう努めるものとすると規定さ
れているため。また、法附則第5条　「適応法の施行後5年を経過した場合において、
この法律の施行状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に
基づいて所要の措置を講ずる」　に則って、目標年度を5年後の令和5年度とした。

2

気候変動適応法第13条に
基づく地域気候変動適応
センターを確保した都道府
県数

- - 47 R5年度

法第13条において、都道府県及び市町村は、その区域における気候変動適応を推
進するため、気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及
び提供並びに技術的助言を行う拠点（地域気候変動適応センター）としての機能を
担う体制を、単独で又は共同して、確保するよう努めるものとすると規定されている
ため。
また、法附則第5条　「適応法の施行後5年を経過した場合において、この法律の施
行状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要
の措置を講ずる」　に則って、目標年度を5年後の令和5年度とした。

1

気候変動適応法第12条に
基づく地域気候変動適応
計画を策定した都道府県・
政令指定都市数

- - 67 R5年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要

気候変動適応法（平成30年法律第50号）及び気候変動適応計画（平成30年11月閣議決定）に基づき、関係省庁と連携し
ながら施策を推進するとともに、観測・監視や予測を行い気候変動影響評価を実施し、施策の進捗状況を把握し、必要に
応じ見直すという順応的なアプローチによる適応を進める。また、日本国内に限らず、適応にかかる国際協力・貢献の推
進も実施する。

政策体系上の
位置付け

2. 地球環境の保全

達成すべき目標
気候変動影響による被害の防止又は軽減その他生活の安定、社会若しくは経済の健全な発展
又は自然環境の保全を図る気候変動適応を推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的
な生活の確保に寄与する。

目標設定の
考え方・根拠

・気候変動適応法（平成30年法律第50号）
・気候変動適応計画（平成30年11月27日閣議
決定）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１－３　気候変動の影響への適応策の推進 担当部局名
地球環境局
気候変動適応室

作成責任者名
(※記入は任意）

髙橋一彰（気候変動
適応室長）

4
気候変動影響評価・適応
計画策定の協力プロジェク
トを行った国の数

2 平成26年度 15 R5年度

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

850
(838)

865
(787)

850
(767)

810

850
(767)

810 1,2,3,4

国内における気候変動適応の推進
＜達成手段の概要＞
・地方公共団体の区域を越えた広域の気候変動影響等に対する適応策の検討を行うとともに、関係者の連携体制を強化する。
・適応e-ラーニングや各種ガイド、マニュアル等の活用を促し、地方公共団体や民間事業者、国民等、各主体の適応取組を推進する。
・地域気候変動適応センターを支援し、地域における気候変動に関する情報収集等を推進する。
・国の適応計画のフォローアップを行い、その過程で明らかになった課題等の整理を行う。
・気候変動適応計画のPDCAサイクル確立のための情報収集・検討を行う。
・第2次気候変動影響評価報告書の結果を踏まえ、次期気候変動適応計画の見直しを検討する

＜達成手段の目標＞
・地方公共団体による気候変動影響評価及び地域気候変動適応計画策定、地域気候変動適応センターの設置を促進する。
・適応計画のフォローアップにより、施策の実施状況を把握する。
・次期気候変動適応計画を策定し、適応策の推進を促進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・広域協議会や気候変動適応全国大会を通じた情報共有、適応e-ラーニングや各種ガイド、マニュアル等の活用促進を通じて、地方公共
団体における地域気候変動適応計画の策定及び効果的な適応策の実施を促す。
・適応計画のフォローアップにより、適応施策の進捗を適切に把握し、気候変動の影響評価及び適応計画の必要に応じた見直しに反映さ
せることができる。
・第２次気候変動影響評価報告書を周知することで。各主体の適応に関する取り組みの充実に寄与する。
・地域気候変動適応センターの地域における気候変動影響等の情報収集を支援することで、センター活動の確立及び地方公共団体の地
域気候変動適応計画の充実に寄与する。
・地方公共団体の区域を越えた広域の気候変動影響等に対する関係者の連携体制を強化し、適応策の検討を行うことで、地域の気候変
動に対する強靱性を向上する。

適応にかかる開発途上国の支援
＜達成手段の概要＞
・10ヵ国において実施してきたNAPプロセス実施(ニーズ調査、適応計画策定、影響評価、適応事業化、モニタリング等)に係る技術協力成
果の展開を図る。
・アジア太平洋気候変動適応プラットフォーム（AP-PLAT）を活用する。

＜達成手段の目標＞
・NAPプロセス実施(ニーズ調査、適応計画策定、影響評価、適応事業化、モニタリング等）に係る二国間協力事業成果をパッケージ化し、
気候変動への脆弱性の高い地域に技術協力を展開する。
・AP-PLATのコンテンツを充実させ、パートナー機関とのネットワーキングを通じて適応人材の能力強化を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・二国間協力事業により得られた成果を水平展開することにより、協力プロジェクト実施数の増加に寄与する。

076

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

(1)
気候変動影響評価・適応
推進事業
（平成18年度）

850
(838)

気候変動適応法（平成30年法律第50号）
気候変動適応計画（平成30年11月27日閣議決定）
経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日閣議決定）
成長戦略フォローアップ（令和3年6月18日閣議決定）
気候変動影響評価報告書（令和2年12月公表）

865
(787)

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号
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(記入イメージ） （環境省Ｒ３ー４）

基準年度 目標年度 H29年度 H30年度  R元年度  R２年度  R３年度  R４年度  R５年度

- - - 0 - - －

178 156 159

- - - - - - －

2,488 2,500

- - - 50 - - －

38 39 38

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
フロン等対策推進調査費
（平成元年度）

254
(222)

258
(240)

312
(276)

307 1,2,3 094

254
(222)

258
(240)

312
(276)

307

-

地球温暖化対策計画に基づき、廃棄時等のHFCの回収率を令和12年度までに７割
にする必要があるため（現在は回収率が３割程度で推移している）。

3
業務用冷凍空調機器から
の廃棄時等のフロン類回
収率（％）

- - 70% R12年度

減少傾向
を維持

-

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円）

関連する
指標

達成手段の概要等
行政事業レビュー
事業番号

地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

モントリオール議定書に基づき、ＨＣＦＣの生産・消費量を令和2年以降0にする必要
があり、特例的に令和11年末までHCFCの補充用途の生産が認められていることを
踏まえ、当該目標を継続する。

2

1
ハイドロクロロフルオロカー
ボン（ＨＣＦＣ）消費量（ＯＤ
Ｐﾄﾝ）

5,562 H元年度 0 R3年度

ＰＲＴＲによるオゾン層破壊
物質の排出量のＯＤＰ換算
値（ＯＤＰﾄﾝ）

-

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

オゾン層破壊物質の排出量をできるだけ削減する必要があるため。

施策の概要
オゾン層の状況の監視を行い、オゾン層破壊物質の生産・消費規制、排出抑制対策を実施し、さらにフロン類の回収・破
壊を推進する。

政策体系上の
位置付け

２．地球環境の保全

達成すべき目標
オゾン層破壊物質の生産・消費量の削減、既に使用されているオゾン層破壊物質の大気への放
出を抑制することにより、オゾン層の保護・回復を図り、有害紫外線による人の健康や生態系へ
の悪影響を軽減する。

目標設定の
考え方・根拠

モントリオール議定書 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標２－１　オゾン層の保護・回復 担当部局名
地球環境局
フロン対策室

作成責任者名
(※記入は任意）

豊住朝子
(フロン対策室長)

別紙１
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(記入イメージ） （環境省Ｒ３ー５）

基準年度 目標年度 H29年度 H30年度  R元年度  R２年度  R３年度  R４年度 R6年度

- - - - - - －

69
134

68
161

66
155

78
174

- - -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
経済協力開発機構拠出金
（平成７年度）

32
(32)

68
(68)

101
(101)

99 1 095

(2)

排出・吸収量世界標準算
定方式確立事業拠出金等
（再掲）
（平成９年度）

177
(177)

177
(177)

177
(177)

177 1 096

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要・目標＞
OECDの環境プログラムのうち、気候変動分野における各種分析、気候変動枠組条約の実施を助けるために実施している作業、加盟国等
の環境保全成果について相互に審査を行う作業や化学品の有害性評価手法（基準）の策定に関する作業など、環境省で積極的に関与し
活用しているものに対し、プログラムごとの金額分配を指定した上で拠出を行う。
また、令和3年度においては、OECD環境プログラムが50周年を迎えることから、上述の分野及び環境インフラ、生物多様性、資源効率性
等の分野で、G20関係閣僚会合の成果を受けた追加的分析を行い、環境分野での取組が経済発展に繋がることを世界に示し、環境の主
流化を図ることを目標とする。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
環境分野、とりわけ経済的側面からの環境問題の分析において数々の業績を残している国際機関であるOECDと協働することによって、
国際的な枠組みづくり・ルール形成等への積極的な貢献を行うとともに、各国や主要国際機関との連携・協力を推進することができる。

多国間協力案件数及び二国間協力案件数は、アジアを始めとする各国及び国際機
関との連携協力がどれほど進んでいるのかを測定できる一つの指標であるため。

1
多国間協力案件数（上段）

二国間協力案件数（下段）
- - - -

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
環境保全に関する主要国際会議への対応をはじめ、二国間、地域、多国間の全てのフェーズで、あらゆるチャネルでの対
話を通じた重層的な環境外交を展開する。

政策体系上の
位置付け

２．地球環境の保全

達成すべき目標
環境保全に関する世界的な枠組みづくりやルール形成等に積極的に貢献するとともに、アジアを
始めとする各国及び国際機関との連携協力を進め、世界の環境政策を牽引する。

目標設定の
考え方・根拠

環境基本法第5条（国際的協調による地球環
境保全の積極的推進）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標２－２　地球環境保全に関する国際連携・協力 担当部局名

地球環境局
脱炭素化イノベーショ
ン研究調査室
国際連携課
国際協力・環境インフ
ラ戦略室

作成責任者名
(※記入は任意）

辻原浩(脱炭素化イノ
ベーション研究調査室
長）
大井通博（国際連携
課長）
杉本留三（国際協力・
環境インフラ戦略室
長）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

別紙１
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(3)
国際連合環境計画拠出金
等
（平成16年度）

326
(326)

320
（320）

287
(287)

233 1 097

(4)
国際連合気候変動枠組条
約事務局拠出金
（平成21年度）

22
(17)

21
(16)

21
(13)

20 1 098

(5)
国際連携戦略推進費
（平成23年度）

131
(122)

122
(104)

197
(131)

187 1 099

(6)
環境国際協力・インフラ
戦略推進費
（平成10年度）

190
(170)

275
(233)

465
(393)

467 1 100

＜達成手段の概要・目標＞
・UNEP拠出金（平成16年度～）
国際連合システム内外における環境関連活動の唯一の総合調整機関であるUNEPへ拠出金を拠出することにより、今後のUNEPにおける
我が国のプレゼンスを高め、我が国に蓄積された知識、経験、技術等を国際環境政策にインプットし、世界共通の課題に国際的な貢献を
行う。
・UNEP国際環境技術センター(IETC)拠出金（平成16年度～）
廃棄物管理分野等における専門的技術やノウハウを開発途上国へ移転する事業を実施するＩＥＴＣへ拠出金を拠出することにより、その継
続的な活動やプログラムの実施を支援することで、その機能を発揮させ我が国の環境分野における大きな国際貢献を実現する。また、ＩＥ
ＴＣを通じて我が国が有する環境分野の制度、技術、ノウハウを世界に提供する。
・アジア太平洋適応ネットワーク事務局等への拠出（平成26年度～）
アジア太平洋を中心としたアジア太平洋適応ネットワーク事務局を担うUNEP-ROAP等へ拠出を行うことにより、同事務局運営を中心に世
界適応ネットワークの活動を支援する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国際連合環境計画（UNEP）は国連の下に設置された環境に関する問題を国際的かつ横断的に扱う唯一の組織であり、当該組織の活動を
支援することにより、世界全体での環境保全の推進に貢献するとともに、我が国の有する環境分野の知見・経験・技術等を各国と共有す
る。

＜達成手段の概要・目標＞
同事務局に我が国から専門家を派遣し、同事務局と意思疎通を促進することにより求める主な成果は以下のとおり。
・政府間プロセスを支援し、実施に関する補助機関（SBI）に報告される内容の準備
・資金、緩和、持続可能な開発にかかる政策及び措置に関する情報のまとめ及び分析支援
・非付属書Ｉ国が国別報告書を作成するに当たっての技術及び能力に関するニーズを把握し、これを改善する提言等

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
同事務局に拠出金を拠出することにより、地球環境保全に関する国際協力に寄与する。

＜達成手段の概要＞
「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の採択を受け、各国においてSDGsの実施が進んでいる。我が国としても各国・関連国際機関
の状況等を調査・分析しながら、SDGsの環境側面の実施が不可欠である。また、各国の理解と協力を得ながら国際的な議論を牽引してい
くために、NGOやマスコミ等世論の動向にも配慮しながら、戦略的な国際広報を推進する。加えて、環境と貿易の観点から、TPP協定や、
カナダ、EU、中国・韓国等との経済連携協定(EPA)・自由貿易交渉(FTA)について、締結後の体制整備等を円滑に行うとともに、交渉におい
て環境への配慮が適切に反映されるよう最新の論点について調査を行う。

＜達成手段の目標＞
・各国や関連国際機関のポジション及び国際的な議論の動向を精査し、また政策レベルの協議の結果等も考慮したうえで、国際社会に対
し、持続可能な開発や環境保全の国際的制度枠組に関する方向性を示すような知的貢献、建設的提案を行う。また、国際取決めを着実
に実施する。
・環境保全に係る国際的議論を牽引するため、戦略的国際広報を推進する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
各国政府や国際機関における環境分野のポジションや取組状況等について調査・分析を行い、環境保全に係る国際連携戦略の検討を実
施し、国際取決めを着実に実施するとともに国際的な枠組みづくり・ルール形成等への積極的な参画を進めていくことで、各国や主要国際
機関との連携・協力を推進することができる。

＜達成手段の概要・目標＞
・持続可能な開発目標(SDGs)のもと、具体的な技術協力等を進めるとともに、日中韓、ASEAN等の枠組みを活用し、途上国の環境問題解
決と我が国の外交の戦略的推進に貢献する。インフラシステム海外展開2025に基づき、コロナ禍でのインフラの需要増・生活様式の変容
を踏まえて環境インフラ海外展開を促進する。
・東アジア・東南アジア地域において、SDGsの達成を支援すべく、日ASEAN環境協力対話や環境的に持続可能な都市ハイレベルセミナー
等の機会を捉え、我が国の技術及び経験を広め、途上国における持続可能な発展を促す。また、2018年11月の「ASEAN+3海洋プラスチッ
クごみ協力アクション・イニシアティブ」に基づき、ASEAN各国の海洋プラスチックごみ対策を推進する。（平成21年度～）
・東アジアの中核国である日中韓3カ国において、日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）を継続的に開催するとともに、各種TEMMプロジェ
クトの実施を推進する。（平成10年度～）
・日中の環境協力を見越した環境動向調査を行うとともに、日モンゴル、日インドネシア、日ベトナム、日シンガポール、日タイ、日ミャン
マー、日サウジアラビア等においても政策対話等を通じて環境協力を推進する

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
途上国において増大する環境負荷を低減し、脱炭素社会への移行に寄与するため、東アジア首脳会議環境大臣会合、ASEAN+3環境大
臣会合及び日中韓三カ国環境大臣会合等において環境協力を進めると同時に、二国間環境政策対話の実施や各個別環境協力プロジェ
クトの形成及び推進を行うことにより、SDGsの理念に基づいた国際的な枠組みづくり・ルール形成等への積極的な貢献を行うとともに、各
国や主要国際機関との連携・協力を推進することができる。
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(7)

モントリオール議定書多
数国間基金拠出金（HFC
分)（ODA)
（令和元年度）

-
24
(24)

24
(24)

24 1 101

(8)

気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）評価報告
書作成支援事業（再掲）
（平成18年度)

14
(9)

99
(99)

59
(36)

51 1 314

892
(853)

1,106
(1,041)

1,331
(1,162)

1,258施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要・目標＞
「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」は、オゾン層を破壊する恐れのある物質（いわゆる特定フロン）の生産・消費の
規制を行うことを目的としており、先進国は同議定書の多数国間基金を通じ、開発途上国における特定フロンの削減スケジュールの遵守
を支援してきた。平成28年10月、温室効果が高い代替フロンHFCを規制対象物質に追加する議定書改正が採択され、平成30年12月に我
が国も締結した。改正議定書は平成31年１月１日に発効したところ、開発途上国がHFC削減スケジュールを着実に遵守できるよう、多数国
間基金のうち環境省として必要な負担分を拠出することを通じて対策を支援する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
拠出金を支出し、開発途上国の対策を支援することで、開発途上国が同改正議定書の下で定められたHFC削減スケジュールを着実に遵
守することが可能となり、地球規模での環境問題解決に貢献することができる。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

・第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）
・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）
・地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年度法律第117号）
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(記入イメージ） （環境省Ｒ３ー６）

基準年度 目標年度 H29年度 H30年度  R元年度  R２年度  R３年度  R４年度  R５年度

60% 60% 60% 60% 60% 60% －

63% 64% 67% 64%

基準年度 目標年度 H29年度 H30年度  R元年度  R２年度  R３年度  R４年度  R５年度

成果の施
策への活
用

成果の施
策への活
用

成果の施
策への活
用

成果の施
策への活
用

成果の施
策への活
用

－ －

各種成果
を、「気候
変動適応
法案」の策
定等に活
用

各種成果
を、「気候
変動適応
計画」の策
定等に活
用

各種成果
を、「気候
変動適応
計画」の策
定等に活
用

各種成果
を、「気候
変動適応
計画」の策
定等に活
用

地球温暖化対策として、温室効果ガスの削減や気候変動による影響への適応は必
要不可欠であることから、地球環境分野のモニタリングや調査研究を推進し、地球
環境保全の基盤となる知見、技術、データ、情報を獲得して施策等に活用するととも
に、途上国等へその知見等を展開・共有するなど、各種成果を政府計画、施策、国
際協力、普及啓発等へ活用することが重要であるため。

2
各種成果の政府計画、施
策、国際協力、普及啓発等
への活用

- - - -

測定指標 基準 目標
施策の進捗状況（目標）

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

地球環境保全試験研究費は、研究開発成果の「社会的・経済的・行政的価値」、「科
学的・技術的価値」等の必要性・有効性・効率性に関する指標を用い、事業終了後
に「事後評価」を外部評価委員会により実施している。指標と目標の設定について
は、優れた研究であったと説明できる4点以上の研究開発課題が全体の60%を占め
ることが概ね国民理解を得られるラインと考えられ、また単年度ごとの評価では課題
数が少なく適切な評価ができないため、過去5年間の平均とする。

1

地球環境保全試験研究費
による業務終了翌年度に
実施する事後評価（5点満
点）で4点以上を獲得した
課題数（4点以上の課題数
／全評価対象課題数）の
過去5年間の平均

- - 60%以上 -

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要 国内外の研究機関とのネットワーク構築等を通じ、地球環境分野のモニタリングや調査研究を推進する。
政策体系上の
位置付け

２．地球環境の保全

達成すべき目標
地球環境保全の基盤となる知見、技術、データ、情報を獲得し、途上国等へその知見等を展開・
共有し、地球環境問題の解決に貢献する。

目標設定の
考え方・根拠

・気候変動適応法（平成30年法律第50号）
・気候変動適応計画（平成30年11月27日閣議
決定）
・革新的環境イノベーション戦略（令和2年1月
21日統合イノベーション戦略推進会議決定）
・2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン
成長戦略（令和3年6月18日策定)
・第6期科学技術・イノベーション基本計画（令
和3年3月26日閣議決定）
・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣
議決定）
・国の研究開発評価に関する大綱的指針（平
成28年12月21日内閣総理大臣決定）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標２－３　地球環境保全に関する研究調査 担当部局名
地球環境局
脱炭素化イノベーショ
ン研究調査室

作成責任者名
(※記入は任意）

辻原浩
(脱炭素化イノベーショ
ン研究調査室長）

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
地球環境戦略研究機関拠
出金
（平成10年度）

500
(500)

500
(500)

500
(500)

500 2 102

(2)

地球環境に関するアジア
太平洋地域共同研究・観
測事業拠出金
（平成16年度）

214
(214)

210
(210)

210
(210)

206 2 103

(3)
地球環境保全試験研究費
（平成13年度）

211
(208)

214
(192)

214
(184)

213 1,2 104

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要・目標＞
・持続可能な開発目標(SDGs)のもと、具体的な技術協力等を進めるとともに、日中韓、ASEAN等の枠組みを活用し、途上国の環境問題解
決と我が国の外交の戦略的推進に貢献する。インフラシステム海外展開2025に基づき、コロナ禍でのインフラの需要増・生活様式の変容
を踏まえて環境インフラ海外展開を促進する。
・東アジア・東南アジア地域において、SDGsの達成を支援すべく、日ASEAN環境協力対話や環境的に持続可能な都市ハイレベルセミナー
等の機会を捉え我が国の技術及び経験を広め、途上国における持続可能な発展を促す。また、2018年11月の「ASEAN+3海洋プラスチック
ごみ協力アクション・イニシアティブ」に基づき、ASEAN各国の海洋プラスチックごみ対策を推進する。（平成21年度～）
・東アジアの中核国である日中韓3カ国において、日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）を継続的に開催するとともに、各種TEMMプロジェ
クトの実施を推進する。（平成10年度～）
・日中の環境協力を見越した環境動向調査を行うとともに、日モンゴル、日インドネシア、日ベトナム、日シンガポール、日タイ、日ミャン
マー、日サウジアラビア等においても政策対話等を通じて環境協力を推進する

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
途上国において増大する環境負荷を低減し、脱炭素社会への移行に寄与するため、東アジア首脳会議環境大臣会合、ASEAN+3環境大
臣会合及び日中韓三カ国環境大臣会合等において環境協力を進めると同時に、二国間環境政策対話の実施や各個別環境協力プロジェ
クトの形成及び推進を行うことにより、SDGsの理念に基づいた国際的な枠組みづくり・ルール形成等への積極的な貢献を行うとともに、各
国や主要国際機関との連携・協力を推進することができる。

＜達成手段の概要＞
アジア太平洋地球変動研究ネットワーク(APN)は公募型の先進国・途上国共同研究の推進やセミナー等の開催による能力開発事業の推
進を行う組織であり、わが国環境省は継続して拠出金による支援を実施しており、当省の政策目的に沿った活動を行うよう随時活動方針
を参加国と協議している。研究対象案件は、国際公募した上で厳密な審査を経て運営委員会が承認し、その成果は政府間会合に報告さ
れる。また、本ネットワークによるセミナーや政策対話を通じて、参加国間の連携を強化するとともに、ウェブ、ニュースレター、研究報告書
を通じた情報発信等を行う。

＜達成手段の目標＞
競争的資金を活用した効率的な採択を行い、途上国のニーズに応える形で、我が国の科学的知見を共有する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
競争的資金により地球環境に関する研究の促進、セミナーの開催、ウェブやニュースレター等による成果の情報提供が促進される。途上
国による積極的参加によりアジア太平洋地域全体の研究能力の向上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
地球環境保全試験研究費（平成13年度～）
関係行政機関及び関係行政機関の試験研究機関が実施する地球環境の保全に関する試験研究について、効率的かつ総合的な試験研
究計画等の推進を図るため、環境省設置法第4条第3号の規定に基づき関係予算を一括計上して、予算成立後関係行政機関へ移し替え
ることにより、試験研究の一元的推進を図る。

＜達成手段の目標＞
気候変動等の地球環境問題について、中・長期的視点に立った問題解決に向けた基盤となる科学的知見の蓄積を図る。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業における研究は、中・長期的視点も踏まえ、計画的・着実に進めるべきものであり、観測結果等の成果は、気候変動対策を始め地
球環境政策の立案･実施に科学的基盤を与えるものである。
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(4)

温室効果ガス観測技術衛
星「いぶき」（GOSAT）シ
リーズによる地球環境観測
事業
（平成18年度）

72
(62)

85
(77)

749
(677)

185 2 300

997
(984)

1,874
(1,676)

1,673
(1,571)

1,104施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
・主要な温室効果ガス（GHG）である二酸化炭素やメタンの全球濃度分布とその時間的変動等、GOSATおよびGOSAT-2の継続した観測
データを解析することで得られた知見を簡潔にまとめ、関係機関に限らず広く国内外に発信する。
・パリ協定に基づき各国が報告する温室効果ガス排出量との透明性の高い比較・検証手法として、GOSATシリーズの観測データを今後世
界各国が自ら利活用できるよう、世界各国のGHG排出インベントリへの利活用を促進する。
・宇宙基本計画及び工程表に基づき、GOSAT-GW衛星観測システム設計・試作を行い、令和5年度の打上げを目指す。

＜達成手段の目標＞
・平成21年のGOSAT打ち上げからこれまでの観測結果と成果を国内外に向け発信することで、データの利用促進と気候変動に関する政
策の立案・実施に貢献する。
・他国が自らGOSATシリーズのデータを政策決定に利活用できるようにすることで、排出量削減目標に関する政策などに貢献する。
・GOSATシリーズによる継続的な全球のGHG観測体制を構築する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
GOSAT及びGOSAT-2によって得られた二酸化炭素やメタンの全球濃度分布とその時間的変動等、並びにそこから得られた知見を広く国
内外に発信することで、世界各国の温室効果ガス排出削減の施策の普及啓発に寄与する。
GOSATシリーズの観測データを利用したGHG排出インベントリの比較・検証手法を世界各国が利活用・促進により、世界各国における正
確なGHG排出量の把握とそれに基づいた効果的な削減の施策に寄与する。

・気候変動適応法（平成30年法律第50号）
・革新的環境イノベーション戦略（令和2年1月21日統合イノベーション戦略推進会議決定）
・宇宙基本計画（令和2年6月30日閣議決定）
・宇宙基本計画工程表（令和2年6月29日本部決定）
・2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和3年6月18日策定）
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（環境省Ｒ３ー７）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

－ － － - － - －

4.89 4.86 －

100 100 100 100 100 100 100

100 100 100

100 100 100 100 100 100 100

100 100 集計中

4
我が国の降水中pHの
加重平均値(pH)

― ―

別紙の通り

5

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法は、自動車交通量が多く、自動車単体の排出ガス規制などの措
置のみによっては大気環境基準の確保が困難な地域を指定し、特別の対策を行う
法律であり、その対策地域に設置された自動車排出ガス測定局における環境基準
達成率は、当該地域における対策の効果を把握するのに適した数値であるため、測
定指標として選定した。

大気汚染防止法において、特定粉じん発生施設の敷地境界基準は10本/Lとされて
おり、当該測定指標は、アスベストの飛散防止対策を図るうえで、大気環境の状況
を最も的確に把握できる数値であるため、測定指標として選定した。

全国の酸性雨調査モニタリングデータのうち、国民にとって身近な値を公表すること
により、国民の不安解消と現状認識の向上を図り、かつ効果を把握することにも適
した数値であるため、測定指標として選定した。

5.6pH ―

100 ―

全国の自動車排出ガス測
定局における大気汚染に
係る環境基準達成率（％）

― ― 100 ―

3

大都市地域における自動
車排出ガス測定局におけ
る大気汚染に係る環境基
準達成率（％）

― ―

2

―

中央環境審議会「今後の有害大気汚染物質対策のあり方について」（第七次答申）

より、水銀の指針値は年平均値が0.04μg Hg/m3以下と設定されており、全国の大
気中の水銀濃度が指針値を継続的に達成していることを図るうえで、大気環境の状
況を最も的確に把握できる数値であるため、測定指標として設定した。

別紙の通り1

6
全国の継続測定地点にお
ける水銀の指針値達成率
（％）

― ― 100

100―

― ―

アスベスト大気濃度調査に
おいて、10本/L未満で石
綿が検出された地点数の
割合（％）

全国の一般環境大気測定
局における大気汚染に係
る環境基準達成率（％）

― ―. 100 ―

測定指標 基準値 目標値

施策の概要
固定発生源及び自動車等からの排出ガスによる大気汚染に関し、大気汚染に係る環境基準等の達成状況の改善を図
り、大気環境を保全する。また、酸性雨や黄砂等の広域大気汚染の影響を含む大気環境の状況をより的確に把握するた
め、人の健康の保護と生活環境の保全の基礎となる評価・監視体制の整備、科学的知見の充実等を進める。

政策体系上の
位置付け

３．大気・水・土壌環境等の保全

達成すべき目標 大気汚染に係る環境基準達成率の向上、降水酸性度の減少等を図り、大気環境の保全を図る。
目標設定の
考え方・根拠

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標３－１　大気環境の保全（酸性雨・黄砂対策を含む） 担当部局名

水・大気環境局
総務課
大気環境課
環境管理技術室
自動車環境対策課
水・大気環境国際協
力推進室

作成責任者名
(※記入は任意）

飯田博文（総務課長）
鈴木延昌（環境管理
技術室長）
長坂雄一（大気環境
課長）
山崎寿之（国際協力
推進室長）

環境基本法第16条に定める環境基準
越境大気汚染・酸性雨長期モニタリング計画

政策評価実施予定時期 令和4年8月

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、大気環境の状況を最も的確に
把握できる数値であるため、測定指標として選定した。

別紙の通り

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、大気環境の状況を最も的確に
把握できる数値であるため、測定指標として選定した。

別紙１
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7

国内及び東アジア地域に
おける酸性雨・黄砂に係る
モニタリングデータの把握・
共有

8
諸外国等の放射性物質に
係る取組み状況等の情報
の把握

9
放射性物質に係る環境汚
染の防止

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
大気環境基準等設定業務
費
（昭和49年度）

- - - - 1 0105

(2)
大気環境監視測定網整備
推進費
（昭和46年度）

- - - - 1 0106

(3)
大気汚染防止規制等対策
推進費
（昭和47年度）

- - - - 1 0107

(4)
有害大気汚染物質等対策
推進費
（平成23年度組替）

- - - - 1 0108

(5)
アスベスト飛散防止総合対
策費
（平成23年度組替）

- - - - 5 0109

(6)
在日米軍施設・区域周辺
環境保全対策費
（昭和53年度）

- - - - 1 0110

(7)
コベネフィット・アプローチ
推進事業費
（平成22年度）

- - - - 7 0111

(8)

ICT等を活用した公害防止
管理のスマート化検討費
（「公害防止管理推進調査
対策検討費」を名称変更）
（平成19年度）

- - - - 1 0112

(9)
微小粒子状物質（PM2.5）
等総合対策費
（平成20年度）

- - - - 1 0113

(10)
大気環境監視システム整
備経費
（昭和47年度）

- - - - 1 0114

(11)
越境大気汚染対策推進費
（平成23年度組替）

- - - - 4 0115

(12)
自動車大気汚染対策等推
進費
（平成23年度組替）

- - - - 1,2,3 0116

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

－ -
我が国における一般環境中の放射性物質による環境の汚染の防止のための措置等及びその在り方に関する検討等に資するものとして、諸外国等の放射性物質に係る
取組状況等や放射性物質による健康影響に関する最新情報等の把握を行うため、測定指標として選定した。また、当該検討結果に基づき、必要に応じた放射性物質に
係る環境汚染の防止を図ることを目標とした。

測定指標
目標年度

－ -
諸外国等の放射性物質に係る取組状況等や放射性物質による健康影響に関する最新情報等の把握により、我が国における一般環境中の放射性物質による環境の汚
染の防止のための措置等及びその在り方に関する検討等を行い、必要に応じた放射性物質に係る環境汚染の防止のための措置をとるため、測定指標として選定した。
また、当該措置をとることにより、大気環境の改善・保全を図ることを目標とした。

－ -
全国の酸性雨調査及び黄砂飛散状況のモニタリングデータを公表することにより、国民の不安解消及び調査研究への活用を図るほか、モニタリングデータを関係諸国間
で共有し、酸性雨及び黄砂の対策を国際的に議論するための基礎データとすることにより、東アジアの大気環境の改善に資することを目標とした。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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(13)
オフロード特殊自動車排出
ガス対策事業費
（平成18年度）

- - - - 1,2,3 0117

(14)
船舶・航空機排出ガス対策
検討調査
（平成19年度）

- - - - 1 0118

(15)

自動車排出ガス・騒音規制
強化等の推進
（平成12年度）
【関連R3-⑧】

- - - - 1,2,3 0119

(16)
自動車交通環境監視測定
費
（昭和38年度）

- - - - 1,2,3 0120

(17)
国際連合地域開発セン
ター拠出金
（平成16年度）

25
（25）

25
(25)

- - - 0015

(18)

ＥＳＴ普及推進・エコモビリ
ティ技術海外展開推進費
（「国際連合地域開発セン
ター拠出金」を統合）
（令和2年度）

0 0 - - - 0015

(19)
東アジア酸性雨モニタリン
グネットワーク拠出金
（平成14年度）

- - - - 6 0121

(20)

環境測定等に関する調査
費
（昭和50年度)
【関連R3-⑨、関連R3-⑩】

- - - - 1 0122

(21)
水銀大気排出対策推進事
業費
（平成27年度）

- - - - 6 0123

2,294
(2,207)

2,301
（2,196）

2,451
(2,293)

2,287施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

○第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）
○自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減基本方針（平成23年3月25日閣議決定）
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別紙

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 目標年 目標値

①ア 99.7 99.6 99.9 100 99.8 99.9 99.8 - 100

イ 100 100 100 100 100 100 100 - 100

ウ 97.3 99.7 99.6 100 99.8 99.8 100 - 100

エ 100 100 100 100 100 100 100 - 100

オ 0.3 0 0 0.1 0 0.1 0.2 - 100

カ 99.8 100 100 99.8 100 100 100 - 100

キ 100 100 100 100 100 100 100 - 100

ク 100 100 100 100 100 100 100 - 100

ケ 100 100 100 100 100 100 100 - 100

コ 16.1 37.8 74.5 88.7 89.9 93.5 98.7 - 100

②ア 99 99.5 99.8 99.7 99.7 99.7 100 - 100

イ 94.7 100 99.7 100 100 100 100 - 100

ウ 0 3.6 0 0 0 0 0 - 100

エ 100 100 100 100 100 100 100 - 100

オ 100 100 100 100 100 100 100 - 100

カ 13.3 25.8 58.4 88.3 86.2 93.1 98.3 - 100

③ア 98.6 99.1 99.5 99.5 99.5 99.5 100 - 100

イ 92.3 100 99.5 100 100 100 100 - 100

　　　ア．二酸化窒素(NO2)          ウ．光化学オキシダント　　　 オ．一酸化炭素(CO)

    　イ．浮遊粒子状物質(SPM)　  エ．二酸化いおう(SO2)　　　カ．微小粒子状物質(PM2.5)

③大都市地域における自動車排出ガス測定局における大気汚染に係る環境基準達成率［％］

    　ア．二酸化窒素(NO2)          イ．浮遊粒子状物質(SPM)

年度

①全国の一般環境大気測定局における大気汚染に係る環境基準達成率［％］

　　　ア．二酸化いおう(SO2)　エ．二酸化窒素(NO2)　　　　キ．トリクロロエチレン　　コ．微小粒子状物質(PM2.5)

　　　イ．一酸化炭素(CO)　　 オ．光化学オキシダント(Ox)　ク．テトラクロロエチレン

　　　ウ．浮遊粒子状物質(SPM)　カ．ベンゼン　　　　　　　　ケ．ジクロロメタン

　

②全国の自動車排出ガス測定局における大気汚染に係る環境基準達成率［％］
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（環境省Ｒ３ー８）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

100 100 - - - - -

89.4 89.0

－ － － － － － －

94.3 94.2

－ 100 - - － － －

81.4 81.5

－ 100 - － － － －

56.7 58.7

－ － － - - - -

3,399 3,179

－ － － － － － －

12,573 12,020

－ － － － － － －

3,000 2,900 4,800

－ － － － － － －

53.1% 43.9% 46.5%

－ － － 27 － － －

24 27 27

暑さ指数（WBGT）は熱中症の救急搬送人員数と高い相関が示されており、その認
知度は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の熱中症予防の状
況の度合いを把握するものとして的確であるため、測定指標として選定した。熱中症
警戒アラートが全国運用になることに伴い、同アラートの発表基準である暑さ指数
（WBGT）認知度への影響が見込まれることや、サイトのアクセス数は酷暑により大
きく増減することから令和3年度より測定指標として選定した。

7
熱中症予防サイトの閲覧
数（アクセス件数：万件）

主要競技会場周辺等での測定結果は、人の健康の保護と生活環境の保全に活用
される。測定結果をどれだけの機関に提供するかで、どれだけ測定結果が活用され
るか変わるため、測定指標として選定した。

9
暑熱環境測定結果提供機
関数
（施設）

24 H29年度 27 R3年度

8
暑さ指数（WBGT）の認知度
（Webアンケートベース）
（％）

- - - -

- -

振動に係る全国の苦情件数は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、
全国の振動の状況の度合いを把握するものとして的確であるため、測定指標として
選定した。

6
悪臭に係る全国の苦情件
数（件）

- - -

熱中症予防サイトの閲覧数は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全
国の熱中症予防の状況の度合いを把握するものとして的確であるため、測定指標と
して選定した。

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の新幹線騒音状況の度
合いを把握するものとして的確であるため、測定指標として選定した。

3
航空機騒音に係る環境基
準達成状況（測定地点ベー
ス）（％）

-
悪臭に係る全国の苦情件数は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、
全国の悪臭の状況の度合いを把握するものとして的確であるため、測定指標として
選定した。

5
振動に係る全国の苦情件
数（件）

- - -

－ － 100 －

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の航空機騒音状況の度
合いを把握するものとして的確であるため、測定指標として選定した。

4
新幹線鉄道騒音に係る環
境基準達成状況（測定地
点ベース）（％）

－ － 100

－ － 100 －

－

-

- -

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の騒音の状況の度合い
を把握するものとして的確であるため、測定指標として選定した。

2

1
騒音に係る環境基準達成
状況（％）

- - 100 -

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の自動車騒音状況の度
合いを把握するものとして的確であるため、測定指標として選定した。

自動車騒音に係る環境基
準達成状況（道路に面する
地域）（達成割合（％）／
（評価対象：千戸）

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

騒音・振動・悪臭の防止対策やヒートアイランド対策による大気生活環境の保全
政策体系上の

位置付け
３．大気・水・土壌環境等の保全

達成すべき目標
騒音・振動・悪臭の発生防止や、ヒートアイランド問題の改善により、良好な大気生活環境を保全
する。

目標設定の
考え方・根拠

環境基本法第16条に定める環境基準 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標３－２　大気生活環境の保全 担当部局名

水・大気環境局
大気生活環境室

環境管理技術室

自動車環境対策課

作成責任者名
(※記入は任意）

長坂雄一（大気生活
環境室長）
鈴木延昌（環境管理
技術室長）
飯田博文（自動車環
境対策課長）

施策の概要

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
騒音・振動・悪臭等公害防
止強化対策費
（昭和63年度）

43
（43）

44
（42）

47
（41）

44 1,5,6 0124

(2)
クールシティ推進事業
（平成18年度）

38
（38）

57
（57）

57
（58）

50 2 0125

(3)
交通騒音振動対策調査検
討費
（平成13年度）

44
（42）

43
（42）

43
（37）

44 2,3,4 0126

(4)

自動車排出ガス・騒音規制
強化等の推進
（平成12年度）
【関連R3-⑧】

- - - - 1,2,3 0119

(5)
オリンピック・パラリンピック
暑熱環境測定事業
（平成29年度）

30
(30)

37
(38)

39
(38)

39 8 0127

154
(149)

182
(178)

186
(176)

170施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
・前年度における騒音・振動・悪臭に係る法施行データ等を集計・分析し、施行状況調査の結果や環境影響評価を行う上での基礎情報等
として、報道発表や報告書の公表等により情報を発信。
・鉄道騒音・風力発電施設等から発生する騒音に関する知見の収集・測定評価方法の整理及び、騒音・低周波音に関する知見の地方公
共団体職員等への周知。
・地方公共団体等がより適切な悪臭対策を進めるための事例集、マニュアル等の作成。また、「悪臭物質測定マニュアル」の更新すべき事
項の整理や更新案の作成、最新の状況を把握するための知見の収集。
＜達成手段の目標（令和3年度）＞
・騒音・振動・悪臭の法施行状況について、国民や地方公共団体職員の知識や関心を深める。
・鉄道騒音について、評価手法の見直しに向けて、調査、検討を行う。
・低周波音に関する知識・測定評価方法について、地方公共団体職員等を対象とした説明会を実施する。
・近年対応に苦慮している飲食店の悪臭苦情について、最新の情報を飲食店・食料品店の事業者等へ情報提供し、悪臭防止に係る技術・
ノウハウの普及により悪臭苦情件数の低減に寄与する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・騒音・振動・悪臭に係る法施行データの基礎資料の整備・公表を通じ、国民の関心を深めるとともに、地方公共団体の進める騒音・振動・
悪臭防止施策の策定・推進に寄与する。
・騒音の評価手法を整備し、適切に評価するためのマニュアル等を整備するとともに地方公共団体等に知見を周知することにより、より効
果的かつ現実的な騒音等対策が実施され、地域の音環境の改善に寄与する。
・事例集の作成や測定方法・算出方法等の更新は、かねてより地方公共団体から要望のあったところであり、見直しを行うことによって、悪
臭防止に係る技術・ノウハウが普及され、悪臭の程度（濃度・指数）の低減、悪臭被害の長期化が防止され、悪臭苦情件数の低減に寄与
する。

＜達成手段の概要＞
・都市における暑熱対策について実施方法の明確化、普及啓発。
・インターネットを活用した熱中症に関する予防情報の提供。
・暑さ指数（WBGT）の認知度向上及び行動変容に繋がる情報発信のあり方の検討。
＜達成手段の目標（令和3年度）＞
・暑熱対策を導入すべき地点や導入後の効果の検証手法等をまとめたものを用いて、暑熱対策の普及啓発をする。
・全国840地点（気象庁アメダスデータ）において算出した暑さ指数(WBGT)の予測値・実況値や、実際の生活の場を考慮して算出した暑さ
指数(WBGT)参考値及び熱中症による救急搬送者数等の情報をインターネットを通じて提供する。また、気象庁と連携し、熱中症警戒ア
ラートを運用することで、熱中症の危険性が極めて高い場合に、国民に「気づき」を与え、熱中症予防行動を促す。
・暑さ指数（ＷＢGＴ）の認知度を測定指標とし、情報発信方法の見直し、報道との連携等によりさらなる認知度の向上を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・熱中症予防情報サイトでの情報提供により、気候変動やヒートアイランド現象による熱中症の増加等、人の健康への影響等を軽減する
暑熱対策(適応策)の普及に寄与する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
・2020東京オリンピック・パラリンピックの主要競技会場周辺等における暑熱環境の調査、大会開催期間の熱中症予防情報提供手法の検
討
＜達成手段の目標（令和3年度）＞
・選定した主要競技会場周辺等において、暑熱環境の調査及び、大会開催期間の熱中症予防情報提供を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・調査結果をオリパラ大会の関係各機関において活用することによって、熱中症予防を促進し、人の健康の保護と環境の保全に寄与す
る。

○第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）
○気候変動適応計画（平成30年11月27日閣議決定）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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（環境省R３ー９）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

− − − − − − −

99.1 99.2

− − − − − − −

（河川）　－ 94.6 94.1

（湖沼）　－ 54.3 50.0

（海域）　－ 79.2 80.5

【全体】　－ 89.6 89.2

− − − − − − −

94.4 94.0

− − − − − − －

77.4 93.5

-

地盤沈下監視を実施した地域の
内、2cm/年を超える沈下が発生し
ていない地域の割合について100%
を目指す。

－

2
公共用水域における水質環境基準
の達成率（生活環境項目ＢＯＤ/Ｃ
ＯＤ）（％）

-

閉鎖性海域については、水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に基
づく総量削減基本方針等のもと、各海域の水質改善の状況を的確に把握し、水質
保全を図ってきたところであり、当該水域の環境基準達成率は、対策の効果を把
握するのに適した数値であるため、測定指標として選定したもの。

別紙の通り

－ － 100 －

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その達成率
は人の健康の保護を図るうえで、地下水環境の状況を把握するものとして的確で
あるため、測定指標として選定したもの。

3
地下水における水質環境基準の達
成率（％）

5 － 100 －

4
閉鎖性海域における水質環境基準
の達成率（ＣＯＤ、全窒素、全りん）
等（％）

-

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、人の健康の
保護を図るうえで、環境基準達成率は水環境の状況を把握するものとして的確で
あるため、測定指標として選定したもの。

－

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し及び生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、生活環境の
保全を図る上で、環境基準達成率は水環境の状況を把握するものとして的確であ
るため、測定指標として選定したもの。

－ 100

環境基本法第2条第3項で「地盤の沈下」は公害の一つとして位置付けられている。
建築物等の基礎杭の許容応力度計算において年間2cmを超える地盤沈下につい
ては負の摩擦力を考慮することが推奨された経緯から（旧建設省による通達、昭
和50年住指発第2号）、測定指標として選定したもの。

1
公共用水域における水質環境基準
の達成率（健康項目）（％）

- - 100 －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要

水質汚濁に係る環境基準等の目標を設定して、その達成状況の改善を図るとともに、適切な地下水管理を推進し、健
全な水循環の確保に向けた取組を推進する。また、海洋環境の保全に向けて国際的な連携の下、国内における廃棄物
の海洋投棄の規制等による海洋汚染の防止を図る。更に、海洋ごみ対策について、海岸漂着物処理推進法に基づく回
収・処理、国内での廃棄物の適正処理等の推進による陸域等からの海洋ごみの発生抑制、海洋ごみの実態把握のた
めの調査研究、国際的連携等に取り組む。

政策体系上の
位置付け

３．大気・水・土壌環境等の保全

達成すべき目標
水質汚濁に係る環境基準等達成率の向上等により、健全な水循環の確保を目指す。また、廃
棄物の海洋投棄の規制等により、海洋環境の保全を図る。

目標設定の
考え方・根拠

環境基本法第16条に定める環境基準
湖沼水質保全特別措置法に基づく各指定湖
沼の湖沼水質保全計画
水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特
別措置法に基づく総量削減基本方針
海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法
律
水循環基本計画
琵琶湖の保全及び再生に関する法律

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標３－３　水環境の保全（海洋環境の保全を含む。） 担当部局名

水・大気環境局
水環境課

閉鎖性海域対策室

海洋環境室

地下水・地盤環境室

海洋プラスチック汚
染対策室
環境管理技術室

作成責任者名
(※記入は任意）

筒井誠二（水環境課
長）
行木美弥（閉鎖性海
域対策室長）
山下信（海洋環境室
長）
筒井誠二（地下水・地
盤環境室長）
中島慶次（海洋プラス
チック汚染対策室）
鈴木延昌（環境管理
技術室長）

別紙１
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6
陸上で発生した廃棄物の海洋投入
処分量（万㌧）

7
アジア地域等における水環境ガバ
ナンスの強化と我が国企業の水処
理技術の海外展開の促進

8
水環境中の放射性物質濃度測定
実施都道府県数

9
海洋ごみ（漂流・漂着・海底ごみ）に
関する調査・研究結果の把握・共有

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
水質環境基準検討費
（平成22年度）

- - - - 1,2 0128

(2)
排水対策推進費
（平成23年度組替）

- - - - 1,2 0129

(3)
水質関連情報利用基盤整備費
（平成23年度組替）

- - - - 1,2 0130

(4)
総量削減及び閉鎖性海域管理推
進費
（昭和53年度）

126
(119)

129
(124)

129
(129)

106 4 0131

(5)

有明海・八代海等再生評価支援事
業費 （有明海・八代海総合調査評
価委員会経費を含む）（平成19年
度）

131
(129)

134
(130)

134
(124)

134 4 0132

(6)
豊かさを実感できる海の再生事業
（平成22年度）

109
(96)

118
(115)

130
(125)

154 4 0133

(7)
湖沼環境対策等推進費
（平成23年度組替）

- - - - 2 0134行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

－ － 海岸漂着物等処理推進法等に基づき、海洋ごみの実態を把握し、その情報を国民に提供することは、海洋環境の保全に資する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
・有明海・八代海等総合調査評価委員会における再生に向けた検討に資するための各種調査の実施
＜達成手段の目標（令和3年度）＞
・有明海・八代海等の再生に向けた評価の実施
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・環境特性の把握、課題の解明に必要な調査を実施することにより、有明海・八代海等総合調査評価委員会における再生に向けた検討
を行い、当該海域での水環境改善に寄与する。

＜達成手段の概要＞
・栄養塩類の管理及び藻場・干潟の保全・再生・創出に向けた調査・検討
＜達成手段の目標（令和３年度）＞
・水環境の変化状況や浮遊・遊泳生物等、底生生物及び底質に係る状況の把握
・改正瀬戸内海環境保全特別措置法施行に向けた政省令等の策定
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・水環境の変化状況等を評価し、栄養塩類の管理及び藻場・干潟の保全再生創出等の具体的な方策の検討を行うとともに、地域に向け
た取組の促進や瀬戸内海の水環境の保全と地域資源の保護・活用の両立等に向けた取組の推進を行うことで生物多様性・生物生産性
の確保された「きれいで豊かな海」の実現に寄与する。

赤泥は平成26年度末に海洋投入処分が終了し、平成27年度以降、海洋投入処分が行われる見込みはない。建設汚泥についても平成28年度末に海洋投入処分の許
可期間が終了したため、平成30年度以降は、陸上で発生した廃棄物の海洋投入処分量を0万トンとすることを目標とする。

－

水循環基本計画（令和2年6月閣議決定）等に基づき、水環境の悪化が顕著なアジア地域等において、我が国の水環境行政に係る経験や技術の共有等を図ることで、
当該地域における水環境ガバナンスの強化に資するとともに、我が国企業が有する優れた水処理技術の海外展開を促進するなど、国際的な水環境問題の解決に寄
与することを目標とする。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

－
放射性物質の常時監視に関する検討会報告書（平成25年12月）において、公共用水域及び地下水の測定地点は日本全国をバランスよく監視できるよう選定することと
されており、全都道府県において放射性物質濃度を測定することが必要であることから、測定指標として選定したもの。

目標年度

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
・発生源別汚濁負荷量等の状況を経年的に把握し、水質総量削減等の対策の効果を確認
・新たな環境基準等を踏まえた総合的な水環境改善対策の推進
＜達成手段の目標（令和3年度)＞
・東京湾、伊勢湾等における汚濁負荷量の削減
・閉鎖性海域における水環境改善のための総合的な実態調査及びデータ分析
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・発生負荷量と水質改善状況を経年的に把握し、これをもとに総合的な水環境改善対策を検討し、着実に推進を図ることにより、閉鎖性
海域の環境基準の達成率の向上に寄与する。

－ －

0 －
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(8)
地下水・地盤環境対策費
(平成30年度）

- - - - 3 0135

(9)
国際的水環境改善活動推進等経
費
（平成22年度組替）

- - - - 7 0136

(10)
海洋環境関連条約対応事業
（昭和61年度）

- - - - 7 0137

(11)
海洋環境モニタリング推進事業
（平成10年度）

- - - - 6 0138

(12)
ロンドン議定書実施のための不発
弾陸上処理事業
（平成19年度）

- - - - 6 0139

(13)
漂流・漂着・海底ごみに係る削減方
策総合検討事業（平成19年度）

- - - - 9 0140

(14)
我が国の優れた水処理技術の海
外展開支援
（平成25年度組替）

- - - - 7 0141

(15)

国連大学拠出金（アジア水環境分
野におけるSDGs達成施策モデル
構築事業）（低炭素型水環境改善
システム研究事業を名称変更）
（平成26年度）

- - - - 7 0142

(16)
放射性物質による水質汚濁状況の
常時監視
（平成26年度）

- - - - 8 0143

(17)
健全な水循環に係る総合対策推進
費
（平成27年度）

- - - - 1,2 0144

(18)
琵琶湖保全再生等推進費
（平成29年度）

- - - - 2 0145

(19)
二国間水環境改善活動推進費
（令和元年度）

-
25

(22)
25

(21)
- - -

(20)
環境測定等に関する調査費
（昭和50年度)
【関連R3-⑨、関連R3-⑩】

- - - - 1 0122

(21)
海洋プラスチックごみ総合対策費
（令和２年度）

- - - - 9 0147

5,453
(5,242)

5,558
（4,576)

6,209
(5,669)

6,097施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）
水循環基本計画（平成27年7月10日閣議決定）
瀬戸内海環境保全基本計画（平成27年2月27日閣議決定）
海岸漂着物処理推進法に基づく基本的な方針（令和元年5月31日閣議決定）

令和2年度事業終了

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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４　閉鎖性海域における水質環境基準の達成率（ＣＯＤ、全窒素、全りん）

基準値 目標値 年度ごとの目標値

年度ごとの実績値

基準年度 目標年度 ２９年度 ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 R５年度

－ － － － － － －

74.3
96.5

72.3
96.5

77.0
96.5

－ － － － － － －

66.7
100

66.7
100

66.7
100

－ － － － － － －

63.2
66.7

63.2
100

68.4
100

－ － － － － － －

43.8
85.7

50.0
85.7

62.5
85.7

－ － － － － － －

71/38/13 82/33/13 58/32/10

－
100

100
－

赤潮の発生件数[件]
（瀬戸内海/有明海/八
代海）

－ － － －

伊勢湾における水質環
境基準の達成率（％）
(上段：ＣＯＤ、下段：全
窒素・全りん) －

100

100

－

瀬戸内海（大阪湾を除
く）における水質環境基
準の達成率（％）(上段：
ＣＯＤ、下段：全窒素・全
りん)

－ －
100

100

測定指標

東京湾における水質環
境基準の達成率（％）
(上段：ＣＯＤ、下段：全
窒素・全りん)

－

－ －
100

100

－

大阪湾における水質環
境基準の達成率（％）
(上段：ＣＯＤ、下段：全
窒素・全りん) － －

別紙
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（環境省R３ー１０）

1

土壌汚染対策法第6条に
規定する要措置区域にお
ける措置の実施率（％）
（成果実績＝措置実施区
域数／要措置区域数）

2
ダイオキシン類土壌汚染
対策地域の対策完了率
（％）

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
土壌汚染対策費
（平成28年度）

314
（286)

315
（283）

298
(283）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

304 1,2

＜達成手段の概要＞
①市街地土壌汚染対策費について
・土壌汚染対策法の施行状況、土壌汚染対策の実態を把握するため、都道府県・政令市へ調査を行い、土壌汚染対策の基礎データ収
集を実施する。
・指定調査機関の信頼性確保のための試験を実施する。
・土壌汚染対策法が適正かつ円滑に施行されるよう、マニュアル類を充実させるとともに、幅広い主体に対する普及・啓発を推進する。
②ダイオキシン類土壌汚染対策費について
・地方公共団体が実施するダイオキシン類による土壌の汚染の除去等の対策に係る費用の一部を補助する。
③生活環境等の保全に係るリスク管理の検討について
・生活環境、農作物を含めた植物、生態系の保全についての観点から、土壌汚染の生活環境や生態系への影響に関する事例の収集、
評価手法に関する検討を行う。

＜達成手段の目標（令和3年度）＞
①市街地土壌汚染対策費について
・都道府県・政令市に対し調査票を発送・回収し、調査結果の解析を実施することで、土壌汚染対策法の施行状況等を把握する。
・技術管理者試験を実施し、土壌汚染状況調査に関する知識及び技術を有する者である技術管理者を確保する。
・土壌汚染対策法に基づく調査、指定区域における対策及び搬出土壌の処理等に係る技術的事項について検討を実施し、検討結果を
とりまとめる。
②ダイオキシン類土壌汚染対策費について
・今後新たに対策地域が指定された場合には、速やかに補助を実施することにより、対策の推進を図る。
③生活環境等の保全に係るリスク管理の検討について
・生態系への影響を把握するための評価手法、評価に係る課題について情報の収集・整理を行う。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
①市街地土壌汚染対策費について
・土壌汚染対策法の施行状況、土壌汚染対策の実態を把握するとともに、土壌汚染対策法が適正かつ円滑に施行されるよう、マニュア
ル類を充実させるとともに、幅広い主体に対する普及・啓発を行うことで、要措置区域における措置の確実な実施を推進し、土壌環境の
保全に寄与する。
②ダイオキシン類土壌汚染対策費について
・地方公共団体が実施するダイオキシン類による土壌の汚染の除去等の対策に係る費用の一部を補助することにより、早急かつ適切な
土壌汚染対策に寄与する。

目標設定の
考え方・根拠

土壌汚染対策法
ダイオキシン類対策特別措置法
農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

100 -
ダイオキシン類対策特別措置法では、汚染が確認されたところであって、人が立ち入ることができる地域を都道府県知事が指定し、対策事業を実施することになる。こ
のため、ダイオキシン類土壌汚染対策地域の対策完了率は、対策の進捗状況を示すのに適した数値であるため、測定指標として設定した。

100 -
土壌汚染対策法では、土壌汚染がある土地を健康被害のおそれの有無に応じて区域指定しており、土壌汚染による健康被害のおそれがある土地は、要措置区域とし
て指定されることになる。このため、要措置区域において汚染の除去等の措置が講じられることが、土壌汚染による健康被害の防止という観点から重要であり、要措置
区域における汚染の除去等の措置を実施し区域指定を解除された区域の実施率を指標として選定した。

作成責任者名
(※記入は任意）

筒井誠二（土壌環境
課
長）
鈴木延昌（環境管理
技術室長）

施策の概要

○市街地等土壌汚染対策については、土壌汚染による人の健康被害の防止のために、土壌汚染対策法に基づき、土
壌汚染による環境リスクの適切な管理を推進する。
○ダイオキシン類については、ダイオキシン類土壌汚染対策地域において対策事業を実施する。
○土壌汚染対策法の目的の対象となっていない生活環境、農作物を含めた植物、生態系の保全について、実態把握を
進め、土壌汚染対策での対応について検討する。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

達成すべき目標 土壌汚染による環境リスクを適切に管理し、土壌環境を保全する。

政策体系上の
位置付け

３．大気・水・土壌環境等の保全

政策評価実施予定時期 令和4年8月

0147

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標３－４　土壌環境の保全 担当部局名

水・大気環境局
土壌環境課

環境管理技術室

別紙１
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(2)

環境測定等に関する調査
費
（昭和50年度)
【関連R3-⑨、関連R3-⑩】

- - - - 1 0122

314
（286）

315
（283）

298
（283）

304

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）
　第2部環境政策の具体的な展開　第3章重点戦略を支える環境政策の展開　第4節環境リスクの管理
　第4部環境保全施策の体系　第1章環境問題の各分野に係る施策　第4節水環境、土壌環境、地盤環境、海洋環境の保全に関す
る取組及び第6節包括的な化学物質対策に関する取組
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（環境省R３ー１１）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

176 176 176 176 176 176 176

115 101

2
ダイオキシン類に係る環
境基準達成率（％）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

539 569 594 597 - - －

539 573 586

農薬取締法に基づき、最新の科学的な知見等に基づく農薬のリスク評価を適切に
行い、水域の生活環境動植物の被害防止に係る農薬登録基準（水産基準）を迅速
かつ的確に設定することにより、農薬の生態系へのリスク低減に資することができる
ため、水産基準の設定及び設定不要と評価した農薬有効成分数を測定指標として
設定した。

597 R3年度3

水域の生活環境動植物の
被害防止に係る登録基準
の設定及び設定不要と評
価した農薬数（累計）

－ －

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく国の削減計画に定められる目標値（※）の
達成状況は対策の効果を把握するのに適した数値であるため、測定指標として選
定した。
（※当面の間、改善した環境を悪化させないことを原則に、可能な限り排出量を削減
する努力を継続する（削減目標量：176g-TEQ／年））

測定指標 基準 目標
施策の進捗状況（目標）

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

1
ダイオキシン類排出総量
（g-TEQ/年）

- - 176 －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
ダイオキシン類について、排出総量を削減し、環境基準の達成率をできる限り100%に近づける。また、農薬について、農
薬の使用に伴い水域の生活環境動植物に著しい被害が生じることのないよう魚類等の毒性試験データに基づき、速やか
に水域の生活環境動植物の被害防止に係る農薬登録基準（水産基準）を設定する。

政策体系上の
位置付け

３．大気・水・土壌環境等の保全

達成すべき目標

ダイオキシン類について、我が国における事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を削減
するための計画に基づき、全ての地点で環境基準を達成する。
新たに登録申請があった農薬含め水産基準が未設定である農薬について、リスク評価を行い、
必要な農薬について水産基準を設定する。

目標設定の
考え方・根拠

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境
基準
ダイオキシン類対策特別措置法に基づく国の
削減計画(平成24年8月)
環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標３－５　ダイオキシン類・農薬対策 担当部局名

水・大気環境局
総務課
農薬環境管理室

作成責任者名
(※記入は任意）

飯田博文（総務課長）
伊澤航（農薬環境管
理室長）

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

100% -
ダイオキシン類対策特別措置法第７条に基づく環境基準は、「人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準」として定められたものであり、その
達成率は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、ダイオキシン類による汚染の状況を最も的確に把握できる数値であるため、測定指標として選
定した。

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
ダイオキシン類総合対策
費
（平成12年度）

43
(42）

44
（43）

23
(25)

23 1,2 0149

(2)
農薬登録基準等設定費
（平成17年度）

104
(106）

118
(106)

121
(79)

143 3 0148

147
（148）

162
(149）

145
(105)

166

＜達成手段の概要＞
・農薬登録基準を設定する農薬について毒性文献データの収集及び評価資料の作成
＜達成手段の目標＞
・農薬登録基準値設定及び設定不要と評価した農薬の有効成分数累計：586
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・農薬登録基準は、農薬の毒性評価結果に基づき設定するものであり、毒性文献データを広く収集し最新の知見に基づくことが重要であ
る。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
①ダイオキシン類対策特別措置法施行状況、常時監視結果、排出量データのとりまとめ
②臭素系ダイオキシン類等に関する国際動向把握、情報収集、情報提供等を実施
＜達成手段の目標（令和3年度）＞
①ダイオキシンの排出実態等の正確な把握
②国内外における最新の知見の情報収集
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
①排出実態等を把握することで、目標達成に向けた効果的な対策の検討を行うことができる。
②臭素系ダイオキシン類等の排出可能性がある施設からの排出量等のデータを蓄積する。

第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号
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（環境省R３ー１２）

1
公共用水域放射性物質モ
ニタリング調査結果の速報
回数（回）

2
地下水放射性物質物質モ
ニタリング調査結果の公表
回数（回）

3
被災影響海域における海
洋環境関連モニタリング調
査結果の公表回数（回）

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
公共用水域放射性物質モ
ニタリング調査
(平成23年度）

- - - - 1 0149

(2)
地下水の放射性物質物質
モニタリング調査
(平成23年度）

- - - - 2 0149

(3)
被災影響海域における海
洋環境関連モニタリング調
査(平成23年度）

- - - - 3 0149

537
(427)

509
（440)

492
(399)

492施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

○第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

１回 -

4回 -

施策の概要 被災地及び周辺地域の基礎的な情報等を的確に把握、提供するための環境モニタリング調査等を実施する。
政策体系上の

位置付け
３．大気・水・土壌環境等の保全

達成すべき目標

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標３－６　東日本大震災への対応（環境モニタリング調査） 担当部局名

水・大気環境局
水環境課

海洋環境室

地下水・地盤環境室

環境保健部
環境安全課

福島県及び周辺都県の公共用水域の放射性物質モニタリングにより、被災地及び周辺地域の水環境中の放射性物質に関する基礎的な情報を的確に把握し、それらの
情報を速やかに国民に提供することは、国民の不安解消と復旧・復興に資する。

55 回 -
福島県及び周辺都県の公共用水域の放射性物質モニタリングにより、被災地及び周辺地域の水環境中の放射性物質に関する基礎的な情報を的確に把握し、それらの
情報を速やかに国民に提供することは、国民の不安解消と復旧・復興に資する。

福島県及び周辺都県の地下水の放射性物質モニタリングにより、被災地及び周辺地域の水環境中の放射性物質に関する基礎的な情報を的確に把握し、それらの情報
を速やかに国民に提供することは、国民の不安解消と復旧・復興に資する。

作成責任者名
(※記入は任意）

筒井誠二（水環境課
長）
山下信（海洋環境室
長）
筒井誠二（地下水・地
盤環境室長）
太田志津子（環境安
全課長）

被災地及び周辺地域の環境に関する基礎的な情報等を的確に把握し、情報を国民に提供するこ
とで、国民の不安解消と復旧・復興に資する。

目標設定の
考え方・根拠

総合モニタリング計画 政策評価実施予定時期 令和4年8月
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（環境省Ｒ３ー１３）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度

- - - - - - -

41.1 41.7 42.3 - - - -

- - - - - - -

15.4 14.9 15.4 - - - -

- - - - - - -

43.6 43.3 43.6 - - - -

- - - - - - -

13.9 13.6 13.1 - - - -

- - - - - - -

48.3 50.3 50.5 - - - -

- - - - - -

1,790 1,671 1,658 - - -

7
二国間及び多国間の協力
の実施

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－１　国内及び国際的な循環型社会の構築 担当部局名
環境再生・資源循環
局総務課 循環型社
会推進室

作成責任者名
(※記入は任意）

平尾禎秀（循環型社
会推進室長）

施策の概要
「第四次循環型社会形成推進基本計画」等を着実に実行して国内における循環型社会の構築を図るとともに、３Ｒイニシ
アティブに基づいて国際的な循環型社会構築を図る。

政策体系上の
位置付け

４．廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
「第四次循環型社会形成推進基本計画」に基づき定められた、資源生産性の向上、循環利用率
の向上、廃棄物最終処分量の削減等の目標を達成するとともに、３Ｒイニシアティブに基づき国
際的に３Ｒを推進することにより、循環型社会の形成を目指す。

目標設定の
考え方・根拠

循環型社会形成推進基本法に基づき、我が
国の経済社会を、大量生産・大量消費・大量
廃棄型から持続可能な循環型社会へ変革す
る。

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

成長戦略において、「焼却設備、リサイクル設備、浄化槽等の輸出額を2020年度実
績から2025年度までに3割程度増加させることを目指す」とKPIが設定されている。

1
資源生産性（ＧＤＰ／天然
資源等投入量）（万円/ﾄﾝ）

25.3 H12年度 49.0 R7年度

2
入口側の循環利用率（循
環利用量／総物質投入
量）（％）

循環型社会形成推進基本法に基づく第四次循環型社会形成推進基本計画（H30年
6月閣議決定）において、物質フロー指標として目標が設定されている。

6
廃棄物処理、リサイクル分
野の輸出額推移（億円）

- - 2,800(仮) R7年度

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

- -
廃棄物分野における我が国の経験、先進的な技術や法制度等をアジアを中心とする発展途上国に移転することは、途上国の持続的な発展に資するとともに、我が国の
静脈産業の発展にも寄与する、極めて意義深い政策。そのため、循環型社会形成推進基本計画に基づき、国際的な対話・協力関係を促進することとされているため。

10.0 H12年度 18.0 R7年度
循環型社会形成推進基本法に基づく第四次循環型社会形成推進基本計画（H30年
6月閣議決定）において、物質フロー指標として目標が設定されている。

3
出口側の循環利用率（循
環利用量/廃棄物発生量）
（％）

35.8 H12年度 47.0 R7年度
循環型社会形成推進基本法に基づく第四次循環型社会形成推進基本計画（H30年
6月閣議決定）において、物質フロー指標として目標が設定されている。

4
廃棄物最終処分量（百万ﾄ
ﾝ）

56.0 H12年度 13.0 R7年度
循環型社会形成推進基本法に基づく第四次循環型社会形成推進基本計画（H30年
6月閣議決定）において、物質フロー指標として目標が設定されている。

循環型社会形成推進基本法に基づく第四次循環型社会形成推進基本計画（H30年
6月閣議決定）において、目標が設定されている。

5
循環型社会ビジネス市場
規模（兆円）

40.0 H12年度 80.0 R7年度
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
循環型社会形成推進等経
費
（平成13年度）

101
(85)

99
(96)

99
(78)

95 1,2,3,4 0152

(2)
我が国循環産業の戦略的
国際展開・育成事業（国際
展開支援）（平成23年度）

410
(400)

404
(320)

370
(269)

360 5 0156

(3)
国際資源循環体制構築強
化プログラム事業（平成21
年度）

24
(24)

28
(28)

64
(35)

56 6 0155

(4)
アジア・アフリカ諸国におけ
る３Rの戦略的実施支援事
業拠出金（平成21年度）

66
(66)

64
(64)

94
(94)

93 6 0154

(5)
UNEP「持続可能な資源管
理に関する国際パネル」支
援（平成20年度）

19
(19)

19
(19)

19
(19)

18 6 0153

(6)

我が国循環産業の戦略的
国際展開・育成事業（ビジ
ネスモデル支援）（平成23
年度）

48
(35)

- - - - -

(7)

富山物質循環フレーム
ワーク等国際動向を踏まえ
た次期循環型社会形成推
進基本計画等検討事業
（平成28年度）

109
(108)

125
(103)

80
(65)

78 - 0157

777
（737）

739
（630）

726
（560）

700

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

・第四次循環型社会形成推進基本計画（平成30年6月閣議決定）
・インフラシステム海外展開戦略２０２５（令和3年6月改訂版）
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（環境省Ｒ３ー１４）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

別添の通り

別添の通り

別添の通り

別添の通り

別添の通り

別添の通り

7
使用済プラスチックのリサイク
ル等による有効利用率[％]

- - 令和元年に策定した「プラスチック資源循環戦略」を踏まえて設定別添の通り

8 入口側の循環利用率［％］ - - 第四次循環型社会形成推進基本計画に基づき設定別添の通り

- 使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則に基づき設定

6
小型家電リサイクル法におけ
る使用済電気電子機器等の
回収量［万㌧］

- - 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する基本方針に基づき設定

4
建設リサイクル法における特
定建設資材の再資源化等の
実施率（建設発生木材、％）

- - 建設リサイクル推進計画2020に基づき設定

- - 第８期、第９期市町村分別収集計画における分別収集見込量に基づき設定

3

食品リサイクル法における食
品関連事業者による食品循環
資源の再生利用等の実施率
（％）

- - 食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針に基づき設定

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－２　各種リサイクル法等の円滑な施行によるリサイクル等の推進 担当部局名
環境再生・資源循環
局　総務課
リサイクル推進室

作成責任者名
(※記入は任意）

平尾禎秀(リサイクル
推進室長)

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要 各種リサイクル法等の円滑な施行等により、リサイクル等を推進する。
政策体系上の

位置付け
４．廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
定められた計画値・目標値の達成に向けて、各種リサイクル法等の円滑な施行等により、リサイ
クル等を推進する。

目標設定の
考え方・根拠

各リサイクル法、施行令、省令、施行規則、基
本方針

家電リサイクル法における特
定家庭用機器廃棄物の回収
率（％）

- -

1

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

容器包装リサイクル法に基づ
く容器包装分別収集量［千㌧］

特定家庭用機器再商品化法基本方針に基づき設定

5

自動車リサイクル法における
自動車破砕残さ（ASR）及びガ
ス発生器（エアバッグ類;AB）
の再資源化率（％）

-

2

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
容器包装のプラスチック資源
循環推進事業費
（平成18年度）

80
(72)

215
(220)

614
(639)

194 1 0153

(2)
家電リサイクル推進事業
費
（平成19年度）

29
(25)

29
(23)

29
(24)

29 2 160

(3)
食品廃棄物リデュース・リサイ
クル推進事業費
（平成19年度）

70
(70)

93
(93)

123
(123)

127 3 161

(4)
建設リサイクル推進事業費
（平成19年度）

4
（5）

15
（8）

15
(9)

23 4 162

(5)
自動車リサイクル推進事業費
（平成22年度）

22
（21）

22
(18)

26
(36)

26 5 0157

(6)
小型家電リサイクル推進事業
費（平成24年度）

162
(172)

150
(132)

150
(128)

149 6 0164

(7)
リサイクルプロセスの横断的
高度化・効率化事業
（平成29年度）

20
（20）

46
（43）

55
（25）

46 7 0155

387
（379）

569
（525）

1,012
(984)

594
・第四次循環型社会形成推進基本計画
・成長戦略実行計画
・成長戦略フォローアップ

＜達成手段の概要＞
　横断的リサイクルの高度化として、リサイクル対象物の組成情報のデータベース化、規格化として取り組むべき素材についての調査等を
行う。
＜達成手段の目標＞
　多角的にリサイクルプロセスの横断的高度化・効率化を進めることで、優良なリサイクル産業を育成に係る支援等を行い、我が国の資源
の有効利用の最大化を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　リサイクルプロセスの横断的高度化・効率化を図ることにより、循環利用率の向上に寄与する。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
　容器包装リサイクル法の円滑な運用や高度化のために必要な調査検討、普及啓発等を行う。
＜達成手段の目標＞
　容器包装リサイクル法に基づく容器包装分別収集量を増加させる。
＜施設の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　容器包装リサイクル法の適正な運用を通じて市町村の適切な事務の遂行・住民の参加意識の向上等を促進することにより、分別収集量
の増加に寄与する。

＜達成手段の概要＞
　家電リサイクル法の高度化及び適正な施行に資する調査検討等を行う。
＜達成手段の目標＞
　特定家庭用機器の回収率を向上させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　家電リサイクル法の高度化および適正施行を推進することで、特定家庭用機器の回収率の向上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
　食品リサイクル法の円滑な施行のための調査検討や、食品ロス削減や食品リサイクルループ形成を促進するための事業を行う。
＜達成手段の目標＞
　食品循環資源の再生利用等実施率を向上させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　食品リサイクル法の円滑な施行を図り、また、食品ロス削減や食品リサイクルループ形成を促進することにより、再生利用等実施率の向
上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
　小型家電リサイクル法の円滑な運用や高度化のために必要な調査検討、普及啓発等を行う。
＜達成手段の目標＞
　使用済み小型家電の回収・再資源化量を向上させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　小型家電リサイクル法の円滑な施行及び高度化を図り、回収・再資源化量の向上に寄与する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
　自動車リサイクル法の円滑な施行や高度化を図るための調査検討等を行う。
＜達成手段の目標＞
　自動車破砕残さやガス発生器の再資源化率を向上させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　自動車リサイクル法の円滑な施行及び高度化を図り、再資源化率の向上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
　適切な分別解体による再資源化方策の検討を行う。
＜達成手段の目標＞
　特定建設資材の再資源化等率を向上させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　建設リサイクル法の円滑な施行を図ることにより、特定建設資材の再資源化等の実施率の向上に寄与する。
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測定指標

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 目標年度 目標値

年度ごとの計画値 770 769 768 702 - - - 689

実績値 717 696 - （計画値）

年度ごとの計画値 114 115 117 101 - - - 102

実績値 76 74 - （計画値）

年度ごとの計画値 291 290 289 313 - - - 317

実績値 318 323 - （計画値）

年度ごとの計画値 751 759 763 726 - - - 726

実績値 741 750 - （計画値）

年度ごとの目標値 56 － － － － － － 56

実績値 59.7 64.1 -

年度ごとの目標値 95 95 95 95 95 95 95 95

実績値 95 － －

年度ごとの目標値 70 70 75 75 75 75 75 75

実績値 62 － －

年度ごとの目標値 55 55 60 60 60 60 60 60

実績値 51 － －

年度ごとの目標値 50 50 50 50 50 50 50 50

実績値 31 － －

年度ごとの目標値 95 － － － － － － 97

実績値 96.2 － －

年度ごとの目標値 70 70 70 70 70 70 70

実績値 97.1～98.7 95.6～97.2 -

年度ごとの目標値 85 85 85 85 85 85 85 85

実績値 94 94～95 -

年度ごとの目標値 14 14 14 14 14 14 14 14

実績値 10.04 - -

年ごとの目標値 - - - - - - -
リサイクル+熱回収

[％]
83.6% 85.4% -

（リサイクル率） 24.9% 25.1% -

年度ごとの目標値 17 17 － － － － － 18

実績値 15.4 - -

100%

指標６ － R5年度

指標８ － R７年度

指標７ －
R17年

（2035年）

指標４ － R6年度

指標５

ア

各年度

イ

指標２ － H30年度

指標３

ア

R6年度

イ

ウ

エ

６．小型家電リサイクル法における使用済小型電子機器等の回収量［万㌧］

８．入口側の循環利用率［％］

年度ごとの目標値

７．使用済プラスチックのリサイクル等による有効利用率［％］

指標1

ア

R６年度

イ

ウ

エ

70

指標

１．容器包装リサイクル法に基づく容器包装分別収集量［千㌧］

　ア．ガラス製容器　　イ．紙製容器包装　　ウ．ペットボトル　エ．プラスチック製容器包装

２．家電リサイクル法における特定家庭用機器廃棄物の回収率[％]

３．食品リサイクル法における食品関連事業者による食品循環資源の再生利用等の実施率［％］

　ア．食品製造業　　イ．食品卸売業　　ウ．食品小売業　　エ．外食産業

４．建設リサイクル法における特定建設資材の再資源化等の実施率（建設発生木材：％）

５．自動車リサイクル法における自動車破砕残さ（シュレッダーダスト）及びガス発生器（エアバッグ類）の再資源化率［％］

　ア．自動車破砕残さ（シュレッダーダスト）　　イ．ガス発生器（エアバッグ類）
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（環境省Ｒ３ー１５）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

- - - - － － －

43 43

- - - - － － －

335 336

- - - - － － －

20 20

- - - - － － －

3.8 3.8

- - - - － － －

30 30

- - - - － － －

20 20 -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
循環型社会形成推進交付
金（公共）
（平成17年度）

80,393
(71,046)

77,793
（74,986）

88,263
(79,765)

35,746 1,2,3 169

第四次循環型社会形成推進基本計画等 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－３　一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 担当部局名
環境再生・資源循環
局廃棄物適正処理推
進課

作成責任者名
(※記入は任意）

名倉良雄(廃棄物適正
処理推進課長)

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要 一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進する。
政策体系上の

位置付け
４．廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等について施策の総合的かつ計画的な推進を図
る。

目標設定の
考え方・根拠

55 H12年度 38 R７年度

測定指標 基準値 目標値

第四次循環型社会形成推進基本計画

1
（2）一般廃棄物の排出量
（kg/人）

433 H12年度 310 R７年度 第四次循環型社会形成推進基本計画

1
(1）一般廃棄物の排出量
（百万トン）

R７年度 第四次循環型社会形成推進基本計画

2
一般廃棄物のリサイクル率
（％）

21 H24年度 28 R７年度

36 H24年度 25 R７年度

第四次循環型社会形成推進基本計画

3
（1）一般廃棄物の最終処
分量（百万トン）

4.7 H24年度 3.2

第四次循環型社会形成推進基本計画

4
一般廃棄物焼却炉からの
ダイオキシン類の排出量
（g-TEQ/年）

33 H22年度 33 当面の間
我が国における事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を削減するための
計画

3
（2）一般廃棄物の最終処
分量（kg/人）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
・市町村等が広域的な地域について作成する循環型社会形成推進地域計画に基づき実施される事業の費用に交付金を交付する。
・効率的かつ的確な施設整備事業の実施のため必要な調査を実施する。
＜達成手段の目標＞
・市町村等の自主性と創意工夫を活かした総合的な廃棄物処理・リサイクル施設の整備を支援することにより、地域における循環型社会
の形成を推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理の推進

別紙１
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(2)
廃棄物処理等に係る情報
提供経費等
（平成11年度）

13
(14)

13
(14)

13
(13)

14 1,3,4 166

(3)
災害等廃棄物処理事業費
補助金
（昭和49年度）

26,123
(16,370)

32,262
(28,596)

50,439
（30,129）

200 - 167

(4)
廃棄物処理施設災害復旧
事業
（平成23年度）

1,705
(1,463)

2,723
(1,779)

7,702
（5,581）

30 - 170

(5)
廃棄物処理施設整備費補
助（平成12年度）

3,201
(3,200)

3,232
(3,232)

6,253
（6,250）

1,725 - 168

111,435
（92,093）

116,023
(108,607)

152,670
（121,738）

37,715

＜達成手段の概要＞
・ＰＲＴＲ（化学物質排出移動量届出制度）に基づき、届出があった内容について指定する電算機器への入力を行い、その結果を集計する
（令和2年度実績：34,041件）。
・一般廃棄物処理施設を対象に、ダイオキシン類排出状況等について調査を行い、集計の上公表する（令和元年度排出量まで調査、公表
済み：測定指標4のとおり）。
・一般廃棄物処理施設の技術管理者等を対象に、廃棄物処理技術等に係る講習会を開催する。廃棄物処理に係る基礎的知識から最新
の技術的知見まで幅広く提供する（令和2年度実績：2週間程度のオンライン配信、再生回数1,948回）。
＜達成手段の目標＞
・化学物質等の排出状況把握及びその適切な管理
・ダイオキシン類の排出状況把握及びその対策検討
・廃棄物処理技術の向上
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等の推進

＜達成手段の概要＞
・市町村が実施した災害廃棄物及び漂着ごみの収集・運搬・処分に係る事業に対し補助を行う。
＜達成手段の目標＞
・災害等により発生した廃棄物を安全かつ適正に処理することにより、地域住民の生活環境の保全を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・一般廃棄物の適正処理の推進

＜達成手段の概要＞
・市町村が実施した災害により被災した一般廃棄物処理施設の復旧に係る事業に対し補助を行う。
＜達成手段の目標＞
・災害により被害を受けた一般廃棄物処理施設を復旧させることで、廃棄物処理体制の回復を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・一般廃棄物の適正処理の推進

＜達成手段の概要＞
・中間貯蔵・環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理のための拠点的広域処理施設の整備に対し事業費の一部を補助する。
・大阪湾広域臨海環境整備センターが行う広域埋立処分場整備事業を行う。
＜達成手段の目標＞
・期限内にPCB廃棄物（大型変圧器等）を全量処理する。（全体累積処理量　高圧変圧器･コンデンサ等：378,000台（令和7年度）、安定器･
汚染物等：16,500トン（令和７年度））
･大阪湾広域臨海環境整備センターが行う広域埋立処分において、廃棄物の性状及び造成される土地の利用形態に応じ適切な広域埋立
処分場施設の整備を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・拠点的広域処理施設の長期設備保全計画の策定とこれに基づく設備の点検・補修・更新を行い、PCB廃棄物の処理を推進する。
・大阪湾広域臨海環境整備センターが行う広域埋立処分場整備により、産業廃棄物最終処分場の残余容量を確保する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第四次循環型社会形成推進基本計画
・廃棄物処理施設整備計画
・国土強靱化基本計画
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（環境省Ｒ３ー１６）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

- - - - - - -

379 - - - - - -

- - - - - - -

36 - - - - - -

- - - - - - -

9.1 - - - - - -

- - (速報値) - - - -

337,056 356,519 371,523 - - - -

- - (速報値) - - - -

10,134 12,272 14,866 - - - -

- - - - 70 - -

58 63 65 - - - -

- - 10 - - - -

17 - - - - - -

R7年度

第四次循環型社会形成推進基本計画

7
最終処分場の残余年数
（年）

- - 10 第四次循環型社会形成推進基本計画（目標値は見直しを実施中）

6
電子マニフェストの普及率
（％）

- - 70 R4年度

R2年度

R7年度 第四次循環型社会形成推進基本計画

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、PCB廃棄物
処理基本計画の沿って令和7年度までにPCB廃棄物を全量処理する。

13 H24年度 10 第四次循環型社会形成推進基本計画

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、PCB廃棄物
処理基本計画の沿って令和7年度までにPCB廃棄物を全量処理する。

R7年度

16,500

1
産業廃棄物の排出量
（百万トン）

379 H24年度 390

第四次循環型社会形成推進基本計画
産業廃棄物の出口側の循
環利用率
（％）

36 H25年度 38

3
産業廃棄物の最終処分量
（百万トン）

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律
・関係法令等

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－４　産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 担当部局名
環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

作成責任者名
(※記入は任意）

神谷洋一(廃棄物規制
課長)

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要 産業廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等を推進する。
政策体系上の

位置付け
４．廃棄物・リサイクル対策の推移

達成すべき目標
産業廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等について施策の総合的かつ計画的推進を図
る。

目標設定の
考え方・根拠

- 378,000 R7年度

測定指標 基準値 目標値

R7年度

2

4
PCB廃棄物（変圧器類・コ
ンデンサ類）の処理（台）

-

5
PCB廃棄物（安定器・汚染
物）の処理（ｔ）

- -

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
廃棄物処理施設整備費補
助（平成12年度）

3,201
(3,200)

3,232
(3,232)

6,253
（6,250）

1,725 4,5,7 0168

(2)
PCB廃棄物適正処理対策
推進事業（平成13年度）

346
(312)

342
(337)

342
（320）

120 4,5 0180

(3)
PCB廃棄物対策推進費補
助金（平成13年度）

4,800
(4,800)

4,800
(4,800)

3,500
（3,500）

2,984 4,5 0181

(4)
廃棄物処理システム開発
費(平成13年度）

4
(5)

5
(4)

80
(43)

9 1,2,3 0174

(5)
電子マニフェスト普及拡大
事業（平成16年度）

99
(94)

93
(92)

87
(70)

5 1,2,3,6 0178

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
・中間貯蔵・環境安全事業株式会社が行うＰＣＢ廃棄物処理のための拠点的広域処理施設の整備に対し事業費の一部を補助する。
・大阪湾広域臨海環境整備センターが行う広域埋立処分場整備事業を行う。
＜達成手段の目標＞
・期限内にPCB廃棄物（大型変圧器等）を全量処理する。（全体累積処理量　高圧変圧器･コンデンサ等：378,000台（令和7年度）、安定器･
汚染物等：16,500トン（令和７年度））
･大阪湾広域臨海環境整備センターが行う広域埋立処分において、廃棄物の性状及び造成される土地の利用形態に応じ適切な広域埋立
処分場施設の整備を行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・拠点的広域処理施設の長期設備保全計画の策定とこれに基づく設備の点検・補修・更新を行い、PCB廃棄物の処理を推進する。
・大阪湾広域臨海環境整備センターが行う広域埋立処分場整備により、産業廃棄物最終処分場の残余容量を確保する。

<達成手段の概要＞
・処理費用負担能力の小さい中小企業者等のPCB廃棄物処理に係る費用負担を軽減するための助成を行う。
・処理期限内に処理できないおそれがある高濃度PCB廃棄物等に対する行政代執行に係る自治体の負担を軽減するための助成を行う。
・中間貯蔵・環境安全事業株式会社に対し、ＰＣＢ処理設備のＰＣＢ除去及び原状回復のための費用を出資する。
＜達成手段の目標＞
・中小企業者等のPCB廃棄物処理に係る費用負担軽減のための助成額合計：約30億円（令和3年度）
　（全体累積処理量　高圧変圧器･コンデンサ等：378,000台（令和7年度）、安定器･汚染物等：16,500トン（令和7年度））
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・中小企業者等が保有するＰＣＢ廃棄物等の適正な処理を確保する。

＜達成手段の概要＞
・国による統一番号付与及び自治体の許可情報等を共有する活用基盤として適正かつ効率的な運用に必要な保守、更改等の拡充整備を
行う。
＜達成手段の目標＞
・国及び自治体事務の効率化及び適正な行政処分を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物処理業者による産業廃棄物の適正処理を確保・推進する。

＜達成手段の概要＞
・電子マニフェストシステムの機能強化及び電子マニフェストの普及のための説明会等を実施する。
＜達成手段の目標＞
・電子マニフェストの普及を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・電子マニフェストの普及率を向上させる。
・電子マニフェストの普及に伴い、排出事業者・処理業者の情報管理の合理化、廃棄物処理システムの透明化、都道府県等の監視業務の
合理化、不適正処理の原因究明の迅速化が推進され、もって産業廃棄物の適正処理を図ることが可能となる。

<達成手段の概要＞
・PCB廃棄物の適正処理推進に向けて、地方自治体が実施する高濃度PCB廃棄物等の掘り起こし調査や行政代執行等の取組を効率的
に実施するため、掘り起こし調査等の実施に係る相談窓口設置や専門家派遣、保管事業者に対するあらゆる広報活動及び重点的な周知
徹底、調査結果も踏まえた全国のPCB廃棄物の保管量等の集計等を行う。
・低濃度PCB廃棄物の処理促進に向け、処理技術評価や施設認定・実態把握を行う。
＜達成手段の目標＞
・期限内にPCB廃棄物（大型変圧器等）を全量処理する。（全体累積処理量　高圧変圧器･コンデンサ等：378,000台（令和7年度）、安定器･
汚染物等：16,500トン（令和７年度））
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・地方自治体が実施する掘り起こし調査や行政代執行等への技術的支援、PCB廃棄物処理にかかる広報活動を行い、PCB廃棄物の適正
な処理を推進する。
・低濃度PCB廃棄物の処理技術の評価・無害化処理施設の認定等を行い、低濃度PCB廃棄物の処理を促進する。
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(6)
水俣条約に基づく水銀廃
棄物の環境上適正な管理
推進事業（平成26年度）

93
(62)

93
(58)

70
(62)

70 - 0182

(7)

産業廃棄物処理業のグ
リーン成長・地域魅力創出
促進支援事業（平成27年
度）

100
(74)

145
(84)

138
(75)

- 2,3 0183

(8)
産業廃棄物処理業におけ
るイノベーション創出促進
支援事業（令和3年度）

- - - 82 2,3 新21-0010

(9)
課題対応型産業廃棄物処
理施設運用支援事業（平
成29年度）

918
(856)

830
(519)

163
(163)

501 7 0190

(10)
産業廃棄物適正処理推進
費（平成10年度）

28
(26)

37
(25)

32
(23)

25 2,3 0184

＜達成手段の概要＞
・都道府県等に対して不法投棄等の行為者等への責任追及や支障除去等の手法に関する助言等を行う専門家チームを現地へ派遣する
など、不法投棄等事案に係る支障除去等対策の円滑かつ適正な実施を支援するとともに、担当職員の現場対応等について資質向上を図
る。
・都道府県等における不法投棄等の残存事案の実態調査等を行う。
＜達成手段の目標＞
・都道府県等に対する技術的支援により不法投棄等の拡大防止や支障の除去等の徹底を図る。
・各地域における不法投棄等の実態を把握することにより、産業廃棄物の不法投棄等対策に係る政策形成を図る。
・不法投棄等を早期発見・早期対応できる体制を整備することにより未然防止・拡大防止を図るほか、地方環境事務所を核とした関係機関
によるネットワークの強化を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定目標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物の不法投棄・不適正処理を防止し、適正処理を推進することにより、産業廃棄物のリサイクル率の向上及び最終処分量の低
減を推進する。

＜達成手段の概要＞
水銀使用廃製品等の回収スキームの調査検討、廃金属水銀の長期的な管理技術・体制の調査検討等を実施し、水銀廃棄物の環境上適
正な処理方法について検討を行う。また、我が国が有する水銀廃棄物処理に関する知見を基に、途上国を始めとする諸外国の水銀廃棄
物の環境上適正な管理の能力向上に貢献する。
＜達成手段の目標＞
水銀廃棄物の処理方策等について調査検討を行い、国内外における環境上適正な水銀廃棄物の処理体制を確保する施策を推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
有害物質等を含む廃棄物の適正な管理を確保する。

＜達成手段の概要＞
・産業廃棄物処理ビジネスの振興、業界の優良化、高付加価値型環境産業への転換促進、海外展開の推進、担い手確保・技術労働者支
援などを行う。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物処理業がグリーン成長や地域の魅力を創出する産業へと変革していくことを支援する。
＜施策の達成すべき目標（測定目標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物処理業のグリーン成長を通じた産業廃棄物処理体制の維持・向上により、産業廃棄物のリサイクル率の向上及び最終処分
量の低減を推進する。

＜達成手段の概要＞
・産業廃棄物処理業の高度化・最適化を図るため、先端的情報通信技術の導入状況や産業廃棄物処理業の低炭素化の促進のための調
査を行う。また、健全で優良な事業者の育成及び意欲ある事業者の成長の後押しのため、優良な事業者の情報発信及び海外展開の支
援、並びに業界のクリーンな成長のため支援事業を行う。更に、社会情勢等産業廃棄物処理業の関連性を把握し、これらの施策に反映さ
せる。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物処理業がいかなる状況下でも安定に事業を継続できるよう、効率化、強靱化、優良化の促進を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定目標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物処理業の効率化・強靱化・優良化を通じた産業廃棄物処理体制の維持・向上により、産業廃棄物のリサイクル率の向上及び
最終処分量の低減を推進する。

＜達成手段の概要＞
・公共関与産業廃棄物最終処分場の施設整備及び維持管理の適正化を支援する。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物最終処分場の維持管理に係る課題の解消に資する公共関与産業廃棄物最終処分場の施設整備及び維持管理の適正化を
支援することにより、国における産業廃棄物最終処分場の維持管理の適正化等に向けた検討に活用し、もって住民による産業廃棄物最
終処分場に対する信頼の醸成を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定目標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物最終処分場の整備促進により、残余容量を確保する。
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(11)
廃棄物処分基準等設定等
調査費（平成4年度）

160
(157)

163
(127)

182
(151)

186 2,3 0175

(12)
石綿含有廃棄物無害化処
理技術認定事業（平成19
年度）

5
(5)

5
(5)

5
(5)

5 3 0179

(13)
産業廃棄物等処理対策推
進費(平成2年度）

13
(12)

13
(15)

13
(14)

13 1,2,3 0176

9,767
(9,603)

9,758
(9,298)

10,865
(10,676)

5,725

＜達成手段の概要＞
・既存産業廃棄物処理施設等に係る維持管理等の実態調査、産業廃棄物処理施設における処理基準等の調査検討及び有害廃棄物の
適正処理方策に係る調査検討を実施する。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物処理施設周辺の大気・水質等の定点調査を実施し、周辺環境への影響が生じていないことを確認する。
・調査検討の結果を踏まえ、必要に応じて産業廃棄物の処理に係る各種基準を見直す。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物処理施設周辺の生活環境を保全し、産業廃棄物の適正な処理を確保することにより、産業廃棄物のリサイクル率の向上及び
最終処分量の低減を推進する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
・石綿含有廃棄物等の処理について、高度な無害化技術を有する事業者を国が認定する。
＜達成手段の目標＞
・高度な技術を有する認定事業者数の増を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・石綿含有廃棄物等の適正かつ円滑な処理を実現することにより、最終処分量の低減を推進する。

＜達成手段の概要＞
・産業廃棄物の排出実態の調査及び産業廃棄物の検定方法の改正についての検討を行う。
・環境大臣認定制度(広域、再生利用、無害化処理）の現地調査を行うとともに、大臣認定対象外の廃棄物で今後対象とすることが有効で
あると考えられる廃棄物の再生利用を行う者及び再生利用の用に供する施設の調査、検討を行う。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物の排出・処理状況を取りまとめるとともに、検討結果を踏まえ、必要に応じて産業廃棄物の検定方法の改正等を行う。
・大臣認定事業者等の認定基準の適合を担保するとともに、大臣認定対象外の廃棄物で今後対象とすることが有効であると考えられる廃
棄物があれば、その認定基準を策定する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物の排出・処理に関する基礎情報や産業廃棄物の検定方法の整備や、大臣認定制度の適正運用、対象の拡充等を通じて、産
業廃棄物の排出抑制及び適正な処理を確保することにより、産業廃棄物の排出抑制、リサイクル率の向上及び最終処分量の低減を推進
する。

第四次循環型社会形成推進基本計画
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（環境省Ｒ３ー１７）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

63 56 50 50 50 - -

103 96 - - - - -

12 12 11 10 10 - -

12 12 11 - - - -

109 104 100 100 100 - -

155 151 - - - - -

- 4 - - - - -

- 2 - - - - -

0 3 4 3 3 3 3

7 14 10 - - - -

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 - - - -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
産業廃棄物適正処理推進
費（平成10年度）

28
(26)

37
(25)

32
(23)

25 1,3 0184

当該通報件数は、事業者への制度に係る普及啓発や水際対策の効果を測る指標
となるため。目標値は、所要の措置に必要な期間を勘案し、直近実績（平成26年
度、9件）を基準値とした上で、当面半数よりも低くなる目標にしたもの。

6
クリアランス物のトレーサ
ビリティが確保できていな
い事案（件）

- - 0 毎年度
クリアランス物が適正に取り扱われるためには、そのトレーサビリティを確保するこ
とが必要不可欠であるため、全てのクリアランス物に関しトレーサビリティを確保す
ることを目標として設定。

5

バーゼル条約違反の輸出
について我が国が輸入国
から通報を受領した件数
（件）

9 H26年度 3 毎年度

廃棄物処理法の厳格な執行等により、不法投棄の未然防止策を推進しているた
め。目標値については、27年度時点で前倒しで目標を達成したことから、更に高い
目標を設定（令和2年度：150件→100件）したが、未達のため、目標年度を令和4年
度に延長。

4

目標期間内にバーゼル条
約締約国会議（COP）で採
択される、拠出プロジェクト
関連のガイドライン等数
（件）

- - 3
R4年度か
らR9年度
の6年度間

締約国等が各国の規制等の重要な指針とする各種ガイドラインに、我が国の経験
や知見を適切に盛り込むことで、先進国としての責務を果たすことにつながるた
め。目標値は、近年の締約国会議での成果を踏まえ、最大水準に設定。（以前の
目標は、平成28～令和2年度の5年度間に4件以上に対し、実績2件）

3
産業廃棄物の不法投棄の
新規発生件数（件）

143 H27年度 100 R4年度

廃棄物処理法の厳格な執行等により、不法投棄等の拡大防止策や支障の除去等
を推進しているため。目標値については、26年度時点で前倒しで目標を達成したこ
とから、更に高い目標を設定（令和2年度：100件→50件）したが、未達のため、目標
年度を令和4年度に延長。

2
特定支障除去等事業の件
数（件）

- - 10 R4年度 産廃特措法に基づく特定支障除去等事業の各計画期間に基づき設定。

1
支障等がある産業廃棄物
の不法投棄等の残存件数
（件）

90 H26年度 50 R4年度

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－５　廃棄物の不法投棄の防止等 担当部局名
環境再生・資源循環
局廃棄物規制課

作成責任者名
(※記入は任意）

神谷洋一(廃棄物規
制課長)

施策の概要

・廃棄物の処理に伴い環境保全上の支障が生じた場合における当該支障の除去の推進
・爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有する廃棄物の適正
な処理の推進
・特定有害廃棄物等の輸出、輸入、運搬及び処分の規制の推進

政策体系上の
位置付け

４．廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
・不法投棄等による生活環境保全上の支障等のない社会の実現
・有害物質等を含む廃棄物の適正管理の実現
・廃棄物等の不適正な越境移動の防止の実現

目標設定の
考え方・根拠

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律
・特定産業廃棄物に起因する支障の除去等
に関する特別措置法
・特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関
する法律

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
・都道府県等に対して不法投棄等の行為者等への責任追及や支障除去等の手法に関する助言等を行う専門家チームを現地へ派遣す
るなど、不法投棄等事案に係る支障除去等対策の円滑かつ適正な実施を支援するとともに、担当職員の現場対応等について資質向上
を図る。
・都道府県等における不法投棄等の残存事案の実態調査等を行う。
＜達成手段の目標＞
・都道府県等に対する技術的支援により不法投棄等の拡大防止や支障の除去等の徹底を図る。
・各地域における不法投棄等の実態を把握することにより、産業廃棄物の不法投棄等対策に係る政策形成を図る。
・不法投棄等を早期発見・早期対応できる体制を整備することにより未然防止・拡大防止を図るほか、地方環境事務所を核とした関係機
関によるネットワークの強化を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定目標）への寄与の内容＞
産業廃棄物の不法投棄・不適正処理の支障除去等を進めるとともに、未然防止・拡大防止を図る。

別紙１別紙１
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(2)
有害廃棄物等の環境上適
正な管理事業等拠出金
（平成18年度）

77
(77)

76
(76)

87
(87)

46 4,5 0185

(3)
クリアランス物管理システ
ム運用費（平成18年度）

5
(2)

2
(2)

1
(1)

1 6 0186

(4)
バーゼル条約実施等経費
（平成8年度）

36
(34)

36
(34)

51
(44)

61 5 0187

(5)
産業廃棄物不法投棄等原
状回復措置推進費補助金
（平成10年度）

1,415
(1,215)

1,309
(1,031)

652
(477)

60 1,2 0188

(6)

廃棄物等の輸出入の適正
化推進費（平成25年度）
（「廃棄物等の越境移動の
適正化推進費」より名称が
変更）

47
(38)

57
(49)

67
(59)

58 5 0189

(7)
廃棄物処分基準等設定等
調査費（平成4年度）

160
(157)

163
(127)

182
(151)

186 3 0175

1,768
(1,549)

1,680
(1,344)

1,072
(842)

437

＜達成手段の概要＞
・有害廃棄物等の環境上適正な管理促進に関する活動のうち、バーゼル条約締約国会議（COP）で議論されている国際的なガイドライン
等に係る議論等に関連するものであって、我が国のバーゼル条約実施上重要性の高い活動について、支援を行う。
・我が国が主体となって行ってきた有害廃棄物等の不法輸出入防止に関する事業に関して、ワークショップの開催経費等の支援を行う。
・平成25年1月に採択された水銀に関する水俣条約は、水銀廃棄物についてバーゼル条約との連携を求めており、これを受けてバーゼ
ル条約の下で更新されたガイドラインに基づく水銀廃棄物の環境上適正な管理が一層重要となっていることから、関連するプロジェクト
への支援を行う。
＜達成手段の目標＞
バーゼル条約実施上重要性の高い国際的なガイドライン等の作成に関する活動について支援を行うとともに、アジア地域におけるワー
クショップの開催について支援を行うことで、国際社会における我が国の信頼強化やプレゼンスの拡大につなげ、有害廃棄物等の越境
移動に関する環境上適正な管理に貢献する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
バーゼル条約COPで我が国が拠出したプロジェクトに関連するガイドライン等が採択される。また、有害廃棄物等の不適正な越境移動
の防止を推進する。

＜達成手段の概要＞
原子炉等規制法及び放射線障害防止法に基づき排出されるクリアランス物（放射能濃度が国の定める基準値以下であることを確認され
たもの）のトレーサビリティを確保するためのシステムを整備等するとともに、地方環境事務所による立入検査の実施及びそれに伴う知
識の習得、放射線測定機器の点検整備を行う。
＜達成手段の目標＞
クリアランス制度（核燃料物質によって汚染された物のうち、放射能濃度が国の定める基準値以下であるものを、有価物と同様に資源と
して有効に再利用、あるいは一般の産業廃棄物として適正な処分を行うことを可能とする制度）の導入にあたり、本制度の厳格な運用を
行うとともに、万一の事態にも対応できるようクリアランスされた廃棄物等のトレーサビリティ（履歴、所在地等が追跡できること）を確保す
る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
全てのクリアランス物に関しトレーサビリティを確保する。

＜達成手段の概要＞
・既存産業廃棄物処理施設等に係る維持管理等の実態調査、産業廃棄物処理施設における処理基準等の調査検討及び有害廃棄物
の適正処理方策に係る調査検討を実施する。
＜達成手段の目標＞
・産業廃棄物処理施設周辺の大気・水質等の定点調査を実施し、周辺環境への影響が生じていないことを確認する。
・調査検討の結果を踏まえ、必要に応じて産業廃棄物の処理に係る各種基準を見直す。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・産業廃棄物処理施設周辺の生活環境を保全し、産業廃棄物の適正な処理を確保することにより、不法投棄の未然防止を推進する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
バーゼル条約に基づく、特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（バーゼル法）及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（廃棄物処理法）を厳格に施行するため、輸出入事業者等に対し、これらの法規制に関する周知徹底を行うとともに、アジア各国等との
情報交換や連携強化を図るため、有害廃棄物等の不法輸出入防止に関するアジアネットワークワークショップを開催する等、バーゼル
条約の適切な運用に関する取組を行う。
＜達成手段の目標＞
国内外のバーゼル条約の実施体制を強化し、有害廃棄物等の不法輸出入の防止及び環境上適正な管理を徹底する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国内法の厳格な運用により、バーゼル条約違反の輸出を防止する。

＜達成手段の概要＞
生活環境保全上の支障又はそのおそれがある不法投棄等事案であって、かつ、行為者が不明等であるために都道府県等がやむを得
ず行政代執行により支障の除去等を行う場合に、当該事業に必要な経費の一部を補助する。
＜達成手段の目標＞
都道府県等が行政代執行で実施する支障除去等事業を推進することにより、不法投棄等に起因する生活環境保全上の支障等の除去
を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
産廃特措法に基づく特定支障除去等事業の実施を支援する。右事業及び廃棄物処理法に基づく支障除去等事業を支援することによ
り、産業廃棄物の不法投棄等の支障除去等を進める。

＜達成手段の概要＞
廃棄物処理法及びバーゼル法に基づく廃棄物等の輸出入の適正な管理のため、規制対象物の明確化に係る調査・検討や地方環境事
務所における水際対策の強化等を行う。
＜達成手段の目標＞
廃棄物処理法及びバーゼル法に基づき、廃棄物等の輸出入を適正に管理することにより、廃棄物や有害物質を含む使用済電気電子機
器等が不法に輸出され、不適正に処理された結果として、輸出先国において環境汚染や健康被害が発生することを防止する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
廃棄物処理法及びバーゼル法に基づく廃棄物等の輸出入の適正管理により、バーゼル条約違反の輸出を防止する。

第四次循環型社会形成推進基本計画
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（環境省Ｒ３ー１８）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

- － － － 70% - -

55% 56% －

－ － － - 76% - -

65% 65% －

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
浄化槽指導普及事業費等
（昭和59年度）

64
（64）

131
（131）

147
(137)

68 1,2 188

(2)

我が国循環産業の戦略的
国際展開・育成事業（浄化
槽グローバル支援事業費）
（平成29年度～）
し尿処理システム国際普
及推進事業費
（～平成28年度）

31
(35)

32
(24)

31
(30)

31 191

95
（99）

163
（155）

178
(167)

99

関連する
指標

達成手段の概要等
行政事業レビュー

事業番号

・浄化槽の設置及び維持管理について各自治体の実態調査や事例収集を通し、浄化槽の適正普及管理に係る制度・手法に関する検討を
行う。
・平成12年の浄化槽法改正により原則新設禁止となった単独処理浄化槽について、合併処理浄化槽への転換を推進するための効果的な
手法の検討を行う。
・市町村浄化槽整備計画の策定支援を行うとともに、市町村設置事業を実施する市町村の負担軽減に資するPFI手法の普及促進を図る。
・浄化槽システム全体の強靭化を図る。
・試験合格者、講習修了者からの免状交付申請に応じ、免状を作成・発送する。また、免状の記載事項に変更があった場合の書換等に対
応するため、これまでに交付した浄化槽管理士の情報を台帳として整備・更新する。
・都道府県・市町村の浄化槽行政担当者に対し、浄化槽の具体的な整備内容・方法や課題への取り組み等に関して、環境省が調査した情
報の還元や自治体との情報交換等の実施を通じ、国及び自治体間での連携を図り、国及びブロック毎の自治体間のネットワークを構築・
情報交換を活発化させる。
・NPOとの連携により浄化槽に関する情報を提供・共有することによりネットワークの形成を促進する。
・セミナー等において浄化槽のミニチュアモデルを用いた展示等による広報を行い、広く浄化槽の普及啓発を図る。
・浄化槽の計画的・効率的な更新、修繕、管理の最適化を推進することで国土強靱化および災害対応力の強化を図る。また、ライフサイク
ルコストの最小化、予算の最適化を図り、浄化槽整備事業の持続可能な運営に資する。

・海外の関係者へ日本のし尿処理に関する経験と技術を発信し、途上国等におけるし尿処理の課題を共有するためのネットワークを構築
する。
・国内外の有識者や技術者と連携して浄化槽等の分散型汚水処理施設の普及に向けた戦略的検討を行う。

62% H29年度 76% R4年度

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円）

浄化槽による水環境の保全を図るにあたっての指標として、浄化槽整備区域内の合
併処理浄化槽の基数割合を設定した。
残存する単独処理浄化槽について、合併処理浄化槽への転換を推進するため、平
成30年に閣議設定された廃棄物処理施設整備計画においても同様の目標が定めら
れている。

1

浄化槽整備区域内の浄化
槽人口普及率（％）＝浄化
槽整備区域内の合併浄化
槽使用人口/浄化槽整備
区域内の全人口

53% H29年度 70% R4年度

浄化槽による水環境の保全を図るにあたっての指標として、浄化槽整備区域内の浄
化槽人口普及率を設定した。
残存する単独処理浄化槽について、合併処理浄化槽への転換を推進するため、平
成30年に閣議設定された廃棄物処理施設整備計画においても同様の目標が定めら
れている。

2

浄化槽整備区域内の合併
処理浄化槽の基数割合
（％）＝浄化槽整備区域内
の合併処理浄化槽基数/
浄化槽整備区域内の浄化
槽の全基数

令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

山本泰生(浄化槽推進
室長)

施策の概要 環境保全上効果的である浄化槽の整備による生活排水対策を講ずる。
政策体系上の

位置付け
４．廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
人口分散地域等に最適な汚水処理施設整備である浄化槽の普及を行い、生活排水の適正な処
理によって健全な水環境を確保する。

目標設定の
考え方・根拠

浄化槽法 政策評価実施予定時期

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

国土強靱化基本計画
廃棄物処理施設整備計画

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－６　浄化槽の整備によるし尿及び雑排水の適正な処理 担当部局名
環境再生・資源循環
局廃棄物適正処理推
進課浄化槽推進室

作成責任者名
(※記入は任意）

別紙１別紙１
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（環境省Ｒ３ー１９）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

25 30 35 - - - －

39 51 64 - - -

85 85 - - - - －

86 86 - - - -

100 - - - - - －

100 － - - - -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)

大規模災害に備えた廃棄
物処理体制検討・拠点整
備事業
（平成26年度）

4,773
（4,118）

2,975
（2,792）

2,724
(2,679)

1,396 1,2 171

(2)
災害等廃棄物処理事業費
補助金
（昭和49年度）

26,123
(16,370)

32,262
(28,596)

50,439
（30,129）

200 3 167

30,896
(20,488)

35,237
(31,388)

53,163
（32,808）

1,596

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－７　東日本大震災等の教訓を踏まえた災害廃棄物対策 担当部局名

環境再生・資源循環
局環境再生事業担当
参事官室災害廃棄物
対策室

作成責任者名
(※記入は任意）

名倉良雄(災害廃棄物
対策室長)

施策の概要 災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するための対策を推進する。
政策体系上の

位置付け
4.廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
東日本大震災等の教訓を踏まえ、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理について、平時の備
えから大規模災害発生時の対応も含めた対策の推進を図る。

目標設定の
考え方・根拠

廃棄物処理法、廃棄物処理基本方針、廃棄
物処理施設整備計画、国土強靱化基本計画
等

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

1
市町村における災害廃棄
物処理に関する計画策定
率(%)

8 H25年度 60 R7年度

100 H30年度

第四次循環型社会形成推進基本計画

2
ごみ焼却施設における老
朽化対策率(%)

77 H25年度 85 R7年度
廃棄物処理施設整備計画
国土強靱化基本計画

熊本県災害廃棄物処理実行計画

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

3
熊本地震において発生した
災害廃棄物処理進捗率(%)

50 H28年度

＜達成手段の概要＞
・災害廃棄物対策指針の改定。
・地方自治体における災害廃棄物対策の支援（モデル事業の実施とフォローアップ）。
・平成30年7月豪雨等における災害廃棄物処理に関する検証・ノウハウの蓄積と情報発信。
・市町村等が地域の廃棄物処理システムを強靱化する観点から行う廃棄物処理施設整備事業に対し交付金を交付する。
＜達成手段の目標＞
災害発生時においても、適正かつ円滑・迅速な廃棄物の処理が実施可能となるよう、施設整備も含めた強靱な廃棄物処理システムの構
築を目指す。
関連団体との連携強化や災害時の専門家の派遣体制の整備を進めるとともに、地方環境事務所と連携して、地域ブロック単位で、国・地
方公共団体・民間事業者が参加する協議会等を設置して災害廃棄物対策の具体化を進める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
一般廃棄物の適正処理、国土強靱化

＜達成手段の概要＞
　市町村が実施した災害廃棄物及び漂着ごみの収集・運搬・処分に係る事業に対し補助を行う。
＜達成手段の目標＞
　災害等により発生した廃棄物を安全かつ適正に処理することにより、地域住民の生活環境の保全を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　一般廃棄物の適正処理の推進

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第四次循環型社会形成推進基本計画
・廃棄物処理施設整備計画
・国土強靱化基本計画

別紙１
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（環境省Ｒ３ー２０）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

0 0 0 0 3 3 －

0 0 0 － － － －

0 2 2 －

0 0 2 － － － －

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
特定復興再生拠点整備事
業　（平成29年度）

26,756
（24,169）

75,620
（55,693）

102,553
(88,592)

63,705 1,2,3 0157

26,756
(24,169)

75,620
（55,693）

102,553
(88,592)

63,705

・帰還困難区域の取扱いに関する考え方
・原子力災害からの福島復興の加速のための
基本指針
・福島復興再生基本方針

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標４－８　東日本大震災への対応（特定復興再生拠点の整備） 担当部局名

環境再生・資源循環
局
環境再生事業担当参
事官室
特定廃棄物対策担当
参事官室

作成責任者名
(※記入は任意）

川又孝太郎(環境再生
事業担当参事官)
則久雅司(特定廃棄物
対策担当参事官)

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
福島復興再生特別措置法に基づき、市町村長が作成し、内閣総理大臣の認定を受けた計画（認定特定復興再生拠点区
域復興再生計画）に沿って、特定復興再生拠点区域の復興及び再生の推進に必要な除染や廃棄物の処理事業を実施す
る。

政策体系上の
位置付け

４．廃棄物・リサイクル対策の推進

達成すべき目標
帰還困難区域の復興・再生のため、福島復興再生特別措置法に基づき、市町村が定める帰還困
難区域内に避難指示を解除し、帰還者等の居住を可能とすることを目指す「特定復興再生拠点
区域」の復興及び再生を推進する。

目標設定の
考え方・根拠

測定指標 基準値 目標値

1

特定復興再生拠点区域に
おいて避難指示解除（全
域）に必要な範囲の除染が
完了した町村数

0 H29年度 6 R5年度
・各自治体の認定特定復興再生拠点区域復興再生計画に沿って、除染に係る進捗
状況を踏まえて記載。

達成手段の概要等
行政事業レビュー

事業番号

2
特定復興再生拠点区域に
おける廃棄物の仮置場へ
の搬入が完了した町村数

0 H29年度 6 R5年度

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針
・福島復興再生基本方針
・「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について
・「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針
・総理大臣施政方針演説「常磐自動車道に続き、本年3月、JR常磐線が全線開通します。これに合わせ、双葉町、大熊町、富岡町の
帰還困難区域における避難指示の一部解除に向け、準備を進めます。」（令和2年1月・抜粋）

4
・各自治体の認定特定復興再生拠点区域復興再生計画に沿って、廃棄物の処理に
係る進捗状況を踏まえて記載。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標

別紙１
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（環境省Ｒ３－２１）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

－ 75% － 75% － － －

－ 52% －

－ － 47 47 － － －

43 44 47

－ - 100% 100% － － －

75% 75% 85%

88% 89% 91% 95% 99% 100% －

86% 89% 94%

5
生物多様性保全に係る必
要な国際的取組の状況

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－１　.基盤的施策の実施及び国際的取組 担当部局名
自然環境局
自然環境計画課
生物多様性センター

作成責任者名
(※記入は任意）

堀上勝（自然環境計
画課長）

施策の概要
生物多様性国家戦略を始めとする自然環境保全のための政策の策定、及びそのために必要な情報の収集・整備・提供
を行う。また、国際的枠組への参加等を通じて地球規模の生物多様性の保全を図る。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標
生物多様性国家戦略2012-2020に基づき、各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民へ
の生物多様性に関する普及啓発などの取組を進める。また、国際的枠組への参加を通じて、自
然資源の保全、地球規模の生物多様性の保全を図る。

目標設定の
考え方・根拠

生物多様性国家戦略2012-2020 政策評価実施予定時期 令和4年8月

R3年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

生物多様性保全のた
めの国際的な取組の
推進

-
生物多様性及び生態系サービスに関する科学政策プラットフォーム（IPBES)の地球規模評価報告書に示されたとおり、生物多様性の損失に対処するには経済システム
や貿易といった国際的に協調・連携した取組の推進が不可欠であり、こうした観点から新たな世界目標であるポスト2020生物多様性枠組とそのPDCA強化が議論されて
いるため。

生物多様性国家戦略2012-2020において、生物多様性の保全及び持続可能な利用
に関する行動計画の横断的・基盤的施策の一つとして「生物多様性の主流化の促
進」を掲げており、その数値目標として、同測定指標を用いているが、コロナ禍に
よってCOP15が延期された結果、次期国家戦略の策定が遅れており、同戦略が改
定されるまで、現行目標を維持する。

2

1 「生物多様性」の認識状況 30% H16年度 75%

令和２年度中に全ての都道府県で生物多様性地域戦略を策定しており目標を達成
しているが、コロナ禍によって、次期国家戦略の策定が遅れており、同戦略が改定さ
れるまで、現行目標を維持する。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

－ H22年度 100% R3年度

生物多様性地域戦略策定
済自治体数（都道府県）

18都道府県 H23年度 47都道府県 R3年度

生物多様性に関する国際的な目標である愛知目標の達成にむけて、わが国の生物
多様性国家戦略2012-2020において国別目標及び関連指標を定めている。コロナ
禍によって、次期国家戦略の策定が遅れており、同戦略が改定されるまで、現行目
標を維持する。

4

全国の1/2.5万地形図面数
に対する植生図整備図面
数の割合[整備図面数/全
国土図面数]

国土の35％ H18年度 100% R5年度

生物多様性国家戦略2012－2020等において、国土の自然環境の基本情報図であ
る縮尺1/2.5万の植生図については、国土の可能な限り広い面積を整備するなど早
期の全国整備を進めると記されており、再生可能エネルギーポテンシャル把握等の
基礎データとして早期の整備が求められているなど、令和5年度までに全国での整
備が完了するよう進める必要があるため。

3

生物多様性国家戦略
2012-2020に定める我が国
の国別目標の関連指標の
改善状況

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
国際分担金等経費
（昭和54年度）
(関連：28-㉒、28-㉓)

251
（251）

253
（251）

250
(249)

436 5 195

(2)
生物多様性センター維持
運営費
（平成10年度）

88
（73）

93
(64)

117
(75)

85 1 196

(3)
自然環境保全基礎調査費
（昭和48年度）

73
（63）

55
（53）

69
(68)

60 3,4 197

(4)
地球規模生物多様性モニ
タリング推進事業費
（平成15年度）

309
（309）

322
（322）

305
(289)

297 3 198

(5)
地球規模生物多様性情報
システム整備推進費
（平成6年度）

97
（96）

89
(84)

101
(99)

88 3 199

(6)

生物多様性国家戦略推進
費（「生物多様性基本施策
関係経費」からの名称変
更）
(平成20年度)

36
（26）

36
（29）

28
(27)

31 1,2,3 201

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
国内の各生態系を対象として、全国約1,000か所において継続的なモニタリングを実施し、その変化を把握する。
東・東南アジア地域の生物多様性情報の整備、CITES掲載種分類学能力構築のための研修を実施する。
＜達成手段の目標＞
生物多様性の保全や地球温暖化等による影響評価等に資する基礎情報を収集・提供する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
我が国を代表とする生態系の現状と時系列・空間的変化をとらえ、科学的かつ客観的なデータを収集し、生物多様性保全施策に必要な科
学的基盤情報の整備・提供を行うことは、施策の達成すべき目標である「各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様
性に関する普及啓発などの取組を進める」ことに寄与する。また、東・東南アジア地域の生物多様性情報の整備や、同地域における能力
構築等の国際的な取組を通じて、自然資源の保全、地球規模の生物多様性の保全」に寄与する。

＜達成手段の概要＞
生物多様性情報システム(J-IBIS)等を引き続き整備し、WebGIS技術を用いた提供を行うなど生物多様性保全に係る情報の利活用を推進
する。
＜達成手段の目標＞
J-IBISの機能及び提供情報を拡充し、生物多様性に関する情報提供を積極的かつ速やかに実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
生物多様性情報システム(J-IBIS)は、我が国の生物多様性や自然環境に関するさまざまな情報を収集し広く提供することを目的として、構
築されたシステムである。
・生物多様性に関する情報収集をWebGISを用いた情報提供を行い、生物多様性保全に係る情報の利活用に貢献する。
・生物多様性に関する情報の拡充、親しみやすいWebコンテンツの見直しを行い国民への生物多様性に関する普及啓発に寄与する。

行政事業レビューが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
生物多様性条約第10回締約国会議で採択された愛知目標の達成に向け、平成24年9月に閣議決定された生物多様性国家戦略2012-
2020に基づき生物多様性関連施策の着実な推進を図る。特に生物多様性の認知度をあげることを目標に以下の施策を行う。
・生物多様性センターの維持運営に必要な施設維持管理を行う。
・文献等の資料、動植物標本及び生物多様性情報を収集・管理・提供する。
・生物多様性の保全に関する普及啓発を行う。
＜達成手段の目標＞
適切な施設の維持・運営、文献・標本・生物多様性情報等の収集・管理等、生物多様性の保全に関する普及啓発を行い生物多様性の認
知度を上昇させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・生物多様性に係る情報を発信する施設を適切に維持管理することで、生物多様性の保全に関する普及啓発に寄与する。
・生物多様性に関する資料・情報を収集・管理し、積極的に情報発信することで、生物多様性の保全に関する普及啓発を促進する。
・各種イベント等を通じて、生物多様性の保全に関する普及啓発に貢献することで生物多様性を社会に浸透させることにつながる。このこ
とは、施策の達成すべき目標である、「各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様性に関する普及啓発などの取組を
進める。」に寄与する。

＜達成手段の概要＞
自然環境保全法第4条に基づき、全国的な観点からわが国における自然環境の現状及び改変状況を把握し、自然環境保全等の施策を推
進するための基礎資料を整備・提供する。
＜達成手段の目標＞
自然環境に関する全国的な基盤情報を、継続的に収集・提供する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
全国的な観点から我が国における自然環境の現状及び改変状況を把握し、自然環境保全の施策を推進するとともに基礎資料を整備する
ことは、施策の達成すべき目標である、「各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様性に関する普及啓発などの取組
を進める。」に寄与する。
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(7)
「国連生物多様性の10年」
推進事業費
（平成23年度）

15
（15）

15
（14）

15
(17)

- 1 202

(8)
41

（40）
44

（37）
50
(18)

50 3,5

(9)

生物多様性及び生態系
サービスに関する科学政
策プラットフォーム推進費
（平成25年度）

38
(32)

39
(35）

39
(25)

35 3,5 212

(10)

サンゴ礁生態系保全対策
推進費（（旧）アジア太平洋
地域生物多様性保全推進
費のうち、アジア・オセアニ
ア重要サンゴ礁ネットワー
ク構築事業）
（平成30年度）

31
（29）

31
（31）

23
（23）

32 3,5
207

203

ポスト2020目標検討等調
査費
（平成31年度：中間評価を
ふまえた愛知目標達成方
策検討調査費）
(平成24年度：愛知目標の
実現に向けたCOP10主要
課題検討調査費)
（平成23年度：ポスト2010
年目標の実現に向けた
COP10主要課題検討調査
費）

＜達成手段の概要＞
生物多様性条約COP15において新たな世界目標である「ポスト2020生物多様性枠組」を策定し、迅速に実施につなげるため、、事業者や
消費者等の民間部門における生物多様性保全への参画推進、遺伝資源へのアクセスと利益配分に関する名古屋議定書の国内措置の着
実な実施、生物多様性の経済価値評価、資源動員戦略の検討等が不可欠となっている。これらに関する課題を整理し、ポスト2020生物多
様性枠組の議論に積極的に貢献するとともに、その実現に向けてステークホルダーの取組を促進していくことを目的とする。
＜達成手段の目標＞
・経済社会における生物多様性の保全と持続可能な利用の主流化を図るべく、生物多様性の保全と持続的利用に向けた事業者の取組に
関する情報収集・発信を行い、経済社会における生物多様性の保全等の促進につなげる。
・今後の課題について検討するために、生物多様性を対象とした経済的価値の評価に係る国内外の情報収集を行う。
・名古屋議定書の国内措置の効率的かつ効果的な実施。
・生物多様性に係る条約関連会合の議論への我が国の意見のインプット。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・説明会の実施、特設ウェブサイトの運用・保守、諸外国法令の翻訳等を行い、名古屋議定書の国内措置の普及啓発及び実施を支援す
る。
・個々の事業者によるサプライチェーンも考慮した自主的な取組の促進を図るとともに、事業者間及び多様な主体間の連携・協働を促進す
ることにより、民間部門における自発的な生物多様性の取組が推進され、自然環境の保全に寄与する。
・生物多様性に関する国際規格（ISO）、自然関連財務情報タスクフォース（TNFD）等の議論に貢献するとともに、ガイドラインの策定等によ
り国内の事業者の取組を支援する
・生物多様性が有する価値を経済的な評価により可視化し、評価結果等を活用して生物多様性の重要性についての普及広報等を推進す
ることで、生物多様性の主流化に貢献する。
・資源動員目標の達成方策の検討を進めることにより、各種生物多様性保全施策の実施に寄与する。
・生物多様性に係る条約関連会合への専門家の派遣により、議論の進展に貢献する。

＜達成手段の概要＞
主要なセクターの参画を得て設立した「国連生物多様性の10年日本委員会」により、各セクターや地域における取組のサポート、セクター
間の連携促進、国民的理解と参画の増進、生物多様性国家戦略改定へのインプット、他国の委員会とのネットワークを構築する。
＜達成手段の目標＞
・「国連生物多様性の10年日本委員会」における後半5年の目標と取組をまとめたロードマップに基づき、各取組を更に推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・「国連生物多様性の10年日本委員会」の事業を実施・推進することで、「生物多様性」に関する国民的な認知度向上、理解増進につなが
る。このことは、施策の達成すべき目標である、「各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様性に関する普及啓発など
の取組を進める。」に寄与する。
・生物多様性に関する各セクターの取組を後押しすることで、生物多様性の保全と持続的な利用を促進し、生物多様性を社会に浸透させ
ることにつながる。このことは、施策の達成すべき目標である、「各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様性に関す
る普及啓発などの取組を進める。」に寄与する。

＜達成手段の概要＞
・生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム（IPBES）の活動に係る国内連絡会等を開催する。
・既存の観測データ、調査結果の収集・提供を行う。
・日本人専門家をIPBESの総会、学際的専門家パネル会合、タスクフォース及び専門家グループ会合、地球規模生物多様性情報機構
（GBIF）の会議へ派遣し、評価報告書等の成果物への知見提供・情報収集等を行う。
＜達成手段の目標＞
・日本人専門家間での情報共有を推進する。
・収集した観測データ、調査結果がIPBESの情報基盤となる。
・IPBESやGBIFの成果物に日本の知見が反映される。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・評価及び予測結果について広く広報や啓発を行うことにより、生物多様性・生態系サービスと暮らしのつながりについての理解を深め、
生態系等の重要性が認識され保全や持続可能な利用に向けた取組の一層の推進を図ることで、「各種施策に必要な情報の収集・整備・
提供、国民への生物多様性に関する普及啓発」に寄与する。
・IPBESやGBIFの成果物に日本の知見が反映され、地球規模及び我が国の施策検討の基礎となる科学的知見の深化等が進むことによ
り、「国際的枠組への参加を通じて、自然資源の保全、地球規模の生物多様性の保全を図る」ことに寄与する。

＜達成手段の概要＞
・東アジア地域のサンゴ礁生態系のモニタリングを推進し、保全事例に役立てる。
・「サンゴ礁生態系保全行動計画2016-2020」の最終評価を行い、次期行動計画を策定する。
＜達成手段の目標＞
・地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク（GCRMN）東アジア地域のモニタリング体制及び情報共有メカニズムを強化する。
・「サンゴ礁生態系保全行動計画2016-2020」について、計画期間内の取り組みと目標の達成状況を評価し、その評価を踏まえた次期計
画を策定することで、サンゴ礁生態系の効果的且つ効率的な保全を促進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・サンゴ礁生態系保全を促進し、生物多様性国家戦略2016-2020及びポスト2020生物多様性枠組に掲げられているサンゴ礁生態系保全
に関する目標の達成に寄与する。
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(11)
森林・乾燥地・極地保全対
策費
（平成23年度）

29
（12）

31
（28）

30
（21）

26 5 209

(12)
アジア保護地域イニシア
ティブ構築推進事業
（平成25年度）

26
（19）

24
（20）

19
（8)

19 5 203

(13)

地域における対策・活用推
進のための要注意鳥獣等
（クマ等）監視業務
（平成27年度）

0 0 0 0 3 -

(14)

生物多様性保全推進支援
事業
（平成20年度）（関連：29-
〇）

95
（90）

136
(129）

136
（128）

172 3 213

(15)
気候変動適応計画推進の
ための浅海域生態系現況
把握調査

15
（12）

13
（12）

13
(11)

12 3 206

(16)
自然生態系を基盤とする
防災減災推進費
（令和2年度）

- -
80
(1)

80 3 253

(17)
生物多様性の主流化推進
事業費
（令和3年度）

- - - 15 1 新21-0011

1,144
(1,067)

1,181
(1,109)

1,275
(1,059)

1,438

＜達成手段の概要＞
　我が国を含むアジアにおける保護地域の管理水準の向上のため、第1回アジア国立公園会議（平成25年11月、仙台市）や第6回世界国
立公園会議（平成26年11月、オーストラリア）の成果を踏まえ、我が国がリーダーシップを発揮してアジアにおける保護地域に係る連携の
ための枠組みを構築し、こうした枠組みに基づき国立公園等の保護地域の管理手法等に関する取組事例の共有や能力開発等の事業を
実施する。
＜達成手段の目標＞
　アジアにおける愛知目標の達成を含めた生物多様性条約に基づく取組の推進に資するため、アジアにおける国立公園等の保護地域に
係る連携のための枠組を通じた活動を通じ、ポスト2020目標も見据えつつ、アジアにおける保護地域の管理水準の向上を目指す。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　各国の愛知目標達成に向けた取組が推進されるとともに、我が国の生物多様性分野での国際的なリーダーシップの発揮とパートナー
シップの強化を図ることにより、施策の達成すべき目標「国際的枠組みへの参加を通じて、自然資源の保全、地球環境の生物多様性の保
全を図る」に貢献する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
生態系や農林水産業などへの被害が甚大化している要注意鳥獣（クマ等）などについて生息状況調査を行い、今後の生息分布を予測す
る。
なお、平成30年度より、自然環境保全基礎調査費と一体的に実施することにより、より効率的・効果的な事業の実施を目指す。
＜達成手段の目標＞
要注意鳥獣（クマ等）７種の生息情報を収集し、分布状況を明らかにし、公開する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
平成30年度より、「自然環境保全基礎調査費」と一体的に実施することにより、施策の達成すべき目標である、「各種施策に必要な情報の
収集・整備・提供、国民への生物多様性に関する普及啓発などの取組を進める。」により効率的・効果的に寄与する。

＜達成手段の概要＞
地域における生物多様性の保全・再生（特定外来生物防除対策、重要生物多様性保護地域保全再生、広域連携生態系ネットワーク構
築、地域民間連携促進活動、国内希少野生動植物種生息域外保全、国内希少野生動植物種保全、特定外来生物早期防除計画策定、里
山未来拠点形成支援事業）に資する先進的・効果的活動を支援する。
＜達成手段の目標＞
国の生物多様性の保全上重要な地域における保全活動を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本達成手段は地域における生物多様性の保全・再生（特定外来生物防除対策、重要生物多様性保護地域保全再生、広域連携生態系
ネットワーク構築、地域民間連携促進活動、国内希少野生動植物種生息域外保全、国内希少野生動植物種保全、特定外来生物早期防
除計画策定、里山未来拠点形成支援事業）に資する活動を推進するものであり、施策の目標の達成に直接的に貢献する。

＜達成手段の概要＞
浅海域生態系の現状把握調査を行い、沿岸域生態系における気候変動の影響評価等を行うことで、適応策の検討及び推進等に資する
基盤的情報を整備・提供する。
＜達成手段の目標＞
サンゴ群集の分布状況について把握する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
サンゴ礁の分布等を把握し、分布図の整備・提供を行うことは、施策の達成すべき目標である「各種施策に必要な情報の収集・整備・提
供、国民への生物多様性に関する普及啓発などの取組を進める」ことに寄与する。

行政事業レビューが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
・世界の森林の生物多様性保全、砂漠化対処に関する普及啓発等を実施する。
・南極地域の環境保全に関する国際的枠組みの遵守とその発展に向けた自然資源の総合的な保全・管理を担保する。
＜達成手段の目標＞
・世界の森林の生物多様性の保全を図るための普及啓発を実施することで海外森林の生物多様性保全活動が継続的に促進される。ま
た、砂漠化/土地劣化に対処するため、乾燥地における持続可能な牧草地管理のための住民参加による計画・管理モデルの普及浸透を
図ることで、締約国としての国民意識が向上する。
・南極地域の環境実態把握モニタリングの実施により南極観測において環境配慮が促進される。南極環境保護法に基づく手続きやその変
更の更なる周知徹底を行うことで法的手続きの遺漏を防止する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・生物多様性条約、国連森林フォーラムや砂漠化対処条約等の国際的取組の進展への貢献をすることで、世界の森林及び乾燥地域にお
ける生物多様性の保全等に寄与する。
・南極地域の保全により国際的枠組への参加を通じた地球規模の生物多様性保全に寄与する。
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（環境省Ｒ３－２２）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

－ － － － － － －

26 26 26

11地区
(100%)

9地区
100%

7地区
100%

6地区
100%

100% 100% 100%

10地区
(91％)

8地区
(89％)

5地区
(71％)

－ － － 6,994 - － －

2,830 － －

4
生物多様性の保全に係る
各種取組の状況

5 保護区の管理状況

生物多様性国家戦略2012-2020
自然再生推進法
自然公園法
生物多様性地域連携促進法
自然環境保全法

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－２　自然環境の保全・再生 担当部局名

自然環境局
自然環境計画課

国立公園課

作成責任者名
(※記入は任意）

堀上勝（自然環境計
画課長）
熊倉基之（国立公園
課長）

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
原生的な自然及び優れた自然の保全を図り、里地里山などの二次的な自然や藻場・干潟等についてその特性に応じた
保全を図るとともに、過去に失われた自然を積極的に再生する事業を推進することで、自然環境の保全・再生を図る。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標

・原生的な自然環境、里地里山などの二次的な自然、干潟などの生態系を地域の特性に応じて
保全、維持管理する。
・国内の世界自然遺産登録地について、世界遺産として認められた価値を将来にわたって保全
するため順応的な保全管理を推進するとともに、国内候補地の新規登録を目指す。
・過去に損なわれた自然について、地域の多様な主体による自然再生の取組を支援することで、
自然環境の保全・再生を推進する。
・生物多様性保全について先進的・効果的な取組を支援することで、今後の保全活動の推進に
繋げる。
・国立公園の保護と利用の好循環を図るとともに、自然状況や社会状況、風景評価の多様化等
の変化をふまえ、国立・国定公園の区域及び公園計画について、着実に見直しを行い、適切な保
護管理を行う。

目標設定の
考え方・根拠

自然再生協議会の数 26 R2年度 30 R7年度

測定指標 基準値 目標値

生物多様性国家戦略2012-2020において、「自然再生の着実な実施」を掲げてお
り、その数値目標として用いていた指標及びその後の状況を踏まえて設定している
ため。

3

三陸復興国立公園（平成
24年度までは陸中海岸国
立公園）の利用者数（千
人）

458 H23年度 6,994 R3年度

　三陸復興国立公園の創設を始めとする様々な取組によって、当該公園を訪れる者
が増加することは、観光拠点の復旧・復興が進んでいると考えられることから、測定
指標として「三陸復興国立公園利用者数」を選定した。なお、目標値は、元々令和2
年度における利用者数を震災以前の水準（6,994千人以上）にすることとしていた
が、コロナ禍を踏まえ、令和3年度までとしている。

2

1

生物多様性の保全の
ための必要な取組の推
進

-
里地里山等の地域の特性に応じた保全を図るとともに、過去に損なわれた自然の再生、生物多様性保全の先進的・効果的な取組の支援を行うなど、生物多様性の保全
のための必要な取組を推進することにより、生物多様性の保全と自然との共生の推進に資するため。

保護区の適切な保護・
管理

-
原生自然環境保全地域や国内の世界遺産登録地、国立・国定公園地域において、適切な保護管理を行うことにより、生物多様性の保全と自然との共生の推進に資する
ため。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

当該年度を終期とする国
立・国定公園の点検等見
直し計画の達成率

- - 100% 毎年度

国立・国定公園区域及び公園計画の見直しを着実に実施することが目標の達成に
寄与するため、測定指標として選定した。なお、目標値は、各国立・国定公園の点検
状況及び地域の実情を踏まえ、年度始めに見直しが必要な地区を見直し計画として
定め、目標値を設定することとしている。

目標年度

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
原生的な自然環境の危機
対策事業
（平成22年度）

5
(5）

6
（5）

6
（6）

6 5 211

(2)

生物多様性保全推進支援
事業
（平成20年度）（関連：29-
㉑）

95
（90）

136
(129）

136
（128）

172 4，5 213

(3)
自然再生活動推進費
（平成15年度）

10
(8)

11
（10）

9
（9）

11 1，4 208

(4)
国立・国定公園新規指定
等推進事業費
（平成25年度）

83
（89）

108
（90）

68
(57)

63 2,5 215

(5)
沖合海底自然環境保全地
域管理事業費
（令和2年度）

- -
180

（165）
40 5 252

(6)
特定地域自然林保全整備
事業費
（平成4年度）

6
（6）

6
（6）

6
（6）

6 5 219

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
自然環境保全地域等について、危機状況を把握するための調査を実施する。また、調査結果を分析・評価した上で、必要な対策を検討・
実施する。
＜達成手段の目標＞
自然環境保全地域等の危機状況の把握及び対策等を実施する（自然環境保全地域等の適切な保全管理）。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
自然環境保全地域等の危機状況の把握及び対策等を実施することにより、当該地域の適切な保全管理を実施することができ、これにより
原生的な自然環境の保全、維持管理の一層の促進に寄与する。

＜達成手段の概要＞
地域における生物多様性の保全・再生（特定外来生物防除対策、重要生物多様性保護地域保全再生、広域連携生態系ネットワーク構
築、地域民間連携促進活動、国内希少野生動植物種生息域外保全、国内希少野生動植物種保全、特定外来生物早期防除計画策定、里
山未来拠点形成支援事業）に資する先進的・効果的活動を支援する。
＜達成手段の目標＞
国の生物多様性の保全上重要な地域における保全活動を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本達成手段は地域における生物多様性の保全・再生（特定外来生物防除対策、重要生物多様性保護地域保全再生、広域連携生態系
ネットワーク構築、地域民間連携促進活動、国内希少野生動植物種生息域外保全、国内希少野生動植物種保全、特定外来生物早期防
除計画策定、里山未来拠点形成支援事業）に資する活動を推進するものであり、施策の目標の達成に直接的に貢献する。

＜達成手段の概要＞
自然再生推進法に基づく自然再生協議会の設立や自然再生を進めるための技術的課題の解決等の支援を行う。また、自然環境に関す
る専門的知識を有する学識経験者等による自然再生専門家会議を組織することにより、自然再生の技術課題の解決を図る。
＜達成手段の目標＞
地域の多様な主体による自然再生の取組を支援することによる、自然環境の保全・再生を推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
自然再生の技術課題の解決等の支援を行うことにより、自然再生推進法に基づく自然再生協議会の設立及びその取組の推進を図るもの
であり、施策の目標の達成に直接的に貢献する。

＜達成手段の概要＞
国立・国定公園の新規指定又は大規模拡張の候補地とされた地域について、利用計画を検討して土地所有者や地域の関係者等との調
整に必要な調査を行うとともに、その他の国立・国定公園についても、海域公園地区の指定を含め見直しに必要な自然環境や利用関係の
データ収集等の調査を行う。
＜達成手段の目標＞
国立公園の新規指定又は大規模拡張を推進する。海域公園地区の指定を含む公園区域及び公園計画の見直しを推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園の新規指定又は大規模拡張、海域公園地区の指定を含む公園区域及び公園計画の見直しの根拠となる自然環境や公園利用
に関するデータを収集することにより、関係者の理解を得ながら調整を進めることにより、点検等の見直しが円滑に進み、「自然状況や社
会状況、風景評価の多様化等の変化をふまえ、国立・国定公園の区域及び公園計画について、着実に見直しを行い、適切な保護管理」に
寄与する。

＜達成手段の概要＞
海洋基本法・海洋基本計画・生物多様性国家戦略・海洋生物多様性保全戦略に基づき、海洋の生物多様性保全を推進するため、沖合海
底自然環境保全地域の自然環境についてのモニタリングを行う。
＜達成手段の目標＞
沖合海底自然環境保全地域の自然環境の状況を把握し、今後の同地域の科学的・実効的な管理や特別地区の追加指定等の検討、継続
的なモニタリングを行うことで、沖合海底域の生物多様性及び生物資源を保全する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
沖合自然環境保全地域の自然環境の情報を継続的に把握することで、その情報を元にした適切な保護管理を行うことにより、生物多様性
の保全と自然との共生の推進に寄与する。

＜達成手段の概要＞
世界自然遺産地域等において、モニタリングのための機材や保全のための標識の整備・更新等を行う。
＜達成手段の目標＞
遺産地域等の基幹的施設の整備・更新（遺産地域等の適切な保全管理）
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
モニタリングのための機材や保全のための標識の整備・更新等を行うことにより、世界自然遺産地域等の適切な保全管理を実施すること
ができ、これにより地域の特性に応じた生態系の保全、維持管理の一層の促進に寄与する。
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(7)
生物多様性保全回復施設
整備交付金事業
（平成25年度）

46
(46）

124
(214）

38
（32）

25 4 225

(8)

日本の国立公園と世界遺
産を活かした地域活性化
推進費
（平成26年度）

389
（389）

436
（361）

450
(333)

410 5 215

(9)
地域循環共生圏構築事業
（平成28年度）

120
（109）

0 0 0 4 -

(10)
世界遺産保全管理拠点施
設等整備
（平成24年度）

9
（9）

11
(11）

699
（59）

675 5 220

(11)
国立公園内生物多様性保
全対策費（平成15年度）

100
(95）

102
（80）

114
（99）

101 5 216

(12)
日光国立公園「那須平成
の森」管理運営事業（平成
23年度）

33
（34）

34
(34)

36
（34）

34 5 217

＜達成手段の概要＞
国の自然環境を代表する自然特性を有する地域と生態学的に密接な関連を有する地域で、条例等に基づき指定された保護地域その他
重要な自然環境を有する地域として選定された里地里山、湿地等において、地方公共団体が行う地域の生態系の保全・回復を図るため
の生物の生息空間の整備事業のうち、先進的・効果的で全国的な観点から波及効果が期待される事業に対し、その工事に要する費用の
一部を補助する。
＜達成手段の目標＞
国の自然環境を代表する自然的特性を有する地域に隣接するなど生態学的に密接な関連を有する地域において、地方公共団体が実施
する生物多様性の保全・回復のための事業を促進することにより、地域の生物や生態系の有機的なつながりを確保する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域の特性を踏まえて地方公共団体が行う生物多様性の保全・回復のための事業の支援を通じて地域の生物や生態系の有機的なつな
がりを確保することにより、施策の達成すべき目標である、「生物多様性保全について先進的・効果的な取組を支援することで、今後の保
全活動の推進に繋げる。」に寄与する。

＜達成手段の概要＞
世界自然遺産の屋久島、白神山地、知床、小笠原諸島については、植生の変化、シカの食害、外来種の影響など長期的なモニタリングを
実施し、その結果を科学委員会を通じて対策に反映させる順応的な保全管理を一層充実させる。
また、国内候補地については、国際自然保護連合による勧告（令和3年5月）を受け、保全管理上の課題について適切に対応する。※登録
の可否については令和3年7月の世界遺産委員会にて審議予定。
＜達成手段の目標＞
順応的な保全管理体制の構築を図る（遺産地域等の適切な保全管理）。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
最新の科学的知見に基づく保全管理体制の強化などにより、遺産地域等の保全管理の質を高めるとともに、生物多様性保全の先進地域
としてのモデルを示し、これにより地域の特性に応じた生態系の保全、維持管理の一層の促進に寄与する。

＜達成手段の概要＞
我が国の生態系の種類毎にその恵みを定量評価するとともに、資金メカニズム、ナショナルトラスト、地域間連携、地域資源を活用した流
通システム、人材育成の環境づくり等資金や労力を確保する方策検討を行い、国民一人ひとりが、自然の恵みを実感し、自然の恵みを支
える気運を醸成するとともに、地域の自然資源のストック（自然資本）の持続的な管理手法とそれを支える仕組みを備えた「地域循環共生
圏」を構築する。
＜達成手段の目標＞
「地域循環共生圏」の構築を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
「地域循環共生圏」の構築により、地域の自立的な自然環境の保全・再生の推進に貢献する。

＜達成手段の概要＞
世界自然遺産地域を適切に保全管理し、遺産としての価値を維持することは、世界遺産条約国の責務である。新規に世界自然遺産登録
に向けた取組を進めている奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島について、保全管理や普及啓発等を担う施設整備のための調査・
設計を行う。
＜達成手段の目標＞
本施設を拠点として、世界遺産としての価値の維持を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
世界遺産としての価値の維持が図られていることで、世界遺産地域の適切な保全管理に大きく貢献する。

＜達成手段の概要＞
外来生物の侵入や里山の草刈り等の人為的な管理停止の影響により地域固有の生態系に影響が生じている地域において、生態系維持
回復事業計画等に基づき、効果をモニタリングしながら順応的な生物多様性保全施策を実施する。また、島嶼といった外来種の影響を受
けやすい脆弱な自然環境を有する地域において外来種の防除事業を継続する。さらに捕獲や採取等の規制対象となる動植物の見直し・
選定を行い、国立公園等の保護地域に生息・生育する絶滅危惧種等の動植物の保全を強化するとともに、利用調整を実施する。
＜達成手段の目標＞
国立公園等の保護上重要な地域において、過剰利用や生態系攪乱を防止し、生物多様性を保全する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
自然環境及び個々の生物種の保護による生物多様性の保全や、人と自然との共生等に寄与する。

＜達成手段の概要＞
平成23年5月の一般供用後の変化を継続的にモニタリングするとともに、有識者会議を開催し、自然環境の保全や利用のあり方、モニタリ
ングの体制構築について検討を行う。また、那須平成の森フィールドセンターや那須高原ビジターセンターを拠点として、ガイドツアーや自
然体験プログラムの実施、施設内展示、解説等を行うことにより、国民に対して、所管換の趣旨に沿った利用環境を国民に提供する。
＜達成手段の目標＞
国民が自然を体験し、自然を学び、自然と人間の共生の在り方を学ぶための利用環境を確保するとともに、多様な生物種が確認される豊
かな自然を引き続き保全し、国民が自然に直接ふれあえる場として活用するための体制を構築する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
豊かな自然の中で国民が自然を体験し、自然と人間の共生のあり方を学ぶための場所にふさわしい利用環境を環境省において確保・維
持していくことで、自然との共生の推進に資することに寄与する。

- 70 -



(13)
特定民有地買上事業費
（平成17年度）

600
（589）

562
（528）

610
(602)

585 5 221

(14)
国立公園管理計画等策定
調査費（平成18年度）

20
（14）

33
（27）

29
（19）

29 5 224

(15)

国立公園等民間活動特定
自然環境保全活動(グリー
ンワーカー）事業費（平成
13年度）

260
（251）

269
（246）

263
(261)

251 4 227

(16)
地方環境事務所電子政府
システム維持管理更新費
（平成15年度）

21
（16）

14
(13）

9
(9）

46 5 210

(17)
山岳環境保全対策事業
（平成25年度）

60
（60）

61
(14）

54
(53)

97 4 218

(18)
放射線による自然生態系
への影響調査費
（平成28年度）

14
（12）

14
（12）

14
(12）

14 4 200

＜達成手段の概要＞
国立公園等のうち自然環境保全上特に重要な地域であって、民有地であるために当該土地を買い取らない限り私権との調整上厳正な保
護管理を図ることができない地域を対象として、土地及びその上に所在する立木を含めて国が買上を行う。
本事業により取得した土地等については、国の行政財産として厳正な保護管理を図る。
＜達成手段の目標＞
国立公園等のうち自然環境保全上重要な地域内に所在し、生物多様性保全の観点等から保護の必要性が高い民有地の買上を行い、こ
れらの地域の保護管理の強化を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園等のうち自然環境保全上重要な地域内に所在し、生物多様性保全の観点等から保護の必要性が高い民有地の買上を行い、適
切な保護管理を行うことにより、生物多様性の保全と自然との共生の推進に寄与する。

＜達成手段の概要＞
自然公園法に基づき、各国立公園における地域の自然的・社会的条件を踏まえて、地域の合意形成を通じて「管理方針」及び「管理運営
計画」をとりまとめる。
＜達成手段の目標＞
各国立公園において、地域の特性に応じた適切な管理方針を作成し、適切できめ細やか、かつ円滑な国立公園の管理運営が実施される
ことで、自然との共生の推進に資することを目標とする。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
各国立公園を管理計画区として地域区分し、多様な地域の実情に即した、地域の関係者の連携を推進するための具体的な取扱方針等を
定めた「管理運営計画」等を作成し、地域の関係者と国立公園のビジョン等について共通の認識を持ち、国立公園の管理運営を協働によ
り進めていくことで、国立公園の適正な保護及び利用に寄与する。

＜達成手段の概要＞
国立公園等（国立公園、国指定鳥獣保護区、自然環境保全地域及びこれらと密接な関係にある周辺地域）の貴重な自然環境を有する地
域において、自然や社会状況を熟知した地元住民等を活用し、以下の①～④の事業を中心としたきめ細かな自然環境保全活動等を実施
する。
①野生生物の保護・保全、②環境美化、③登山道の整備、④景観の維持
＜達成手段の目標＞
国立公園等の貴重な自然環境を有する地域において、当該地域の自然環境や社会状況を熟知した地元住民等によって構成される民間
事業者等を活用し、国民ニーズや地域ニーズを把握した上で、野生生物の保護や歩道の維持・修繕等の活動を最も効率的かつ効果的に
実施し、国立公園管理やサービスのグレードアップを図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
生物多様性保全、国立公園等の管理やサービスのグレードアップが図られ、国民のニーズにも寄与する。

＜達成手段の概要＞
国立公園に係る各種申請等に対して効率的な処理を確保するため、「電子政府構築計画」に基づき、国立公園業務管理システムの適切
な維持及び必要な更新を実施する。
＜達成手段の目標＞
国立公園に係る申請届出手続のスピードアップ、行政サービス及び業務効率の向上を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園に係る申請届出手続のスピードアップ、行政サービス及び業務効率の向上を図ることにより、円滑な国立公園管理に寄与する。

＜達成手段の概要＞
山岳環境の保全や、中高年、女性登山者、訪日外国人旅行者の利用増加に対し、環境に配慮したし尿処理施設が整備されていない山小
屋等トイレを公衆トイレとして活用できるよう整備する。
＜達成手段の目標＞
公衆トイレとしても利用できる山小屋トイレの整備を行うとともに、国立公園等の山岳地域の優れた景観の保持及び自然環境の保全と適
正利用を推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当該事業を通じ、国立公園等をより魅力あるものとするとともに、観光地域として再生・活性化することに寄与する。

＜達成手段の概要＞
東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出された放射線による自然生態系への影響を把握するため、野生動植物への放射線の
影響を調査するとともに、関係機関や専門家と連携しながら情報収集に努める。
＜達成手段の目標＞
放射線による自然生態系への影響を把握する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
野生動植物への放射線影響に関する調査、関係機関等との連携や情報収集を実施することにより、放射線による自然生態系への影響を
把握することができ、これにより生物多様性の保全のための必要な取組の一層の推進に寄与する。
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(19)

三陸復興国立公園再編成
等推進事業費
（平成28年度から一般会
計）

25
（19）

29
（26）

28
(23）

0 3 249

(20)

鳥獣保護管理強化総合対
策事業費
（平成24年度）
（関連：30-㉓）

748
（710）

770
（659）

730
(596）

730 5 220

(21)
西之島総合学術調査事業
費
(平成29年度)

5
（5）

26
(28)

39
（0）

78 5 205

(22)

里地里山及び湿地におけ
る絶滅危惧種分布重要地
域抽出調査費
（平成30年度）

19
（15）

33
（27）

25
（25）

29 4 236

(23)

ポスト2020目標に向けた民
間取組を活用した新たな自
然環境保護のあり方の検
討費
（令和2年度）

- -
21

(16）
18 4 251

2,668
(2,571)

2,785
(2,520)

3,564
(2,544)

3,420施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

＜達成手段の概要＞
シカ等の野生鳥獣による深刻な生態系被害を受けている国立公園等の保全地域又は今後生態系被害が顕在化する可能性がある地域に
おいて、野生鳥獣の管理計画を策定するとともに、シャープシューティング等の先進的な捕獲法を導入しつつ捕獲を継続する。
＜達成手段の目標＞
生態系の現況把握、野生鳥獣による生態系の被害状況把握、対象種の生態特性把握、保全対象の優先度整理、捕獲体制の構築等を行
い、野生鳥獣の個体数密度を適正化するための基盤を構築する。また、並行して捕獲を進めることで、生態系被害を与える野生鳥獣の生
息頭数を適正化し、被害を終息させる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
我が国の生物多様性保全上重要な国立公園等において、野生鳥獣の適切な保護管理を行うことにより、生物多様性の保全と自然との共
生の推進に寄与する。

＜達成手段の概要＞
①自然環境に関する各分野の専門家による調査団を組織し、総合学術調査を実施。あわせて、学術的な検討会を実施し、調査計画の作
成や、調査結果に基づく当該地域の自然生態系の状況や学術的価値などについての分析・評価を行うとともに、モニタリング計画の策定
を行う。
②保護担保措置の検討に当たっての基礎的調査として、当該地域の生態系を脅かすリスクの把握や、原生的な自然を維持できる条件を
有しているかについて、実態調査や海外の事例も含めた情報収集を行う。
③①、②をもとに、西之島の保護のあり方についての検討を行い、保護の方針を決定する。
＜達成手段の目標＞
西之島の生態系の保護を図り、島嶼における進化の過程や生態系の形成過程を把握するためのモニタリングサイトとして厳正に管理す
る。このことにより、生態系の形成過程を一から観測できる貴重な区域としての価値を損なうことなく子孫に引き継ぐことが可能となり、生態
系の仕組みの解明等に資するとともに、自然再生、自然と共存した国土の合理的利用といった観点の技術的進歩に貢献する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
原生的な自然環境の生態系を地域の特性に応じて保全、維持管理することにより、生物多様性の保全と自然との共生の推進に寄与す
る。

＜達成手段の概要＞
重要里地里山及び重要湿地に生息・生育する種の詳細情報を文献調査・現地調査（魚類は環境DNA分析技術を含む）によって拡充すると
ともに、絶滅危惧種分布重要地域を抽出する。
＜達成手段の目標＞
 絶滅危惧種分布重要地域を抽出することにより、自然再生等の保全対策等に活用する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本調査の成果は、自然再生等の保全対策や生息地等保護区の指定検討等の取組の基礎資料として有用であることから、施策の目標の
達成に貢献する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
自然公園の再編成による三陸復興国立公園の創設、長距離自然歩道（みちのく潮風トレイル）の路線設定、エコツアー等の公園利用プロ
グラムの作成、自然環境変化状況の把握のための基礎調査等の取組を実施する。
＜達成手段の目標＞
平成26年度中に三陸復興国立公園に南三陸金華山国定公園を編入、みちのく潮風トレイルの全線を平成31年度中に設定（開通）する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園の再編成については、自然環境を活かして復興していく基盤として寄与する。みちのく潮風トレイルの設定については、公園利用
者を増やし、地域観光の活性化に寄与する。
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（環境省Ｒ３－２３）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

－ － － － － － －

208種 259種 293種 356種 395種

- - － － － － 0頭

0.009頭 0.003頭 0.0004頭 0頭 －

－ － － － － － －

ニホンジカ
285万頭、
イノシシ
101万頭

ニホンジカ
277万頭、
イノシシ
90万頭

ニホンジカ
266万頭、
イノシシ
87万頭

ニホンジカ
256万頭、
イノシシ
80万頭

集計中

4 侵略的外来種の状況

5
適切な野生生物保護管理
の推進に向けた対策の実
施状況

－
外来種の情報収集を行い、対策の優先度の高い外来種を明らかにすることで、外来種による生態系への被害の防止を図るため。また、外来種の侵入経路の把握に努
め、より効率的な対策を進めるため。

野生生物の適切な保
護管理

－
鳥獣の保護・管理の担い手の確保・育成、国際希少野生動植物種の保存、遺伝子組換え生物対策、野鳥の高病原性鳥インフルエンザ等の発生状況の監視やモニタリン
グ等を総合的に推進することにより、野生鳥獣の保護・管理の強化に寄与するため。

種の保存法、鳥獣保護管理法、外来生物法、
カルタヘナ法

政策評価実施予定時期 令和4年8月

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－３　.野生生物の保護管理 担当部局名
自然環境局
野生生物課

作成責任者名
(※記入は任意）

中尾文子（野生生物
課長）

年度ごとの実績値

施策の概要
絶滅危惧種の生息状況等の調査による現状把握と国内希少野生動植物種の新規指定、保護・増殖による種の保存、野
生鳥獣の適切な保護・管理と狩猟の適正化、遺伝子組換え生物及び侵略的な外来生物への対策推進等による生物多様
性等への影響防止。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標
新たに種の絶滅が生じないようにするとともに、絶滅の危機に瀕している種の個体数の維持・回
復。野生鳥獣の適切な保護・管理。外来生物による在来生物や生態系への影響の防止。

目標設定の
考え方・根拠

国内希少野生動植物種の
指定数

- - 700種 R12年度

測定指標 基準値 目標値

絶滅危惧種の保全を効果的に推進するために、種の保存法に基づく国内希少野生
動植物種の新規指定や見直し等を行う必要があるため。

3

ニホンジカ・イノシシの生息
頭数の推定値（全国）を平
成23年度比で半減（イノシ
シは50万頭）
（推定は毎年度新しいデー
タを追加して実施。過去に
遡って推定値が見直される
ため、過去の推定結果も変
動する）

推定の中
央値
ニホンジカ
285万頭
イノシシ
105万頭
※令和2年
度に算出

平成23年
度

平成23年
度比で半
減
(ニホンジカ
134万頭、
イノシシ
50万頭)

R5年度
ニホンジカ・イノシシによる自然生態系等への影響が深刻であり捕獲の一層の強化
が必要であるため。

2

1

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

侵略的外来種とその定
着経路が特定され、優
先順位付けられ、優先
度の高い種が制御され
又は根絶される。

奄美大島におけるマングー
スの捕獲努力量あたりの
捕獲数（1000罠日当たりの
捕獲数）

- -
0頭

(毎年度減
少）

R4年度
特定外来生物による生態系への被害を防止するため、特に奄美大島において我が
国固有の希少野生動物への大きな被害を及ぼしている特定外来生物マングースを
科学的知見に基づき根絶する必要があるため。

別紙１別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
指定管理鳥獣捕獲等事業
費（平成26年度）

- - - - 3 0001

(2)
外来生物対策費
（平成16年度）

- - - - 4 232

(3)
外来生物対策管理事業地
方事務費
（平成18年度）

- - - - 4 239

(4)
特定外来生物防除等推進
事業費
（平成18年度）

- - - - 2，4 240

(5)
遺伝子組換え生物対策費
(平成16年度)

- - - - 4 234

(6)
希少種保護推進費
（平成5年度）

- - - - 1 227

(7)
トキ生息環境保護推進協
力費
（平成13年度）

- - - - 1 225

(8)
野生生物保護センター等
整備・維持費
（平成4年度）

- - - - 1 232

(9)
野生生物専門員活用事業
(平成19年度)

- - - - 1 237

(10)
希少野生動植物種生息地
等保護区管理費
（平成18年度）

- - - - 1 233

(11)
国際希少野生動植物種流
通管理対策費
（昭和61年度）

- - - - 5 228

(12)
鳥獣保護基盤整備費
（平成10年度、一部平成19
年度）

- - - - 5 224

(13)
鳥獣保護管理強化総合対
策事業費
（平成24年度）

- - - - 5 216

(14)
野生鳥獣感染症対策事業
費
（平成17年度）

- - - - 5 227

(15)

国指定鳥獣保護区管理強
化費
（昭和46年度、一部平成21
年度）

- - - - 5 232

(16)
国際分担金等経費
（昭和54年度）

251
（251）

253
（251）

250
(249)

436 5 0195

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円）

関連する
指標

達成手段の概要等
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(17)
アジア太平洋地域渡り鳥
及び湿地保全推進費
（昭和57年度）

- - - - 5 0208

(18)
野生鳥獣由来の人獣共通
感染症対策基盤事業

- - - 50 5 新21-0013

4,681
（4,150)

5,118
（4,752)

5,664
（5,211）

6,078

政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）
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（環境省Ｒ３－２４）

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

- - - - - - -

136千頭 114千頭 101千頭 92千頭 86千頭 -

- - - - - - -

83千頭 56千頭 43千頭 38千頭 33千頭 -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)

動物適正飼養推進・基盤
強化事業
（平成13年度　※総理府か
らの移管前においては昭
和52年度から）

１38
（134）

145
(123)

340
(29７)

291 1,2
0243
0254
0255

(2)
動物収容・譲渡対策施設
整備費補助
（平成21年度）

106
（104）

248
(178)

108
（103）

174 2 0244

244
（238）

393
（301）

448
(400)

465 　－

動物の愛護及び管理に関する法律第5条に基
づく動物愛護管理基本指針（平成18年10月31
日環境省告示第140号）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－４　動物の愛護及び管理 担当部局名
自然環境局
総務課動物愛護管理
室

作成責任者名
(※記入は任意）

長田啓（動物愛護管
理室長）

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
飼い主による終生飼養等の適正な飼養、動物取扱業の適正化、都道府県等に引き取られた犬猫の返還・譲渡等を推進
することにより、人と動物の共生する社会の実現を図る。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標
自治体における犬及び猫の引取り数の減少（減少傾向維持）、自治体における犬及び猫の殺処
分数の減少（平成30年度比50％減となる2万頭）

目標設定の
考え方・根拠

92千頭 H30年度 減少傾向維持 R12年度

測定指標 基準値 目標値

国等が取り組むべき動物愛護管理施策を定めている動物愛護管理基本指針におい
て、令和12年度までに目指すこととされているため。

2

自治体における犬及び猫
の殺処分数の減少（平成
30年度比50％減となる2万
頭）

38千頭 H30年度 20千頭 R12年度
国等が取り組むべき動物愛護管理施策を定めている動物愛護管理基本指針におい
て、令和12年度までに目指すこととされているため。

1
自治体における犬及び猫
の引取り数の減少（減少傾
向維持）

＜達成手段の概要＞
自治体に引き取られた犬及び猫を返還・譲渡に結びつけることが重要であることから、動物の収容及び譲渡のためのスペースの新築・改
築・増築にかかる費用を補助する。
＜達成手段の目標＞
自治体に収容された犬猫の返還・譲渡の推進
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
１頭でも多くの犬及び猫を元の飼い主へ返還及び新たな飼い主へ譲渡する場を整備することで、殺処分数の減少に寄与する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
普及啓発、動物愛護センサス、基本指針の点検などの総合的な施策を実施
＜達成手段の目標＞
動物愛護管理施策の総合的な推進
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
動物の愛護と適正な管理について、国民の意識の向上を図るとともに、動物の取扱状況の実態等について継続的に調査及び評価を行う
ことで課題の着実な解決と更なる効果的な施策の展開につなげる。

別紙１
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（環境省Ｒ３－２５）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

- - - - - － －

895,010 909,082 905,138 893,110 -

- - - - - - －

5(12) ０（12） 3（15） 2（17） 1（18）

686,000 684,000 679,000 676,000 667,000 － －

684,096 679,732 676,267 667,549 －

365,236 362,752 371,145 375,223 － － －

359,160 367,470 371,508 369,150 -

- - - - - － －

16 17 18 19 20

－ － － － － 12 －

11 12 12 12 12

- - - - - 設定不能 設定不能

564万人 600万人 694万人 667万人 93万人

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－５　自然とのふれあいの推進 担当部局名

自然環境局
国立公園課

国立公園利用推進室

自然環境整備課

作成責任者名
(※記入は任意）

熊倉基之（国立公園
課長）
岡野隆宏（国立公園
利用推進室長）
佐藤邦雄（自然環境
整備課長）

施策の概要
豊かな自然とのふれあいや休養などの国民のニーズに応えるため、持続可能な自然資源の保全を図りつつ、安全で快適
な自然とのふれあいの場の提供やふれあい活動をサポートする人材の育成を行う。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標
安全で快適な自然とのふれあいの場を提供しつつ、ふれあい活動をサポートする人材を育成す
ることでエコツーリズムを推進し、自然とのふれあいの質の向上を図る。また、貴重な自然資源で
ある温泉の保護と適正な利用を図る。

目標設定の
考え方・根拠

自然公園法
エコツーリズム推進法
エコツーリズム推進基本方針
温泉法

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

全体構想の認定数が増加することは、エコツーリズムの推進に直接的に結びつ
き、自然と人の共生について国民の意識の向上を図ることに繋がる。

1
自然公園の年間利用者数
の推移（千人）※暦年

- - - -
自然とのふれあいの機会を増加させるため、自然公園の年間利用者数を評価す
る。

2
エコツーリズム推進法に基
づく全体構想の認定数（括
弧内は累計）

- H20年度 （47） R10年度

-

温泉の自噴湧出量（L/分） 651,265 S45年度
前年度の
水準を
維持

-

- R7年度
自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生を図るため、国立公園におけ
る自然再生事業推進のための実施計画数を評価する。

6
国指定鳥獣保護区におけ
る保全事業実施計画数

-

温泉資源が保護され、適正に利用されているかは自然の産物である「温泉の自噴
湧出量」を把握することで定量的に把握することが可能となるため。

4
国立公園・国民公園年間
利用者数の推移（千人）

- -
前年度比

１%増
自然とのふれあいの機会を増加させるため、国立公園・国民公園の年間利用者数
を評価する。

3

- 12 R3年度
自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生を図るため、国指定鳥獣保護
区における保全事業実施計画数を評価する。

5
国立公園における自然再
生事業推進のための実施
計画数

- 22

・政府の「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき実施している「国立公園満喫
プロジェクト」において、新型コロナウイルス感染拡大を踏まえ国内外利用者をコロ
ナ影響前の水準に回復することを新たな目標を設定した一方、新型コロナウイルス
の影響により外国人観光客の入国について現時点で見通せず、現時点で今年度の
目標値として設定不能なため。

7
国立公園訪日外国人利用
者数

－ - 667万人 R7年度

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
エコツーリズム総合推進事
業費
（平成16年度）

7
（4）

7
（5）

5
（4）

4 2 245

(2)
自然公園等事業費等
（平成6年度）

12,890
（11,463）

17,935
（13,225）

集計中
（集計中）

7,768 4,5,6 247

(3)
温泉の保護及び安全・適
正利用推進事業
（平成18年度）

19
（17）

23
（19）

25
(19)

25 3 246

(4)
自然公園等利用ふれあい
推進事業
（平成19年度）

9
（9）

9
(7)

9
（5）

9 1,4    248

（5）

国立公園満喫プロジェクト
推進事業
（平成28年度補正）

380
（374）

512
（469）

540
(452)

540 1,4,7 218

13,305
(11,867）

18,486
(13,718）

集計中
（集計中）

8,346

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
エコツーリズム推進法に定められている国の責務である全体構想の認定、周知、技術的助言、情報収集、広報活動等を所管省庁と連携し
て実施する。
＜達成手段の目標＞
エコツーリズム推進全体構想認定数が各都道府県に1以上となるよう、エコツーリズムの推進を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エコツーリズムの推進を図ることで、持続可能な利用が図られる「自然と共生する社会」の実現に寄与する。

＜達成手段の概要＞
国立公園等において自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生を図るとともに、国立公園等の保護上及び利用上重要な事業
（登山道、避難小屋、木道、植生復元施設、山岳トイレ等の整備）並びに国民公園等の施設整備を実施し、維持管理を行う。
＜達成手段の目標＞
国立公園等における優れた自然風景地等の保護と、利用の増進を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
自然公園等事業を通じて、国立公園等における優れた自然風景地等の保護と利用を図るとともに、安全で快適な自然とのふれあいの場
の提供に寄与する。

＜達成手段の概要＞
温泉の保護や可燃性天然ガスによる災害の防止、温泉の適正利用等、温泉法の適正な執行を図るための調査を行う。
＜達成手段の目標＞
温泉法に基づき都道府県等が行う許可の判断基準等に関連する事項を策定し、技術的助言を実施することにより、温泉の保護及び適正
な利用を推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当該事業を通じて、温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止、温泉の適正利用を推進するとともに、安全で快適な自然とのふれあ
いの場の提供に寄与する。

予算額計（執行額）
（百万円）

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

<達成手段の概要>
国立公園等において、みどりの月間等における自然とのふれあい行事を実施するとともに、利用者指導等を行う自然公園指導員及び自
然解説等を行うパークボランティアの技術向上のために研修等を実施する。
<達成手段の目標>
自然とのふれあいの機会・情報の提供等により、自然環境保全に関する理解の深化、各種取組への意欲の増進、適正利用の促進等を図
る。
<施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容>
自然とのふれあいの機会及び情報提供等は直接的に自然とのふれあいを推進することに寄与する。

生物多様性国家戦略2012-2020、観光ビジョン実現プログラム2021

＜達成手段の概要＞
政府の「明日の日本を支える観光ビジョン（平成28年3月）」に基づき、国立公園を世界水準の「ナショナルパーク」としてブランド化するた
め、「国立公園満喫プロジェクト」として、先行する11公園を中心に、保護すべきところは保護しつつも、利用の推進を図るための取組を推
進する。また、これらの成果を他の国立公園全体に展開する。
＜達成手段の目標＞
 2025年までに国内外の国立公園利用者数を新型コロナウイルスの影響前に回復させる（令和3年度は目標設定不能）。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園の持続可能な利用を促進し、利用による地域への経済的効果の波及に伴い、地域に観光資源としての自然環境の価値を認識し
てもらうことで、自然との共生の推進に寄与する。

関連する
指標

達成手段の概要等
達成手段

（開始年度）
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（環境省Ｒ３－２６）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

－ - － － － 6,994 －

2,850 2,770 2,827 - -

- - - - - - －

1,383 1,430 1,466 - -

- - - - - - －

213 227 50 15 13

4
捕獲数を前年度実績値以
上とする。

　被災地を南北に繋ぎ交流を深めるため、総延長約1,000kmの長距離自然歩道「み
ちのく潮風トレイル」（以下「トレイル」）の路線設定を進めており、トレイルを歩く者が
増えることは、地域内外の交流を生み、地域の活性化にも資すると考えられる。歩く
ものの増減傾向を把握する測定指標として、トレイルの踏破者の申し出に対し、一
部市町村が構成する協議会が実施している「踏破認定制度」における認定証の年
間発行数を指標とした。
　平成30年までは踏破認定の対象が一部の区間のみであったが、令和元年度の全
線開通に伴い、全線踏破を対象とした新たな踏破認定制度を創設した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

イノシシ等を安全かつ
効率的に捕獲し、被害
軽減に寄与する生息状
況を目指す。

－
帰還困難区域内等においてイノシシ等の野生鳥獣を捕獲することにより鳥獣等の被害を軽減することは、帰還後の住民の生活環境を整備することに直結し、東日本大震
災からの復興に寄与するため、イノシシの個体数の削減（捕獲した頭数）を測定指標とする。

3
みちのく潮風トレイル踏破
認定証の発行数（人）

　三陸復興国立公園の創設を始めとする様々な取組によって、当該公園を訪れる者
が増加することは、観光拠点の復旧・復興が進んでいると考えられることから、測定
指標として「三陸復興国立公園利用者数」を選定した。なお、目標値は、元々令和2
年度が目標年度であったが、コロナ禍の事情を踏まえ、令和3年度目標として、利用
者数を震災以前の水準（6,994千人以上）にすることとしている。

2
三陸復興国立公園内の利
用拠点（集団施設地区）の
年間利用者数（千人）

2,975
H17～H21

年度
2,975 R3年度

　被災した既存施設の復旧や観光地の再生に資する復興を図るため、三陸復興国
立公園内の利用拠点（集団施設地区）での震災前5年間の平均年間利用者数
（2,975千人）を目標値として評価する。なお、同目標値は、元々令和2年度が目標年
度であったが、コロナ禍の事情を踏まえ、令和3年度目標として、再度設定する。

1

三陸復興国立公園（平成
24年度までは陸中海岸国
立公園）の利用者数（千
人）

458 H23年度 6,994 R3年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
地域の自然資源等を活用した三陸復興国立公園の拡張、被災した公園事業施設の復旧や復興のための整備に取り組
む。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標
三陸復興国立公園の創設を始めとした様々な取組を通じて、森・里・川・海のつながりにより育ま
れてきた自然環境と地域のくらしを後世に伝え、自然の恵みと脅威を学びつつ、それらを活用し
ながら復興する。

目標設定の
考え方・根拠

・東日本大震災からの復興の基本方針（平成
23年7月29日　東日本大震災復興対策本部決
定）
・「復興・創生期間」における東日本大震災か
らの復興の基本方針（平成28年3月11日閣議
決定）
・三陸復興国立公園の創設を核としたグリー
ン復興のビジョン（平成24年5月7日　環境省）
・生物多様性国家戦略2012-2020（平成24年9
月28日閣議決定）
・自然公園法

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－６　東日本大震災への対応（自然環境の復旧・復興） 担当部局名

自然環境局
国立公園課

野生生物課

自然環境整備課

作成責任者名
(※記入は任意）

熊倉基之（国立公園
課長）
中尾文子（野生生物
課長）
佐藤邦雄（自然環境
整備課長）
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
三陸復興国立公園再編成
等推進事業
（平成23年度）（再掲）

－ － － － 1,3 －

(2)
放射線による自然生態系
への影響調査費
(平成25年度)（再掲）

－ － － － ― －

(3)
三陸復興国立公園等復興
事業
（平成24年度）

758
（726）

1,118
（1,046）

248
(236)

－ 2 0153

(4)

帰還困難区域内等におけ
る鳥獣捕獲等緊急対策事
業
（平成25年度）

416
(265)

416
（398）

418
(411)

414 4 0152

1,174
(991)

1,534
(1,444)

666
(647)

414 　－

＜達成手段の概要＞
・東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出された放射線による自然生態系への影響を把握するため、野生動植物への放射線
の影響を調査するとともに、関係機関や専門家と連携しながら情報収集に努めている。
＜達成手段の目標＞
・目標の設定無し
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・目標は設定していないが、放射線による自然生態系への影響把握・野生動植物への放射線影響に関する調査、関係機関等との連携や
情報収集を実施することにより、放射線による自然生態系への影響を把握することができる。

＜達成手段の概要＞
・安全・安心の観点から津波対策等の防災機能を強化しつつ、国立公園の集団施設地区、歩道等及び東北太平洋岸自然歩道の利用拠
点等において、被災した既存利用施設の復旧整備や、観光地の再生に資する復興のための整備を行う。
・三陸復興国立公園（平成25年度指定）における利用の回復・増進を図る。
＜達成手段の目標＞
・三陸復興国立公園内の利用拠点での震災前5年間の平均年間利用者数を目標とする。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・当該事業を通じて、国立公園事業施設の復旧・復興を図ることで、国立公園の利用の回復・増進を見込んでいる。

＜達成手段の概要＞
・帰還困難区域内等において、イノシシ等野生鳥獣の捕獲等を実施する。
・イノシシ等野生鳥獣による農業被害や生活環境被害等の軽減を図ることによって、住民の帰還に向けた環境整備の円滑な実施が見込
まれる。
＜達成手段の目標＞
・イノシシ等を安全かつ効率的に捕獲し、被害軽減に寄与する生息状況を目指す。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・帰還困難区域内等のイノシシ等野生鳥獣の生息状況を把握し、効率的かつ安全な方法で捕獲等を実施することにより、個体数の削減と
被害の軽減を図る。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
・自然公園の再編成による三陸復興国立公園の創設、長距離自然歩道（みちのく潮風トレイル）の路線設定、エコツアー等の公園利用プロ
グラムの作成、自然環境変化状況の把握のための基礎調査等の具体的な取組を実施した。
・平成26年度に三陸復興国立公園に南三陸金華山国定公園を編入、平成31年度にみちのく潮風トレイルの全路線を開通した。
＜達成手段の目標＞
・三陸復興国立公園の利用者数を震災以前の水準に回復することを目標とする。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・国立公園を再編成することで、自然環境を活かして公園利用者数を回復し、復興していく基盤とする。また、みちのく潮風トレイルを設定
することで、公園利用者を増やし、地域観光の活性化を図る。
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（環境省Ｒ３－２７）

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

- - - - － 設定不能 設定不能

490万人 564万人 600万人 694万人 667万人 93万人 －

－ － － － 5拠点 10拠点 14拠点

－ － － － 6拠点 14拠点 －

－ － － 8施設 24施設 40施設 40施設

－ － － 5施設 18施設 44施設 －

－ － － － 32施設 60施設 60施設

－ － － － 33施設 49施設 －

－ － － － - 180万 180万

－ － － － 117万 19万 －

- - - - － 8施設 －

－ － － － － 11施設 －

・明日の日本を支える観光ビジョン
・国際観光旅客税の使途に関する基本方針
等について（観光立国推進閣僚会議決定）
・自然公園法

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標５－７　国際観光資源の整備 担当部局名

自然環境局
総務課
国立公園課

国立公園利用推進室

自然環境整備課

野生生物課

作成責任者名
(※記入は任意）

関谷毅史（総務課長）
熊倉基之（国立公園
課長）
岡野隆宏（国立公園
利用推進室長）
佐藤邦雄（自然環境
整備課長）
中尾文子（野生生物
課長）

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
美しい国立公園等の自然を持続的に活用し観光資源の整備等により、国内外の旅行者の地域での体験滞在の満足度の
向上を図る。

政策体系上の
位置付け

５．生物多様性の保全と自然との共生の推進

達成すべき目標

2025年までに国内外の国立公園利用者数を新型コロナウイルスの影響前に回復させ、平成28年
3月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」に掲げる2030年訪日外国人旅行者数6,000
万人等の目標と「観光先進国」の実現に貢献する。目標を達成し、「観光先進国」の実現に貢献
する。

目標設定の
考え方・根拠

国立公園訪日外国人利用
者数

490万人 H27年度 667万人 R7年度

測定指標 基準値 目標値

・政府の「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき実施している「国立公園満喫
プロジェクト」において、新型コロナウイルス感染拡大を踏まえ国内外利用者をコロ
ナ影響前の水準に回復することを新たな目標として設定しているため。なお、新型コ
ロナウイルスの影響により外国人観光客の入国について現時点で見通せず、現時
点で今年度の目標値は設定不能。

3 利用施設の多言語化 － － 40施設 R3年度
・国立公園の利用拠点であるビジターセンター等の施設を中心として、スマホアプ
リ、QRコード等のICTを駆使し、現地の自然・文化・歴史がつながる奥深い多言語解
説を面的に充実させる目標を定めたもの。

2

1

－ － 60施設 R3年度

5
国立公園一括情報サイト
の訪問回数等（接触媒体
者数）

- -

滞在環境の上質化に取り
組んだ国立公園の利用拠
点数

－ - 14拠点 R3年度

・国立公園の利用拠点であるビジターセンター等の情報提供機能を強化することに
より、体験滞在の満足度向上やリピーターの増加等につながるため、機能強化の実
施施設数を目標として定める。
・自然を満喫できるアクティビティ等の情報を一元的に多言語で提供する機器等の
整備、VR等のデジタル技術を活用した国立公園の理解を深める情報提供施設等の
整備のいずれかを実施した場合には、1施設としてカウントする。

・利用拠点計画に基づき、滞在環境の上質化に向けて、民間活力導入を前提とした
廃屋撤去、インバウンド機能向上、文化的まちなみ改善の事業を実施することによ
り、国立公園利用者の体験滞在の満足度向上やリピーター増加に繋がることから、
目標値として設定した。

180万 R3年度

－

・訪日外国人に対して、効果的・効率的な国立公園の情報発信を行うため、JNTOグ
ロバールサイト内に国立公園の一括情報サイトを構築（H31.2）し、当該サイトを通じ
て情報発信を行うとともに、各種海外メディア等により国立公園の認知向上に寄与
する記事配信等を行っており、これらの情報発信に対するユーザーの閲覧状況を計
る目標を定めたもの。

4
ビジターセンター等機能強
化

6
国立公園におけるグランピ
ング等推進事業にて開発し
たグランピング件数

-
国立公園における上質な宿泊体験、アクティビティ、食事等を組み合わせたグランピ
ング等の推進により、体験滞在の満足度向上やリピーターの増加等につながるた
め、開発したグランピング件数を目標として定める。

- －

別紙１別紙１
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－ － － － － 16件 －

－ － － － － 6件 －

－ － － － － 20件 －

－ － － － － 16件 －

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
国立公園利用拠点滞在環
境等上質化事業
（令和元年度）

-
469

（431）
2,360
(1,883)

2,000 1,2 0271

(2)
国立公園多言語解説等整
備事業
（平成30年度）

250
（・・・）

637
（334）

828
(609)

998 1,3 0272

(3)
野生動物観光促進事業
（令和元年度）

-
272
（71）

415
（372）

0 1 0273

(4)
国立公園利用促進事業
（令和元年度）

-
524

（453）
639
(534)

170 1,4
0274

(5)
国立公園利活用促進円滑
化事業
（令和元年度）

-
440

（393）
110
(110)

0 1,5 0275

＜達成手段の概要＞
関係省庁等との連携の下、ＪＮＴＯグローバルサイト内に構築した国立公園サイトのコンテンツを拡充するとともに、このサイトを活用したデ
ジタルマーケティング等を通して、戦略的に日本の国立公園の魅力を海外に情報発信する。
＜達成手段の目標＞
国立公園一括情報サイトを中心とした情報発信等により国立公園の認知向上・誘客促進につなげる。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園一括情報サイトを中心としたデジタルマーケティング等を通して、戦略的なプロモーションノ実施に寄与する。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
利用拠点の関係者で作成する利用拠点計画に基づき、滞在環境の上質化に向けて、民間活力導入を前提とした廃屋撤去、インバウンド
機能向上、文化的まちなみ改善の事業を関係者の役割分担のもとで一体的に実施することにより、訪日外国人をはじめとする国立公園利
用者の体験滞在の満足度向上やリピーター増加につなげる。
＜達成手段の目標＞
滞在環境の上質化に取り組んだ国立公園の利用拠点数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業により国立公園利用拠点の滞在環境の上質化を進め、R2年度の目標は達成した。R3年度についても、R2年度までと同程度の目
標で取組を進める
＜達成手段の概要＞
国立公園のビジターセンターやその周辺の園地・歩道を中心に自然資源等の解説の多言語化対応を一体的に行うエリアにおいて、官民
連携の地域協議会等で磨き上げたコンテンツ等も含め、ＩＣＴ技術を活用した多様な媒体による多言語解説等整備や、WEBサイト、サイ
ネージ、セルフガイドアプリ等による総合的な魅力発信の取り組みを有機的に繋げて進めることで、より効果的に訪日外国人にとって魅力
ある地域づくりを進める。
＜達成手段の目標＞
多言語化した利用施設数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業により国立公園利用施設の多言語化を進め、R2年度の目標は達成した。R3年度についても、R2年度までと同程度の目標で取組を

＜達成手段の概要＞
地域での訪日外国人の体験滞在の満足度を向上させるため、野生動物を観察するためのルール作りやツアーのインバウンド対応の充
実、また、傷病個体を収容している野生生物保護センターの一般公開等の取組を推進し、野生動物を観察するツアーの充実を図っていく。

＜達成手段の概要＞
国立公園のビジターセンターにおいて、アクティビティ等の情報を多言語で提供する機器及び最新のデジタル技術を活用した疑似体験プ
ログラム等の導入を行う。
＜達成手段の目標＞
自然を満喫できるアクティビティ等の情報を一元的に多言語で提供する機器等の整備、VR等のデジタル技術を活用した国立公園の理解
を深める情報提供施設等の整備件数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園の利用拠点であるビジターセンター等の情報提供機能を強化することにより、国立公園の自然の魅力やアクティビティ情報等が
訪日外国人等に分かりやすく伝わり、滞在時間の延長や満足度の向上、リピーターの増加等につながる。

－ － － －

－

日本の国立公園等ならではの魅力ある自然・文化・歴史を楽しめるナイトタイムコン
テンツ造成等により、、体験滞在の満足度向上やリピーターの増加等につながるた
め、実施されたナイツタイムコンテンツ件数を目標として定める。

8
国立公園にて実施された
ナイトタイムコンテンツ件数

国立公園における地場産
品等の提供促進事業にて
開発した地場産品コンテン
ツ件数

－ - －
日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化の推進により、、
体験滞在の満足度向上やリピーターの増加等につながるため、開発した地場産品
コンテンツ件数を目標として定める。

7
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(6)
国民公園訪日外国人旅行
需要促進事業
（令和元年度）

-
0

（0）
550
(550)

- 1 0276

(7)
新宿御苑訪日外国人観光
促進事業（令和2年度）

- -
17
(16)

0 1
0284

(8)
京都御苑訪日外国人観光
促進事業（令和2年度）

- -
55
(55)

0 1 0285

(9)
国立公園におけるグランピ
ング等推進事業（令和2年
度）

- -
96

（77）
0 1, 6 0286

(10)

国立公園における地場産
品等の提供促進事業（令
和2年度）

- -
102
（33）

0 1, 7 0287

(11)
国立公園におけるナイトタ
イムの活用（令和2年度）

- -
133
(122)

0 1, 8 0288

＜達成手段の概要＞
日本の国立公園等ならではの魅力ある自然・文化・歴史を楽しめるナイトタイムコンテンツ造成等を支援。
＜達成手段の目標＞
実施されたナイツタイムコンテンツ件数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当該事業では国立公園等におけるナイトタイムの適切な自然資源活用を進めるものであり、事業の実施によって質の高いコンテンツを造
成し、コンテンツ体験者から好評価を得ることが出来た。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえれば目標達成への評価は難
しいと思料。

＜達成手段の概要＞
新宿御苑インフォメーションセンターをはじめとする既存施設を活用しつつ、苑全体を都心における情報発信拠点として総合的な国立公園
の情報発信の強化を図る。具体的には全国34の国立公園に関する見どころやアクティビティに関する映像や自然体験の機会等を通じ、旅
行中の訪日外国人等に対して、的確に日本の国立公園の魅力や利用情報を提供することで、国立公園への誘客を促進する。
＜達成手段の目標＞
訪日外国人利用者数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
主な設備や展示については、令和元年度にほぼ設置は完了しているものの、新型コロナウイルスの影響により、インフォメーションセン
ターのリニューアルオープンの延期や一部の映像コンテンツの制作スケジュールに影響が生じ、本事業を令和２年度に繰越しをすることと
なった。また、令和2年3月に実施予定であった国立公園体験型プロモーション（アクティビティ）についても中止するなど事業の活動全体に
支障が出た。そのため、目標達成への評価は難しいと思料。

＜達成手段の概要＞
新宿御苑における外国人利用者の満足度の向上、訪日外国人の誘客や滞在時間の増加へ寄与するため、ネイティブ監修による菊栽培
所や温室バックヤードなどの園内の魅力的なガイドツアーの造成を行う。また、江戸時代の武家屋敷地から始まり、明治時代の植物御苑
や皇室庭園としての役割を経て国民公園として親しまれてきた新宿御苑の400年に続く歴史・文化を最新技術を活用し展示・発信を行う。さ
らに、訪日外国人等の来園者がストレスフリーで快適に園内観光できる環境を整備するため、最新型トイレの導入を進める。
＜達成手段の目標＞
訪日外国人利用者数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
令和２年度中に基本計画を検討したものの、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い、その計画の決定遅延等により、令和３年度に繰越
し整備することとなった。そのため、目標達成への評価は難しいと思料。

＜達成手段の概要＞
京都御苑における外国人利用者の満足度の向上、訪日外国人の誘客や滞在時間の増加へ寄与するため、ICTを活用した苑内各所にあ
る歴史的遺構の解説、茶室など由緒ある建築物のリノベーションや体験型アクティビティや庭園ガイドの整備、広大な苑内において容易に
情報入手を可能とするためのデジタルサイネージの整備等の取組を進める。
＜達成手段の目標＞
訪日外国人利用者数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
令和2年度中に主たる調査設計は終了したものの、有識者との調整に不測の日数を要したなどにより、令和3年度に繰越し整備することと
なった。そのため、目標達成への評価は難しいと思料。

＜達成手段の概要＞
国立公園における上質な宿泊体験、アクティビティ、食事等を組み合わせたグランピング等の推進のため、事業立ち上げやトライアル実施
等を支援。
＜達成手段の目標＞
開発したグランピングの件数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業により、国立公園のにおけるグランピングのを促進し、R３年度は目標を達成した。

＜達成手段の概要＞
日本の国立公園ならではの「食」「お土産」の開発、高付加価値化等を支援。
＜達成手段の目標＞
開発した地場産品コンテンツ件数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）＞
当該事業では国立公園における「食」「お土産」の開発、高付加価値化を推進することで体験滞在の満足度向上やリピーター増加につなげ
るものであり、事業の実施によって質の高いコンテンツを造成し、コンテンツ体験者から好評価を得ることが出来た。一方で、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえれば目標達成への評価は難しいと思料。
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(12)

国立公園等の自然を活用
した滞在型コンテンツ創出
事業（令和3年度）

- - - 1,480 1 新21-0020

(13)

新宿御苑における訪日外
国人に向けたワーケーショ
ン対応等事業（令和3年度）

- - - 294 1,4 新21-0021

(14)

京都御苑魅力向上資源
アーカイブ事業（令和3年
度）

- - - 20 1 新21-0022

-
2,342

（1,682）
5,306

（4,359）
4,962

＜達成手段の概要＞
日本の国立公園等は、自然景観だけではなく、その自然の恵みを活かした地域独自の暮らしや文化・歴史も重要な魅力の一つで、外国人
利用者に対して提供できるコンテンツの磨き上げや、地域のテーマやストーリーも踏まえた複数のコンテンツを効果的に利用者への提供、
また、地域においてはコンテンツを提供できる体制・人材育成・計画作り・環境整備等が必要であり、それらの取組を実施する。
＜達成手段の目標＞
開発されたコンテンツ件数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当事業を実施することにより、訪日外国人利用者数の増加に寄与する。

＜達成手段の概要＞
新宿御苑の既存の休憩施設（中央休憩所等）を改修し、訪日外国人をはじめとした来園者のビジネスユース需要に対応するための全天候
対応型コワーキングスペースを設置する。また、新宿御苑に訪れる訪日外国人に対し、国立公園等の滞在型コンテンツやエコツーリズム
等の他、環境施策をPRする最新のデジタルコンテンツを整備し情報発信するとともに、日本の各地域への来訪意欲を促進する。
＜達成手段の目標＞
訪日外国人利用者数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当事業を実施することにより、訪日外国人利用者数の増加に寄与する。

＜達成手段の概要＞
京都御苑における外国人利用者の満足度の向上、訪日外国人の誘客や滞在時間の増加へ寄与するため、京都御苑の歴史や関連文化・
自然などに関するアーカイブを構築する。関連する組織や機関と連携・運営体制を構築しながら、アーカイブスデータのデジタル化を図り、
アーカイブを活用した体験型アクティビティやガイドの整備・充実等の取組を進める。
＜達成手段の目標＞
訪日外国人利用者数を目標として定める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当事業を実施することにより、訪日外国人利用者数の増加に寄与する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）
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（環境省Ｒ３－２８）

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

80 80 80 80 80 80 80

77 94 89 97 95 81 －

14 14 12 14 14 14 14

22 15 12 17 16 15 -

100 120 140 160 180 200 220

132 155 175 184 198 209 -

－

参加者の
フォロー

アップ及び
化学分析
の進捗

参加者の
フォロー

アップ及び
化学分析
の進捗

参加者に
調査を継
続いただく
ための取
組及び化
学分析の

進捗

参加者に
調査を継
続いただく
ための取
組及び化
学分析の

進捗

参加者に
調査を継
続いただく
ための取
組及び化
学分析の

進捗

参加者に
調査を継
続いただく
ための取
組及び化
学分析の

進捗

追跡調査、
詳細調査
及び化学
分析の実

施

参加者
追跡率
（97％）

金属類等
の化学分
析の実施

参加者
追跡率
（96％）

有機フッ素
化合物類
等の化学
分析の実

施

参加者
追跡率
（96％）

事業成果
の情報発
信及びフェ
ノール類化
合物類等
の化学分
析の実施

参加者
追跡率
（95％）

事業成果
の情報発
信及びフタ
ル酸エステ
ル代謝物
等の化学
分析の実

施

参加者
追跡率
（95％）

事業成果
の情報発
信及び残
留性有機
汚染物質
等の化学
分析の実

施

－

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標６－１　環境リスクの評価 担当部局名

環境保健部
環境安全課

環境リスク評価室

作成責任者名
(※記入は任意）

太田志津子（環境安
全課長）
田中桜（環境リスク評
価室長）

施策の概要 化学物質による人の健康や生態系に対する環境リスクを体系的に評価
政策体系上の

位置付け
６．化学物質対策の推進

達成すべき目標

・一般環境中の化学物質の残留状況を調査し、基礎資料として施策の策定に活用する。
・化学物質の環境リスク初期評価調査を実施し、環境を経由した化学物質による影響の未然防
止を図る。
・化学物質の内分泌系かく乱作用について調査研究を実施し、各化学物質が人の健康や生態系
に及ぼす影響について明らかにし、リスク評価を実施する。
・子どもの健康と環境に関する全国調査を実施し、次世代育成に係る健やかな環境の実現を図
る。

目標設定の
考え方・根拠

・化学物質環境実態調査のあり方に関する検
討会報告書
・中央環境審議会環境保健部会化学物質評
価専門委員会
・化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討
会
・子どもの健康と環境に関する全国調査基本
計画

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

・化学物質対策に係る関係課室から一般環境中における残留状況を把握するため
に調査要望のあった化学物質のうち、優先度の高いものを調査対象物質として毎年
度選定することが、「化学物質環境実態調査のあり方について」により定められてい
る。また、目標値は、過去の実績値を勘案して設定しており、今年度も同程度の水
準で着実に調査を実施することとしている。

1
化学物質環境実態調査を
行った物質・媒体数

- - 80 R3年度

過去の実績及び情報の収集・検討状況を踏まえ設定した。

3

内分泌かく乱作用に関し
て、文献等を踏まえ評価対
象として選定した物質数
（累積）

4
子どもの健康と環境に関す
る全国調査の進捗状況

－ -

2
環境リスク初期評価実施
物質数

- - 14 R3年度

R14年度

次世代育成に係る健やかな環境の実現を図るためには調査の推進が不可欠である
ため、「調査の推進」を測定指標としている。また、調査の推進には「参加者のデータ
の解析を行うことで、健康と環境の関連性を明らかにすること」が必要であるために
目標と設定している。さらに、目標を達成するためには、解析に係るデータの蓄積と
化学物質の分析が必須であるため、施策の進捗状況として参加者に調査を継続い
ただくための取組と化学分析の進捗を確認していくこととしている。

132 H27年度 220 R3年度

・化学物質の内分泌かく乱作用については、文献調査等を踏まえた評価対象物質
の選定数について、平成28年6月に「化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の
対応― EXTEND2016 ―」（EXTEND2016）で想定したレベルを実施することとしてい
る。

全国10万
組のデータ
解析を行
い、健康と
環境の関

連性を明ら
かにする。
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
化学物質環境実態調査費
（昭和49年度）

326
（305）

368
（341）

373
（301）

375 1 0307

(2)
化学物質環境リスク初期
評価推進費（平成9年度）

81
(74)

83
(79)

83
(80)

84 2 0257

(3)

環境汚染等健康影響基礎
調査費 ※　平成28年度ま
では化学物質の内分泌か
く乱作用に関する事業に係
る額を記載

201
(195)

226
(196)

226
(204)

223 3 0306

(4)

子どもの健康と環境に関す
る全国調査（エコチル調
査）
（平成22年度）

5,054
(4,913)

6,421
(6,396)

6,135
(6,049)

5,578 4 0305

5,662
（5,487）

7,098
（7,012）

6,817
(6,634）

6,260 　－

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
・一般環境中の化学物質による残留状況を把握し、各種化学物質関連施策に活用するため、関係課室からの要望物質について全国規模
の調査を実施する。
＜達成手段の目標＞
・80調査物質・媒体数の分析を実施し公表する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会の議論も踏まえ、着実に一般環境中の化学物質の残留状況調査を実施する。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

＜達成手段の概要＞
・化学物質の複合影響等についての知見の収集・分析を行うとともに、化学物質が及ぼす健康影響についての評価方法及びメカニズム解
明方法等についての検討を行う。
・化学物質の内分泌かく乱作用に関する評価等推進するため、必要な調査研究や試験法の開発、試験等を実施する。
＜達成手段の目標＞
・化学物質の複合影響等及について評価検討を行う。
・必要な調査研究や試験法の開発等の進展。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
・化学物質が及ぼす健康影響についての評価、メカニズム解明。
・各化学物質の内分泌かく乱作用を評価するための手法等を確立する。
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（環境省Ｒ３－２９）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

- - - - - - －

181 191 208 210 176

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

課題抽出、
試験法案
の検討

課題への対
応の検討、試
験法案の改
善

課題への
対応、試験
法案の検

証

試験法案
の検証・

OECDへの
提案準備

標準化の
ための

データ提供

SPSF案
の提出

－

試験法の
比較検討

試験法の
比較検討

課題への
対応、試験
法案の検

証

試験法案
の検証・

OECDへの
提案準備

標準化のた
めのデータ提
供 ・SPSF案
の作成

基準年度 目標年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

- - - - - - －

383,713 375,384 375,924 387,101 391,342 384,054

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

27以上 27以上 27以上 24以上 23以上 20以上 20以上

24 23 17 20 16 10

測定指標 基準 目標
施策の進捗状況（目標）
施策の進捗状況（実績） 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標６－２　環境リスクの管理 担当部局名

環境保健部
環境安全課

環境リスク評価室

化学物質審査室

作成責任者名
(※記入は任意）

太田志津子（環境安
全課長）
田中桜（環境リスク評
価室長）
久保善哉（化学物質
審査室長）

施策の概要

化学物質審査規制法（以下「化審法」という。）に基づく化学物質のリスク評価を着実に進めるとともに、化学物質排出把
握管理促進法（以下「化管法」という。）に基づくＰＲＴＲデータを円滑に集計・公表、活用することにより、PRTRデータ等を
活用したリスクコミュニケーションの推進を図り、もって環境リスクを低減し、人の健康の保護及び生態系の保全を図る。ま
た、化学物質の環境リスクに係る国民の理解を深める。

政策体系上の
位置付け

６．化学物質対策の推進

達成すべき目標
化審法に基づき、段階的なリスク評価を実施し、化学物質のリスク管理の推進を図る。化管法の
ＰＲＴＲ制度に基づき、事業者による自主的な化学物質管理を促進するとともに、対象物質の排
出状況等及び化学物質の環境リスクに関する国民の理解を深める。

目標設定の
考え方・根拠

化審法、化審法の一部を改正する法律案に
対する附帯決議、化管法、化管法に基づくＰＲ
ＴＲ制度

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

化審法においては、スクリーニング評価を行い、優先評価化学物質を指定した上
で、段階的にリスク評価を行う体系となっている。スクリーニング評価の対象となる
一般化学物質のうち、全国合計排出量10t超の物質（数は毎年変動）について、生
態毒性に関する有害性評価を着実に実施していくため。

1

化審法に基づくスクリーニ
ング評価において生態毒
性に関する有害性クラスを
付与したまたは見直した物
質数

－ H23年度 － -

化審法のリスク評価を加速化するため、既存の試験法では対応できない有害性評
価が困難な物質（難水溶性等）について、新たな試験法の開発が必要であるため。
※なお、経済協力開発機構（OECD）の国際会議等での議論や他国の動向も踏まえ
つつ、必要に応じ測定指標を見直す。

測定指標 基準値

2

有害性評価困難な化学物
質の試験法の開発を実施
及び国際機関に対する試
験法標準化のためのデー
タ提供

試験法の
調査・検討

H25年度
SPSF案の

提出
R3年度

目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

3
ＰＲＴＲ対象物質の環境へ
の総届出排出量・移動量
（ﾄﾝ）の把握

- - - -
化管法に基づくＰＲＴＲ制度において、事業者による化学物質の自主的な管理の改
善の促進の結果として、把握した対象化学物質（第一種指定化学物質）の総届出排
出量・移動量を指標として設定した。

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

4
化学物質アドバイザーの派
遣数

過去３年間
の実績の

中で最も多
い派遣実

績以上とす
る

-

過去3年間
の実績の

中で最も多
い派遣実

績以上とす
る（20 以

上）

-
PRTRデータ等を活用したより一層のリスクコミュニケーションの推進を図る観点か
ら、化学物質アドバイザーの派遣数を測定指標として設定した。派遣実績を過去3年
間の実績の中で最も多い派遣実績以上とすることを目標として設定した。
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基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

- -

過年度
データの解
析の実施・
次期調査
計画の見

直し

「人へのば
く露量調

査」の実施

「人へのば
く露量調

査」の実施

「人へのば
く露量調

査」の実施

「人へのば
く露量調

査」の実施

「人へのば
く露量調
査」の実
施・公表

（77人、69
物質を対
象として調

査）

「人へのば
く露量調
査」の実

施・公表80
人、69物質
を対象とし
て調査）

過年度
データの解
析の実施・
次期調査
計画の見
直し検討

「人へのば
く露量調

査」の実施

「人へのば
く露量調

査」の実施

「人へのば
く露量調

査」の実施

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
化学物質の審査及び製造
等の規制に関する法律施
行経費（平成16年度）

290
（248）

329
(316)

315
(315)

324 1 0255

(2)
化学物質緊急安全点検調
査費(平成25年度）

254
（249）

248
(227)

279
(171)

284 2 0256

(3)
PRTR制度運用・データ活
用事業
（平成11年度）

188
（143）

192
(172)

249
(190)

254 3,4 0258

(4)
化学物質の人へのばく露
総合調査事業費（平成10
年度）

94
(86)

95
(83)

96
(96)

96 5 0308

826
（726）

864
（798）

939
(772)

958

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
事業者から提出された製造・輸入数量や毒性試験データ等の資料に加え、届出物質・類似物質等に係る国内外の知見や生態影響に係る
専門家の意見を踏まえて分析し、必要な資料を取りまとめて化審法に基づくスクリーニング評価及びリスク評価を厚生労働省（人への毒
性）及び経済産業省（製造・輸入数量）と共同で実施する。
＜達成手段の目標＞
全ての一般化学物質等を対象に、化審法に基づくスクリーニング評価及びリスク評価を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
化審法に基づくスクリーニング評価の作業により、化学物質の有害性クラスが付与される。

＜達成手段の概要＞
既存の試験法では有害性評価が困難な物質（難水溶性等）について試験法の検討・開発等により、化審法に基づくスクリーニング評価・リ
スク評価を加速化する。
＜達成手段の目標＞
有害性評価が困難な物質の生態毒性試験法や評価手法等の検討を進める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
本事業により開発された試験法や評価手法等を用い、化審法のリスク評価を加速化するとともに、国際機関に対して試験法の標準化のた
めのデータを提供する。

＜達成手段の概要＞
化管法第5条に基づき事業者から届け出られるPRTRデータの円滑な集計・公表を行い、環境リスクの理解に有用な情報を提供するほか、
PRTRデータを環境リスクの管理やリスクコミュニケーションなどに幅広く活用する。
＜達成手段の目標＞
PRTRデータの集計・公表を着実に実施し、環境保全上の支障のさらなる未然防止に向けた検討を進める。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
化管法の見直しの答申（令和元年6月答申）を踏まえた対応を適切に実施する。とくに災害時も含めたPRTRデータの活用を地方公共団体
に促すため、PRTRデータの活用に係る好事例の発信、PRTRデータの活用に向けた取組を実施する。また、国民、行政、事業者のリスクコ
ミュニケーションを促進する手段として、化学物質アドバイザー制度の活用の促進に向けた同制度の充実を図る。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

-

化学物質の日本人のばく露状況を継続的に把握し、環境リスク評価及び化学物質
管理のための基礎情報を得ることが目標であることから、調査の進捗を測定指標と
して選定。

測定指標 基準 目標
施策の進捗状況（目標）

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

5
「化学物質の人へのばく露
量調査」の進捗状況

- - -
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（環境省Ｒ３－３０）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

12 16 16 16 13 11 -

16 14 20 13 11

2 4 6 8 - - -

2 4 5 7 8

－ － － － － 180 180

177 150 172 144 180

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
POPs（残留性有機汚染物
質）条約対応関係事業
（平成13年度）

208
（201）

223
(215)

229
（189）

239 1 0262

(2)
国際分担金等経費（平成
10年度）

- - - - 1,2,3 0261

(3)
化学物質国際対応政策強
化事業費（平成21年度）

- - - - 3 0263

(4)
水銀に関する水俣条約実
施推進事業（平成20年度）

- - - - 2 0264

736
(720)

769
（750）

778
(709)

715 　－

ＰＯＰｓ条約（残留性有機汚染物質に関するス
トックホルム条約）、水銀に関する水俣条約等
の化学物質関係の各条約

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標６－３　国際協調による取組 担当部局名

環境保健部
環境安全課
環境保健企画管理課
水銀対策推進室

作成責任者名
(※記入は任意）

太田志津子（環境安
全課長）
吉崎仁志（水銀対策
推進室長）

年度ごとの目標値
年度ごとの実績値

施策の概要
ＰＯＰｓ条約（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）や、水銀に関する水俣条約などの化学物質関連条約に
ついて、関連する施策を推進するとともに、ＯＥＣＤ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連携及び諸外国との国際協力を図り、化学
物質による地球規模の環境汚染を防止する。

政策体系上の
位置付け

６．化学物質対策の推進

達成すべき目標
化学物質関連条約に関する施策を推進するとともに、ＯＥＣＤ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連携を
図り、化学物質による環境リスクを低減させる。また、東アジア地域等を対象とした水銀対策など
の化学物質対策に係る国際協力により、地球規模の環境汚染を防止する。

目標設定の
考え方・根拠

－ － 11物質 R3年度

測定指標 基準値 目標値

・POPs条約対象物質及び候補物質について、「化学物質環境実態調査のあり方に
ついて」(平成22年3月）の調査対象物質選定要件に基づき設定した。

2
途上国等の水銀対策に係
るプロジェクトを形成･支援
した数（累積）

0 H27年度 - -

・水銀による環境リスクの低減のため、世界の水銀対策を推進するという施策目的
を踏まえ、途上国側のニーズを踏まえて我が国の技術･知見が活用されたプロジェ
クトへの貢献で評価するもの。
･平成26～28年度までに10ヶ国で調査を実施してきており、それぞれの国において
プロジェクトを形成･支援することを想定。1つのプロジェクトの形成に2年要すると仮
定し、目標年度を設定した。
・コロナウイルス感染症拡大の影響から海外渡航ができず、案件形成が難しい状態
であるため、R2年度から目標値を空欄としている。

1

POPs条約に基づく化学物
質モニタリングの進捗度
（一般環境中の測定を行っ
ているPOPs条約対象及び
候補物質群数）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・化審法、化管法等においてリスクが懸念される物質について、GHS（Globally
Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals; 化学品の分類およ
び表示に関する世界調和システム）に基づく環境危険有害性の分類を着実に実施し
ていくため、毎年度の分類物質数によってその進捗状況を把握する。特に、有害性
情報の更新を踏まえた昨今の再分類の実施状況に鑑み、平成28年度から「再分類
を含めた分類物質数」を新たな測定指標として設定している。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載

3
GHSに基づく環境有害危険
性分類を実施した分類物
質数（再分類を含む）

177物質 H28年度 180物質 -
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（環境省Ｒ３－３１）

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

－
要望に基

づき適切に
実施

要望に基
づき適切に

実施

要望に基
づき適切に

実施

要望に基
づき適切に

実施

要望に基
づき適切に

実施

要望に基
づき適切に

実施

5 6 10 5 8 7 -

－
事業対象
者に適切
に交付

事業対象
者に適切
に交付

事業対象
者に適切
に交付

事業対象
者に適切
に交付

事業対象
者に適切
に交付

事業対象
者に適切
に交付

149 147 147 145 145 144 -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
茨城県神栖市における有
機ヒ素化合物汚染等への
緊急対応策（平成15年度）

467
（375）

621
(463)

501
 (367)

499 1、2 0265

467
（375）

621
(463)

501
 (367)

499

「茨城県神栖町における有機ヒ素化合物汚染
等への緊急対応策について」（平成15年6月6
日閣議了解）
「国内における毒ガス弾等に関する今後の対
応方針について」（平成15年12月16日閣議決
定）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標６－４　国内における毒ガス弾等対策 担当部局名
環境保健部
環境安全課
環境リスク評価室

作成責任者名
(※記入は任意）

田中桜（環境リスク評
価室長）

施策の進捗状況（目標）
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

施策の概要
平成15年の閣議決定等に基づき、国内における毒ガス弾等による被害の未然防止を図るとともに、有機ヒ素化合物症に
おける症候及び病態の解明を図り、もって調査対象者の健康不安の解消等に資する。

政策体系上の
位置付け

６．化学物質対策の推進

達成すべき目標
平成15年の閣議決定等に基づき、国内における毒ガス弾等による被害の未然防止を図るととも
に、有機ヒ素化合物症における症候及び病態の解明を図り、もって調査対象者の健康不安の解
消等に資する。

目標設定の
考え方・根拠

- - - -

測定指標 基準 目標

旧軍毒ガス弾等対策の実施状況を示す指標として設定。
地権者からの要望に基づいて実施するものであるため、目標値の設定は困難。

2
医療手帳交付件数（茨城
県神栖市における緊急措
置事業）

- - - -
健康被害者対策の実施状況を示す指標として設定。
ＤＰＡＡに暴露したと認められる住民に対して、継続的に支援を実施するものであり、
目標値の設定は困難。

1
Ａ事案区域等における環境
調査等件数

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省HPで公表され次第URLを記載
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（環境省Ｒ３－３２）

1
公健法に基づく補償等の
進捗

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

80 80 80 80 80 80 80

91.2 90.9 89.4 91.0 89.5 -

80 80 80 80 80 80 80

81.2 82.7 82.4 81.9 64.1 -

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

83,279人
85.20%

83,265人
85.60%

82,373人
88.06%

- - -

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

60,000人
及び75%

82,236人
86.78%

83,954人
85.10%

82,186人
85.30%

- - -

80 －

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標７－１　公害健康被害対策（補償・予防） 担当部局名

環境保健部
環境保健企画管理
課
保健業務室

作成責任者名
(※記入は任意）

黒羽真吾（保健業務
室長）

施策の概要

   公害に係る健康被害について、公害健康被害の補償等に関する法律（以下、「公健法」という。）に基づき認定患者へ
の公正な補償給付等の実施を確保するとともに、公健法による健康被害予防事業を推進し、さらに地域人口集団に係
る環境汚染による健康影響の継続的監視等を行うことで、迅速かつ公正な補償並びに被害の予防及び健康の確保を
図る。

政策体系上の
位置付け

７．環境保健対策の推進

達成すべき目標
   公健法に基づく公正な補償給付、健康被害予防事業、公害保健福祉事業を行い、さらに環境
保健施策基礎調査を推進し、被害の未然防止及び健康の確保を図る。

目標設定の
考え方・根拠

公害健康被害の補償等に関する法律 政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

（独）環境再生保全機構が公害健康被害の補償等に関する法律第68条に基づき
実施する公害健康被害予防事業については、同機構の第四期中期目標及び第四
期中期計画に基づき各種事業が実施されているところ。事業参加者等へのアン
ケート調査の回答者のうち80％以上のものから満足が得られること目標とし、これ
を達成することにより参加者のニーズに合った効果的な事業の実施に努める。

公害健康被害の補償等に関する法律第46条に基づき実施する。当該事業に参加
した者の延べ人数の割合が被認定者数の80％を超えるような事業を実施すること
により、被認定者の参加を促進し、健康の回復・保持・増進に努める。

60,000人
及び75%

－

80 －

中公審答申及び附帯決議に基づき、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関
係を毎年、継続的に観察し、何らかの傾向が認められる場合には、その原因を考
察し、大気汚染との関係が認められる際には、必要な措置を講ずる。60,000人以
上の調査対象人数を得る事及び75％以上の同意率を得ることで信頼性のある調
査を実施する。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

- -
事業活動等に伴って生ずる著しい大気汚染等の影響により健康被害に係る損害を填補するための補償等を行うことにより、健康被害に係る被害者の迅速かつ公正な
保護及び健康の確保に資する。

中公審答申及び附帯決議に基づき、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関
係を毎年、継続的に観察し、何らかの傾向が認められる場合には、その原因を考
察し、大気汚染との関係が認められる際には、必要な措置を講ずる。60,000人以
上の調査対象人数を得る事及び75％以上の同意率を得ることで信頼性のある調
査を実施する。

3

各地方公共団体が行うリ
ハビリテーションに関する
事業、転地療養に関する
事業その他の事業(公害保
健福祉事業)に参加した延
べ人数の被認定者数に対
する割合（％）

－ －

－－2

公害健康被害予防事業の
参加者に対して実施する
アンケートにおける事業満
足度（5段階評価のうち上
位2段階までの評価を得た
回答者の割合）（％）

4

－

環境保健施策基礎調査の
着実な実施（調査対象者
数及び調査対象者の同意
率（6歳児調査））

－ －
60,000人
及び75%

－

環境保健施策基礎調査の
着実な実施（調査対象者
数及び調査対象者の同意
率（3歳児調査））

－
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
公害健康被害補償基本統
計調査
（平成7年度）

5
(4)

5
(3)

5
(4)

5 1 0266

(2)
公害健康被害補償給付支
給事務費交付金
（昭和49年度）

1,052
(1,052)

1,075
(1,075)

1,071
（1.071）

1.032 1 0268

(3)
公害健康被害補償基礎調
査費
（昭和51年度）

11
(10)

11
(10)

16
（10）

16 1 0270

(4)
自立支援型公害健康被害
予防事業推進費
(平成20年度)

200
(200)

204
(179)

204
（199）

204 1 0271

(5)
公害保健福祉事業助成費
（昭和49年度）

41
(35)

41
(31)

42
（27）

41 1 0269

(6)

環境保健施策基礎調査
（環境保健サーベイランス
調査費（健康影響等調
査））
（平成8年度）

178
(167)

176
(157)

191
（153）

194 1 0267

＜達成手段の概要＞
都府県知事又は同法第4条第3項の政令で定める市の長が行う公害診療報酬の審査及び支払い状況について抽出集計し、療養給付の
実態を把握し、各自治体へ還元する。
＜達成手段の目標＞
不正請求の未然防止や早期発見に資する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
公健法に基づく公正な補償、円滑な制度運営に資する。

＜達成手段の概要＞
地域住民の大気汚染による健康被害を予防するための総合的な環境保健施策。
＜達成手段の目標＞
地域住民の大気汚染によるぜん息等の健康被害の予防や健康回復を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
ぜん息患者等が日常生活の中において自立的にぜん息等の発症予防、健康回復等を行うことを支援するために補助金を交付。

＜達成手段の概要＞
大気汚染等の影響による健康被害者の福祉に必要な事業を行う。
＜達成手段の目標＞
被害者の適切な保護及び健康の確保。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
独立行政法人環境再生保全機構が納付金を納付する事業を交付の対象とし、補助を行う。

＜達成手段の概要＞
地域人口集団の健康状態と大気汚染の関係について調査するもの。中公審答申及び公健法改正時の附帯決議により、定期的・継続的
に観察実施することを求められている。
＜達成手段の目標＞
60,000人以上の調査対象人数と75%以上の同意率を得ることで信頼性を確保した調査を滞りなく実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
確立された調査方法に基づいて当該調査を確実に実施し、地域人口集団の健康状態と大気汚染の関係について観察し、必要に応じて
所用の措置を早期に講ずることにより、被害の未然防止に資する。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
公害健康被害の補償等に関する法律(公健法）の被認定者の更新、制度離脱状況等及び補償給付関係項目を更新整理し、公害認定患
者に関する基礎資料を得る。
＜達成手段の目標＞
公害健康被害補償制度の今後の運営のため、被認定患者数及び補償費用等の変動推移を更新整理した基礎資料を元に、被認定患者
数及び補償費用の将来推計等を行い、認定患者の補償を適正に行う。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
公健法の被認定者への次年度の補償給付額確定、賦課金所要額の算定根拠となり、公害健康被害補償制度の安定的な運営に寄与。

＜達成手段の概要＞
大気汚染等の影響による健康被害に係る損害を補填するための補償。
＜達成手段の目標＞
健康被害に係る被害者の適切な保護及び健康の確保
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
都道府県知事又は同法第4条第3項の政令で定める市の長が行う公害健康被害認定審査会運営経費など、事務の処理に要する費用
の1/2に相当する金額を交付。
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(7)

イタイイタイ病及び慢性カ
ドミウム中毒に関する総合
的研究
（平成13年度）

34
(34)

35
(31)

36
（31）

36 1 0311

(8)

イタイイタイ病及び慢性砒
素中毒発生地域住民健康
影響実態調査
（昭和47年度）

39
(32)

40
(31)

40
（26）

41 1 0312

(9)

自動車重量税財源公害健
康被害補償に係る納付金
財源交付
（昭和49年度）

7,361
(7,359)

7,279
(7,276)

7,201
（7,198）

7,038 1 0272

8,921
（8,893）

8,866
(8,793)

8,806
(8,719）

8,607 　－

＜達成手段の概要＞
大気汚染等の影響による健康被害に係る損害を補填するための補償。
＜達成手段の目標＞
健康被害に係る被害者の適切な保護及び健康の確保。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
公害健康被害の被認定者に関する補償給付等の費用に充てるための納付金のうち、大気の汚染の原因である物質を排出する自動車
に係る分として自動車重量税の収入見込額の一部に相当する額を交付することで、公健法に基づく公正な補償給付を迅速に行う。

＜達成手段の概要＞
イタイイタイ病の病態解明や慢性カドミウム中毒の健康影響に関する調査研究を行う。
＜達成手段の目標＞
イタイイタイ病や慢性カドミウム中毒に関する質の高い研究による科学的知見の充実。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
カドミウムによる健康影響を当該研究により解明し、イタイイタイ病や慢性カドミウム中毒の特徴を把握することにより、被害の未然防止
や健康確保に資する。

＜達成手段の概要＞
カドミウムや砒素の汚染地域住民の健康調査を通じたカドミウムや砒素の健康影響の把握等を実施する。
＜達成手段の目標＞
汚染地域住民の健康上の問題の把握、軽減。イタイイタイ病に関する情報収集・発信。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
汚染地域住民の健康影響を調査することにより汚染地域住民の健康状態の適切な管理等を実施する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）
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（環境省Ｒ３－３３）

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

475,000 475,000 481,000 481,000 481,000 - -

542,711 519,678 510,360 495,849 477,341 251,026

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標７－２　水俣病対策 担当部局名

環境保健部
環境保健企画管理
課
特殊疾病対策室

作成責任者名
(※記入は任意）

海老名英治（特殊疾
病対策室長）

施策の概要
　「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」等に基づき、水俣病被害者等の救済対策、水俣
病発生地域の医療・福祉対策及び再生・融和・振興施策を推進するほか、水俣病に関する総合的研究を行うなど、水俣
病問題の解決に資する施策を実施する。

政策体系上の
位置付け

施策７　環境保健対策の推進

達成すべき目標
　水俣病患者等への補償給付、水俣病発生地域の医療・福祉の充実と再生・融和・振興の推進
等を通じ、水俣病問題の最終解決を図り、すべての水俣病被害者が地域社会の中で安心して
暮らしていける環境をつくる。

目標設定の
考え方・根拠

水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解
決に関する特別措置法（平成21年法律第81
号）及び同法に基づく「救済措置の方針」（平
成22年4月閣議決定）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

測定指標 目標値 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

1
水俣病患者等に対する療
養費の支給の進捗状況

水俣病患者等に対す
る療養費を着実に支給

－
「公害健康被害の補償等に関する法律」（昭和48年法律第111号）、「平成12年度以降におけるチッソ株式会社に対する支援措置について」（平成12年2月8日閣議了
解）、「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」（平成21年法律第81号）及び「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措
置法の救済措置の方針」（平成22年4月閣議決定）等に基づく療養費の給付等により、水俣病患者等の補償・救済を推進。

・「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」（平成21年
法律第81号）、「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法
の救済措置の方針」（平成22年4月閣議決定）に基づき、水俣病発生地域の地域振
興を推進。
・令和4年度までに地域振興施策を通じて、観光入込客数を平成29年度比10％増
を目標。
（第6次水俣市総合計画（策定中））
・令和2年度及び令和3年度の目標値については、新型コロナウィルス感染状況を
踏まえ目標値を設定することが適当でないため、該当箇所を空欄にしている。

2
水俣市の観光入込客数
(人)

510,360 H29年度 560,000 R4年度

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
水俣病総合対策関係経費
(昭和49年度)

11,178
(10,676)

11,084
(10,775)

11,290
(10,727)

11,033 1、2 0273

(2)
水俣病対策地方債償還費
（平成12年度）

973
(973)

0
323

(323)
429 1 0276

(3)

【9-3再掲】
水俣病に関する総合的研
究
（昭和48年度）

40
(37)

40
(33)

41
(31)

41 1 0309

(4)

【9-3再掲】
国立水俣病総合研究セン
ター
調査研究
（昭和53年度）

526
(463)

554
(477)

560
(482)

444 1 0310

12,717
(12,149)

11,678
(11,285)

12,214
(11,563)

11,947

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
　医療事業対象者（医療手帳・水俣病被害者手帳保有者）に対して、療養費、手当を支給する。また、水俣病発生地域における医療・福
祉対策、再生・融和対策（もやい直し）及び地域振興を推進する。
＜達成手段の目標＞
　水俣病発生地域における健康上の問題の軽減・解消等：数値化困難
　水俣病発生地域の地域振興：観光入込客数
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　水俣病の最終解決を図り、すべての水俣病被害者が地域社会の中で安心して暮らしていける環境づくりを進める。

＜達成手段の概要＞
　熊本県が、水俣病対策に係る県債の償還に支障をきたさぬよう、その不足額を補助する。
＜達成手段の目標＞
　県債の償還率：100％
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　水俣病が生じる原因となったメチル水銀を排出した事業者による患者補償を、将来にわたり自力で患者補償を行うことを確保する。

＜達成手段の概要＞
　水俣病やメチル水銀の健康影響に関する調査研究を行う。
＜達成手段の目標＞
　訴訟に必要な科学的知見、社会学的知見の収集：数値化困難
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　認定審査の促進、紛争の解決を図る。

＜達成手段の概要＞
　水俣病に関する総合的な調査、研究並びに水俣病、水銀等に関する国内外の情報の収集、整理、提供を行うこと及びこれらに関連す
る研究の実施。
＜達成手段の目標＞
　国内外で過去に水銀汚染によって引き起こされた健康被害・環境汚染の解決及び将来的な発生防止：数値化困難
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
　水俣病発生地域に対する化学的アプローチによる情報発信、及び途上国支援を中心とする水銀管理技術の移転による国際貢献。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」及び同法に基づく「救済措置の方針」
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（環境省Ｒ３－３４）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

120 120 120 120 120 120 120

98 96 90 92 集計中 －

基準年度 目標年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

R6年度 30自治体
前年度以
上の自治

体数

前年度以
上の自治

体数

前年度以
上の自治

体数

前年度以
上の自治

体数

32自治体 － － － －

3

石綿健康被害救済小委員
会報告書「石綿健康被害
救済制度の施行状況及び
今後の方向性について」の
進捗

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標７－３　石綿健康被害救済対策 担当部局名

環境保健部
環境保健企画管理
課
石綿健康被害対策
室

施策の概要 石綿の健康被害の救済に関する法律（以下「石綿法」という。）に基づき、被害者及び遺族の迅速な救済を図る。
政策体系上の

位置付け
施策７　環境保健対策の推進

達成すべき目標

吉住奈緒子（石綿健
康被害対策室長）

目標設定の
考え方・根拠

石綿による健康被害の救済に関する法律（平
成18年法律第４号）第１条、第80条

政策評価実施予定時期 令和4年8月

作成責任者名
(※記入は任意）

173日

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

－

石綿による健康被害を受けた者及びその遺族に対し、医療費等を支給するための措置を講ず
ることにより、石綿による健康被害の迅速な救済を図る。また、石綿による健康被害に関する調
査研究を推進する。

測定指標 基準値 目標値

－ －

令和3年度
以上の自
治体数

(参加自治
体数を増

やすことに
より効果

的・効率的
な健康管
理の在り
方につい
て検討に
資する知
見の収集
を合理化
を図る)

H18年度
120日（平
成18年度
の３割減）

測定指標

・石綿による健康被害の迅速な救済を図るためには、認定業務に係る期間を短縮
することが重要であり、療養者からの医療費等の申請に対する認定・不認定決定
までの平均処理日数を指標として選定。
・これまでは、事務手続の効率化・必要な提出書類に関する医療機関への周知等
により、平成18年の石綿健康被害救済制度発足当時の平均処理日数の2割減を
維持するよう目標を設定してきたところ。平成26年度以降は、これらの取組を着実
に実施することにより、制度発足当時の平均処理日数の3割減を維持するよう目標
を設定。

測定指標 基準 目標

1

石綿法に基づく認定業務
の進捗状況（療養者から
の医療費等の申請に対す
る認定・不認定決定までの
平均処理日数）

2
石綿読影の精度確保等調
査事業の参加自治体数

目標年度

報告書に沿った必要な
調査や措置の実施

R3年度
・石綿健康被害救済小委員会において、平成28年12月に取りまとめられた報告書「石綿健康被害救済制度の施行状況及び今後の方向性について」において、「現行
制度の評価・検討の中でいくつかの論点も指摘されたことから、それぞれの論点について今後の方向性を提示した。今後、こうした方向性に沿って必要な調査や措置
が可及的速やかに講じられ、5年以内に制度全体の施行状況の評価・検討を改めて行うことが必要である。」とされたため。

目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

施策の進捗状況（目標）
測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

・石綿法制定時の附帯決議で、石綿にばく露した可能性のある周辺住民に対する
健康相談及び問診の実施や、医学的に必要と認められる住民に対する定期的な
経過観察等、健康管理対策を図るよう努めることとされているほか、令和2年度以
降は石綿読影の精度確保等調査事業を通じて、さまざまなばく露状況を鑑みた効
果的・効率的な健康管理の在り方について検討を行うことから、参加自治体数を増
やすことが望まれるため、指標として選定。

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
石綿問題への緊急対応に
必要な経費
（平成18年度）

713
（601）

686
（639）

662
（556）

714 1、2、3 0274

713
（601）

686
（639）

662
（556）

714 －

行政事業レビュー
事業番号

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

施策の予算額・執行額
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（環境省Ｒ３－３５）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

1 1 1 1 1 1 1

1 2 1 1 0

－ － － － － 600 600

－ － － － －

－ － － － － 100 100

98.6 95.5 92.0 93.5 89.0

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
環境中の多様な因子によ
る健康影響に関する基礎
調査費（平成21年度）

19
(14)

19
(12)

19
(9)

20 1 0275

(2)
熱中症対策推進事業
（平成24年度）

62
(52)

139
(140)

139
(125)

172 2,3 0313

81
（66）

158
（152）

158
(134)

192 防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策（平成30年12月14日閣議決定）　※熱中症

国民に健康被害をもたらしていると指摘され
ている環境因子について調査研究を行う。

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標７－４　環境保健に関する調査研究 担当部局名
環境保健部
環境安全課

作成責任者名
　(※記入は任意）

太田志津子（環境安
全課長）

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要

健康被害をもたらしている可能性が指摘され、国民的な関心は高いが因果関係は科学的には明らかにされていない
種々の環境因子について、調査研究を推進する。また、既に明らかになっている知見について、一般に分かりやすく情
報提供を行い、必要な対処等を行うよう意識啓発を進める。
①花粉症や黄砂、紫外線等の健康影響についての実態を明らかにし、必要に応じて適切な対応を検討する。
②熱中症の健康影響について一般に普及啓発を行う。

政策体系上の
位置付け

７．環境保健対策の推進

達成すべき目標
花粉症、黄砂の健康影響、熱中症の健康影響について調査研究を進めるとともに、一般への
普及啓発を図る。

目標設定の
考え方・根拠

測定指標 基準値 目標値

1
黄砂や花粉等の普及啓発
資料の改訂回数

1回 H25年度 １回

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
花粉の飛散や黄砂の健康影響についての調査・研究を実施する。
＜達成手段の目標＞
花粉の飛散や黄砂の健康影響の有無等について調査・研究を通じて、国としてどのような対応が必要が検討が進む。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
調査研究の有効性や信頼性が上昇させる。

＜達成手段の概要＞
熱中症対策に関するシンポジウム等の実施を通じて、自治体等での熱中症対策を推進する。
＜達成手段の目標＞
全ての自治体が暑くなる前から市民に向けた熱中症対策を継続して実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
必要な普及啓発資料の作成や配布、なるべく早い時期に講習会を開催すること等を通じて、自治体の取組を支援する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

R3年度 黄砂や花粉症等の普及啓発資料に関して毎年1種類以上を改訂する。

2
熱中症対策シンポジウム

等の参加者数（人）
- R3年度 600 R3年度

地域の熱中症の専門家を育成することが地域での熱中症対策の促進に繋がるた
め、熱中症対策シンポジウム等の参加者数を指標として設定する。
熱中症対策シンポジウムについては、令和2年度は新型コロナウイルス感染症流
行のため、中止となり、令和3年度よりWEB開催となった。

自治体に対して、暑くなる前からの熱中症対策を実際にどの程度行っているかを
指標にすることで、環境省が自治体等に対して行っている啓蒙活動の定着が把握
できる。

3

熱中症の普及啓発の進捗
度（アンケートにおいて暑く
なる前から熱中症対策を
行ったと回答した自治体の
割合）（％）

89.8 H25年度 100 R3年度

別紙１
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（環境省Ｒ３－３６）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

－ － － － － － －

約100 約103 約108 約110 調査中

－ － － － － － －

約264 約263 約263 約269 調査中

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

67.3 66.4 65.5 61.2 60.8

64.0 68.0 72.0 76.0 80.0 84.0 88.0

67.3 70.7 74.6 82.9 -

8,500 8,500 9,000 9,000 9,000 9,000 -

7,791 7,946 7,945 7,760 7,543 -

230 240 250 275 280 285 -

243 256 270 285 285 -

国及び独立行政法人等の電気契約における環境配慮契約割合が向上することに
よって、温室効果ガス削減が推進されるため。

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標８－１　経済のグリーン化の推進 担当部局名

大臣官房
環境経済課

環境計画課
　作成責任者名
　(※記入は任意）

波戸本尚（環境経済
課長）
松田尚之（環境計画
課長）

施策の概要
市場において環境の価値が評価される仕組みづくりを通じて、暮らしや活動の中で自ずから環境保全の取組が続けられ
る社会を目指す。

政策体系上の
位置付け

８．環境・経済・社会の統合的向上

達成すべき目標
税制、補助等のあらゆる政策手法を通じ、環境に配慮した製品・サービス等や環境保全に貢献す
る事業活動及び環境ビジネスを促進する。

目標設定の
考え方・根拠

・国等による環境物品等の調達の推進等に関
する法律
・環境情報の提供の促進等による特定事業等
の環境に配慮した事業活動の促進に関する
法律
・国等における温室効果ガス等の排出の削減
に配慮した契約の推進に関する法律

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

4
国等における環境配慮契
約実績（電気：高圧・特別
高圧）　契約割合（％）

- - 100 R12年度

6
持続可能な社会の形成に
向けた金融行動原則署名
金融機関数（機関数）

177 H23年度 R3年度
金融行動原則署名金融機関数の増加は、環境金融の拡大、ひいては持続可能な
社会に資すると考えられるため。

約90 H18年度
増加傾向
の維持

-

6,971 H23年度 9,000 R3年度

100 R12年度

環境産業の市場規模を推計することにより、経済のグリーン化の推進状況を把握す
ることになるため。

2
環境産業の雇用規模（万
人）

約219 H18年度
増加傾向
の維持

-
環境産業の雇用規模を推計することにより、経済のグリーン化の推進状況を把握す
ることになるため。

1
環境産業の市場規模（兆
円）

3
地方公共団体におけるグ
リーン購入実施率（％）

- -
国等のみでなく、努力義務とされている地方公共団体のグリーン購入実施率が向上
することによって、環境に配慮した製品・サービス等の市場が拡大され、環境ビジネ
スが促進されることとなるため。

中堅・中小企業における環境経営取組の裾野拡大は、経済のグリーン化に有効で
あるため。

285

5

エコアクション21（※）登録
事業者数
※中小企業向け環境マネ
ジメントシステム
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
国等におけるグリーン購入
推進等経費
（平成14年度）

45
(45)

45
(36)

48
(36)

42 3 277

(2)
製品対策推進経費
（平成13年度）

21
(19)

24
(24)

21
(26)

21 3 278

(3)
国等における環境配慮契
約等推進経費
（平成20年度）

23
(21)

20
(18)

21
(19)

21 4 279

(4)
税制全体のグリーン化推
進検討経費

35
(30)

35
(29)

32
(31)

32 1,2 280

(5)
企業行動推進費（平成14
年度）

152
（117）

153
(119)

267
(219)

145 1,2,5,6,7 281

(6)
環境金融の拡大に向けた
利子補給事業（平成19年
度、令和元年度）

1,573
(1,147)

1,219
(1,027)

1,100
(760)

1,000 1,2
007

【再掲】

＜達成手段の概要＞
地球温暖化対策のための税の導入によるCO2削減効果等に関する分析、更なる税制全体のグリーン化に向けた検討等、税制全体のグ
リーン化の推進に必要な調査検討を行う。
＜達成手段の目標＞
税制全体のグリーン化を推進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
税制という政策手法を通じ、環境負荷の抑制に向けた経済的インセティブを働かせることで、環境に配慮した事業活動を推進する。

＜達成手段の概要＞
エコアクション２１を活用した中堅・中小企業による環境経営の普及促進、環境金融に関心がある金融機関が活動のコミットを行う「持続可
能な社会の形成に向けた金融行動原則」の普及促進及び地域金融機関への環境金融の普及促進を行う。また、ＩＣＴを活用した環境情報
開示基盤の整備や環境コミュニケーション促進のための各種事業の推進等を行う。
＜達成手段の目標＞
企業の環境配慮が促進される仕組みを構築し、環境負荷の低減と経済発展の両立を実現する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
各施策により、環境経営・環境金融・環境報告を社会の仕組みとして根付かせることにより、企業や金融機関の自主的な環境配慮行動を
後押しする。

＜達成手段の概要＞
・環境配慮型融資促進利子補給事業（継続分のみ）
・環境リスク調査融資促進利子補給事業（継続分のみ）
・地域ESG融資促進利子補給事業
地域循環共生圏の創出に資する脱炭素事業へのESG融資について、金融機関自身のESG融資目標を設定すること又は他のステークホ
ルダーと協働して中小企業のCO2削減目標設定支援等を行うことを条件として、年利1％を限度として利子補給を行う。
＜達成手段の目標＞
“E”に着目したインパクトのある地域ESG融資の促進及び民間資金による地球温暖化対策の促進、地域循環共生圏の創出をめざす。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
年利1％を上限とする利子補給により、その何十倍もの温暖化対策投資を誘発することができ、環境産業の市場及び雇用規模の拡大に寄
与する。

＜達成手段の概要＞
事業者、消費者にとって相互に有効な環境ラベル等の環境情報や環境配慮型製品・サービスに関する情報提供を行う。
＜達成手段の目標＞
グリーン購入の普及啓発を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
事業者、消費者に環境情報や環境配慮型製品・サービスに関する情報提供を行うことによって、地方公共団体等におけるグリーン購入実
施率の向上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
環境配慮契約法に定められる基本方針等の改定検討を行う。また、環境配慮契約に関するブロックごとの説明会を行うとともに、Webに説
明動画を掲載する。
＜達成手段の目標＞
国等を始め、地方公共団体等の環境配慮契約の普及促進を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国等及び地方公共団体の環境配慮契約の取組に対する共通の理解を醸成することによって、国等及び地方公共団体の環境配慮契約実
施率の向上に寄与する。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
グリーン購入法に定められた基本方針等の改定検討を行う。また、グリーン購入法に関するブロックごとの説明会を行うとともに、Webに説
明動画を掲載する。
＜達成手段の目標＞
国等を始め、地方公共団体等のグリーン購入の理解の醸成を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地方公共団体の環境物品等の調達に対する共通の理解を醸成することによって、地方公共団体のグリーン購入実施率の向上に寄与す
る。
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(7)
脱炭素社会の構築に向け
たESGリース促進事業（令
和3年度）

- - - 1,400 1,2,7
新007
【再掲】

(8)

グリーン経済の実現に向け
た政策研究と環境ビジネス
情報整備・発信事業（平成
21年度）

171
(159）

174
(167）

167
(161）

100 1,2 303

(9)
地域脱炭素投資促進ファン
ド事業（平成25年度）

4,800
(4,800)

4,600
(4,600)

4,800
(4,800)

4,800 1,2,7
006

【再掲】

(10)

グリーンボンドや地域の資
金を活用した脱炭素化推
進モデル事業（平成30年
度）

950
（289）

600
(239)

600
(219)

500 1,2,7
049

【再掲】

(11)
ESG金融ステップアップ・プ
ログラム推進事業（令和元
年度）

-
300

（290）
300

（272）
300

058
【再掲】

9,669
(8,535)

9,070
(8,062)

8,956
(7,404)

8,361

グリーンボンド等促進体制整備支援事業
＜達成手段の概要＞
グリーンボンド等で資金調達しようとする者に対して支援グループを構成し効率的・包括的な支援（外部レビュー付与、グリーンボンドフ
レームワーク整備のコンサルティング等）を行う者に対し、その支援に要する費用を補助すること等を通じて我が国におけるグリーンボンド
等を促進する。
＜達成手段の目標＞
グリーンボンド等が普及することで、国内脱炭素化事業に民間資金を大量に導入し、活用していく。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
グリーンボンド等が普及することで、環境産業へ民間資金が導入されることに寄与する。

＜達成手段の概要＞
中小企業等がリースで脱炭素機器を導入する際、指定リース事業者によるESG要素を考慮した取組やサプライチェーン上の脱炭素化に資
する取組が基準を満たしている場合、脱炭素機器の種類に応じて総リース料の1～6％を指定リース事業者に対して助成を行い、補助率に
応じた総リース料の減免を行うことで機器利用者の負担するリース料を低減させる。
＜達成手段の目標＞
○ リース会社によるESG要素を考慮した取組を促進し、リース業界におけるESGの取組拡大に繋げる。
○ サプライチェーン全体での脱炭素化に貢献する中小企業等をサポートする。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
脱炭素機器の導入を促進し、CO2排出量削減を加速化させる。補助事業者の事務費を除く予算額13.3億円に対し、脱炭素機器導入の
リース料に対する平均補助率は約3.7%であることから、脱炭素機器の設備投資額約206億円の効果があると見込む。

＜達成手段の概要＞
　政策ニーズを踏まえた「環境経済の政策研究」を機動的に実施することにより、環境政策の企画・立案に活用できる経済・社会効果分析
手法等に関する研究を実施するとともに、経済・社会のグリーン化を支える環境産業の動向を把握するため、環境産業の市場規模・雇用
規模調査及び企業の成功要因等の調査・分析等を実施する。
＜達成手段の目標＞
グローバル化などの経済・社会動向の変化の中で、我が国の持続可能な発展に貢献する経済・社会のグリーン化を実現・牽引していくた
めの政策研究・調査を行うことにより、種々の環境政策のもたらす経済・社会効果を明らかにし、環境政策の企画立案に資する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
環境政策の企画・立案に活用できる経済・社会効果分析手法等に関する研究を実施するとともに、環境ビジネス市場の景況感・市場規
模・雇用規模調査及び企業の成功要因等の調査・分析を実施する。

＜達成手段の概要＞
一定の採算性・収益性が見込まれる脱炭素化プロジェクトに民間資金を呼び込むため、これらのプロジェクトを「出資」により支援。地域金
融機関等との連携をさらに強化して、地域貢献性の高い案件への手厚い支援等を図ることにより、民間資金の呼び水となる「地域脱炭素
投資促進ファンド」の出資を効果的に実施する。
＜達成手段の目標＞
民間資金による脱炭素投融資の促進することで、地域での資金循環を円滑化する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
脱炭素化プロジェクトを「出資」により支援することで、環境産業の市場及び雇用規模の拡大に寄与する。

＜達成手段の概要＞
グリーンファイナンスの諸外国動向調査、国内の脱炭素化事業に対する投融資の状況調査等を実施し、脱炭素社会に向けた我が国にお
けるESG投資・融資の普及のための取組を支援する。
＜達成手段の目標＞
グリーンファイナンスを活性化させ、ESG金融へシフトし、グリーンプロジェクトに対する民間資金導入拡大、国内や途上国における公的資
金中心の支援から民間ファイナンスによるビジネス手動への転換により、地球規模の気候変動対策推進に貢献する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国際的なグリーンファイナンス関連情報の情報収集、国内におけるESG金融導入調査検討、ESG金融取組の表彰、ESG金融ハイレベル・
パネル運営、グリーンイノベーション動向等調査を通じた情報収集、調査分析、課題検討や情報発信などを通じて、グリーンプロジェクトに
対する民間資金導入の拡大に寄与する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第五次環境基本計画「第1部第1･2章、第2部第2章他」（平成30年4月17日閣議決定）
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（環境省Ｒ３－３７）

基準年度 目標年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

- - - - 100% - －

99.3% 100% 100% 100% 100%

- - - - 80% - -

1.6% 11.4% 22.9% 34.2% 40.1%

- - - - - - -

- - - - -

- - - 20 40 127 152

- - - 87 106

防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策（令和2年12月11日）において、
令和7年度までに、大規模災害時においても発電・電力供給等の機能発揮が可能な
再生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギー設備の整備等を実施するとして
いるため

4
地域循環共生圏形成に取
り組む地方公共団体数

- －年度 100団体 R5年度

地域のステークホルダーによる主体的な会議運営を通じて地域循環共生圏創造に
向けた経済面・環境面で持続可能な構想の具体化を支援する事業において20程度
の地域・自治体の支援を予定しているため

3

大規模災害時においても
発電・電力供給等の機能
発揮が可能な生可能エネ
ルギー等の自立・分散型エ
ネルギー設備の整備等を
実施した避難所等の数

- －年度 1,000施設 R7年度

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、都道府県、指定都市、中核市（施
行時特例市含む。）は、地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定をするものと
定められているため

2

地球温暖化対策計画に即
した地方公共団体実行計
画（事務事業編）の地方公
共団体における策定率

- －年度 100% R12年度
地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、全ての地方公共団体は、国が定め
る地球温暖化対策計画に即して地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定をす
るものと定められているため

1

地方公共団体実行計画
（区域施策編）の策定義務
を有する地方公共団体に
おける計画の策定率

- －年度 100% R12年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要

・地域での取組支援と地域間の連帯を進め、災害にも強く、環境負荷の小さい持続可能な地域づくりの全国的展開を図
る。また、公害防止計画を推進することにより、公害の早急な解決と未然防止を図り、地域住民の健康を保護し、生活環
境を保全する。
・専門人材と地域とのマッチング等の機能を持つプラットフォームの構築・充実等により地域循環共生圏の創造を強力に
推進する。

政策体系上の
位置付け

８．環境・経済・社会の統合的向上

達成すべき目標

・法定義務のある地方公共団体において地方公共団体実行計画を早期に策定し、それ以外の地
方公共団体においても策定を促進するとともに、具体的な対策の実施の支援等を通じ脱炭素型
地域づくりを推進する。また、災害にも強く、環境に配慮した地域づくりを推進する。
・地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の創造により、各地域が自立・分散型の社
会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合う取組を推進し、持続可能な地域づく
りを通じて、環境で地方を元気にしていくとともに、持続可能な社会を構築していく。

目標設定の
考え方・根拠

・地球温暖化対策推進法に基づき、地方公共
団体は地方公共団体実行計画を策定すること
とされている。
・「第五次環境基本計画」（平成30年4月閣議
決定）では、「地域循環共生圏」の考え方を新
たに提唱し、環境で地方を元気にしていくとと
もに、持続可能な社会を構築していくこととし
てている。

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標８－２　環境に配慮した地域づくりの推進 担当部局名
大臣官房
環境計画課

作成責任者名
(※記入は任意）

松田尚之（環境計画
課長）

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)

地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する避難所
等への自立・分散型エネル
ギー設備等導入推進事業
（令和3年度）

- -
5,500
(11)

5,000 3 092

(2)

ゼロカーボンシティ実現に
向けた地域の気候変動対
策基盤整備事業（令和3年
度）

- - - 800 1,2 行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載 新21-0002

(3)

再エネの最大限の導入の
計画づくり及び地域人材の
育成を通じた持続可能でレ
ジリエントな地域社会実現
支援事業（令和3年度）

- -
2500
(0)

1,200 1 093

(4)
公害防止計画策定経費
（昭和45年度）

1
(1)

1
(1)

4
(2)

2 - 0282

(5)

環境で地方を元気にする
地域循環共生圏づくりプ
ラットフォーム事業
（平成31年度）

-
500
(478)

500
(446)

500 4 0284

31,915
(9,439)

32,604
（16,770）

32,767
(19,011)

7,502

＜達成手段の概要＞
地域経済の活性化・新しい再エネビジネス等の創出・分散型社会の構築・災害時のエネルギー供給の確保につながる地域再エネの最大
限の導入を促進するため、地方公共団体による地域再エネ導入の目標設定や合意形成に関する戦略策定の支援を行うとともに、官民連
携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築支援や持続性向上のための地域人材育成の支援を行う。

＜達成手段の目標＞
本事業を通じて策定された再エネ導入目標が、適切に地方公共団体実行計画（区域施策編）に反映させる。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
地域のステークホルダーと連携した地域の特性に応じた計画の策定、再エネ導入に関する地域住民との合意形成、地域に裨益する再エ
ネに関する事業の持続性の向上を推進することにより、脱炭素な地域づくりを推進し、持続可能でレジリエントな地域社会を実現に寄与す
る。

＜達成手段の概要＞
公害財特法失効後の経過措置の対象となる公害防止対策事業について、各年度の事業の実施状況等を把握するため、環境質、公害防
止対策事業等の事業量、事業費等について現況調査を行う。

＜達成手段の目標＞
公害財特法失効後の経過措置の対象となる公害防止対策事業の実施状況等を的確に把握する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
公害財特法失効後の経過措置の対象となる公害防止対策事業の各年度の実施状況を把握する等により、令和２年度末時点で公害防止
対策事業計画が策定されていた21地域116市町村において、公害防止対策事業の推進が図られ、環境に配慮した持続可能な地域づくり
の促進を図ることができると見込んでいる。

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

地球温暖化対策計画　第3章第1節2．「『地方公共団体』の基本的役割」、第3節「公的機関における取組」の「○地方公共団体の率先
的取組と国による促進」、第4節「地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項」

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
地域防災計画により災害時に避難施設等として位置付けられた公共施設に、平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエネル
ギー供給等の機能発揮が可能となり、災害時の事業継続性の向上に寄与する再生可能エネルギー設備等の導入を支援する。

＜達成手段の目標＞
平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能を発揮し、事業継続可能な避難所を整備する。

＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
災害時においても発電・電力供給等の機能発揮が可能な再エネ・蓄エネシステムの整備等により、地域の防災・減災と脱炭素化の同時実
現に寄与する。
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（環境省Ｒ３－３８）

基準年度 目標年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

- - - 2,725 2,725 2,715 -

- - - 2,542 2,183

- - - - 160 1,000 -

- - - - 1,545

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
地球環境パートナーシップ
プラザ運営
（平成8年度）

71
(85)

72
(88)

72
(73)

72 2 0285

(2)

地域課題の解決に向けた
地域循環共生圏パート
ナーシップ基盤強化事業
（令和2年度）

- -
30

(29)
30 3 0290

(3)
地方環境パートナーシップ
推進事業（平成18年度）

145
(142)

147
(144)

147
(145)

147 2 0286

(4)

地域の環境課題と社会課
題を同時解決するための
民間活動支援事業※地域
活性に向けた協働取組の
加速化事業(平成25～29
年度）

45
(45)

- - - 2
令和元年度

272

261
(272)

219
(232)

249
(257)

249

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

http://www.env.go.jp/guide/budget/review/2019/sheets/h30_f/xls/272.xlsx

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第五次環境基本計画（第1部第2章、第2部第1章他）
・環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（第3章他）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政のみでは行政課題を解決することが難しくなってきていることや、環境課題と
社会課題が密接に関係していることから、より多くの関係者を巻き込みつつ協働
し、他の課題との関係に気づき、関係者と課題を整理することにより、取組が加速
化される。
目標値の設定については、協働取組などを推進するため相談対応や対話の場作
り数。

2

地域循環共生圏形成の創
造に資する活動への参加
数（参加企業・金融機関
数）

160 R2年度 1,000 R3年度

第五次環境基本計画に掲げられた環境・経済・社会の統合的向上の実現には多
様な主体との協働が重要。地銀関係者など地元産業界にネットワークをもつ者を、
各地方環境事務所の取組と産業界をつなぐ橋渡し役に任命し、これまで手薄だっ
た企業・金融機関とのパートナーシップの強化を促進する。
目標値の設定については、地域循環共生圏形成の創造に資する活動への参加数
（参加企業・金融機関数）。

1
環境問題の解決に向けた
協働取組の推進（相談件
数、対話の場作り）

2,542 R元年度 2,725 R3年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
国民、民間団体、事業者、地方公共団体、国等の、様々な主体による協働取組を通じて、互いに公平な役割分担の下、
相互に連携した自主的・積極的取組が行えるよう、各主体間のネットワークを構築し、環境保全のための情報の集積・
交換・提供等を行い、環境パートナーシップの形成を促進する。

政策体系上の
位置付け

８．環境・経済・社会の総合的向上

達成すべき目標
各主体間のネットワークを構築し、環境保全のための情報の集積・交換・提供等を行い、環境
パートナーシップの形成を促進する。

目標設定の
考え方・根拠

・第五次環境基本計画（第1部第2章、第2部
第1章ほか）
・環境教育等による環境保全の取組の促進
に関する法律（第3章ほか）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標８－３　環境パートナーシップの形成 担当部局名
大臣官房
総合政策課
民間活動支援室

作成責任者名
(※記入は任意）

杉井威夫（民間活動
支援室長）

別紙１
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（環境省Ｒ３－３９）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

150 150 200 200 200 450 450

221 220 515 795 351

400,000 400,000 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

348,718 208,239 206,801 245,921 111,467

500 750 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

425 1,003 1,804 2,591 2,180

156 166 174 178 185 185

154 164 168 175 179

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
環境教育強化総合対策事
業
（平成8年度）

64
(52.7)

73
(58.3)

62
(59.6)

60 1 288

(2)
「国連ESDの10年」後の環
境教育推進費
（平成27年度）

205
(193)

132
(124)

132
(116.5)

127 2,3 289

(3)
国連大学拠出金
（平成15年度）

160
(160)

150
(150)

140
(140)

150 4 287

429
(405.7)

355
(332.3)

334
(316.1)

337

http://www.env.go.jp/guide/budget/review/2021/sheets/r02/xls/289.xlsx

http://www.env.go.jp/guide/budget/review/2021/sheets/r02/xls/287.xlsx

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第五次環境基本計画
・環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律
・我が国における「持続可能な開発のための教育（ESD）」に関する実施計画（第２期ESD国内実施計画）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

http://www.env.go.jp/guide/budget/review/2021/sheets/r02/xls/288.xlsx

ESD活動の全国的な関心の高まりと活動の普及状況を把握する指標として適切と
考えた。新型コロナウイルス感染症の影響が不透明であるため、目標値は令和2
年度と同水準に設定した。

4 RCE認定拠点数 - - 185 令和3年度

平成24年に国連へ提出した「環境省イニシアティブ」により、国連大学が実施する
ESDプログラムへ資金を拠出し、持続可能な開発のための教育に関する地域拠点
（RCE)のネットワーク化を推進するとしており、令和3年度末までに国連加盟の各
国・各地域に1箇所以上認定することを目標としており、指標として適切と考えた。

3
ESD関連フォーラム参加人
数

- - 2,000 毎年度

学校・地域において環境教育・学習を実践・推進するリーダー的人材の育成状況を
測定する指標となるため選定した。
目標値については、令和２年度の参加者数及び一部オンライン化による増加を見
込んだ数値を設定した。

2
環境教育推進室HPアクセ
ス数

276,471 H24年度 250,000 毎年度
環境教育に関する国の施策等の情報を総合的に発信するHPへのアクセス件数
は、国民の環境教育への関心度を図るための指標として有効であると考えた。

1
教職員・環境活動リーダー
養成研修における教職員
等の参加者数

- - 450 毎年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
国民、民間団体、事業者、地方公共団体、国等の様々な主体による環境教育・環境保全活動を通して、学校、家庭、地
域等において生涯にわたる質の高い環境教育の機会を提供していくため、SDGs達成に貢献する人材を育成するESD
の視点を取り入れた環境教育・環境学習に関する各種施策を総合的に推進していく。

政策体系上の
位置付け

８．環境・経済・社会の統合的向上

達成すべき目標
様々な主体を対象に、環境教育・環境保全活動への直接的・間接的な参画を促進し、これらの
取組の活性化を図ることで、生涯にわたる質の高い環境教育の機会を提供する。

目標設定の
考え方・根拠

・第五次環境基本計画（第1部第2章、第2部
第1章他）
・環境教育等による環境保全の取組の促進
に関する法律（第3章他）
・我が国における「持続可能な開発のための
教育（ESD）」に関する実施計画（第2期ESD国
内実施計画）

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標８－４　環境教育・環境学習の推進 担当部局名
大臣官房
総合政策課
環境教育推進室

作成責任者名
(※記入は任意）

杉井威夫（環境教育
推進室長）

別紙１
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（環境省Ｒ３－４０）

1
第五次環境基本計画の進
捗状況

2
環境白書、英語版白書：年
1回発行

3
見積りの方針の調整を行っ
た結果の資料への取りまと
め、国会等への説明

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
環境行政年次報告書作成
等経費
(昭和43年度)

31
（28）

32
(28)

32
(31)

31 2 291

(2)
環境保全経費見積調整費
(昭和46年度)

3
（1）

3
(2)

3
（1）

3 3 292

(3)
環境統計・環境情報の総
合的な整備推進費
(平成22年度)

15
(14)

15
(14)

15
(15)

15 1 293

＜達成手段の概要＞
環境基本法第12条の規定による環境行政年次報告書を作成し国会報告を行うとともに、白書を用いた環境施策に関する普及啓発を行う。
＜達成手段の目標＞
環境白書、英語版白書：年1回発行　（環境省ウェブサイトで公表している環境白書へのアクセス数の対前年度比10％増）
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
達成手段を実施することにより、環境基本法第12条に定められた環境行政年次報告書（環境白書）の作成、毎年の国会報告を着実に実
施することができる。

＜達成手段の概要＞
環境省設置法第4条第3号に基づく環境保全経費の取りまとめ及び国会等への説明を行う。
＜達成手段の目標＞
集計事項数（予算要求における事項等）：1,100事項　（概算要求における計数の取りまとめ期間：60日）
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
達成手段を実施することにより、環境省設置法第4条第3号に定められた環境保全経費の見積り方針の調整を着実に実施することができ
る。

＜達成手段の概要＞
第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）及び公的統計の整備に関する基本的な計画（第Ⅲ期：平成30年3月閣議決定、変更：
令和2年6月2日）に基づき、環境統計・情報を容易に利用できる形で国民に提供するとともに、政策立案等により一層活用していくため、環
境データの整備等を実施する。
＜達成手段の目標＞
環境省ウェブサイトの統計ページへのアクセス数
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
環境統計の整備を通じて、地球環境問題に対する関心度向上に寄与する。

環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進
目標設定の
考え方・根拠

見積りの方針の調整を
行った結果を資料に取
りまとめ、国会等に説
明する。

R3年度 ・環境省設置法第４条第３号に基づき、環境保全経費の見積り方針の調整を行うこととされているため。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

第五次環境基本計画
の点検

R4年度
・第五次環境基本計画に基づき、中央環境審議会において2021年度に個別施策の進捗状況の点検を、2022年度に計画の総合的な進捗状況の点検を行い、報告書を作
成することとされているため。

環境白書、英語版白
書：年1回発行

R3年度 ・環境基本法第12条の規定に基づき、環境行政年次報告書（環境白書）を作成し、毎年国会報告を行うこととされているため。

環境基本法第15条 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標９－１　環境基本計画の効果的実施 担当部局名
大臣官房
環境計画課

作成責任者名
(※記入は任意）

松田尚之（環境計画
課長）

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

施策の概要
各主体における環境配慮の織り込みの推進や環境白書等を活用した普及啓発等を行うなど、環境基本計画の効果的な
実施により、環境保全に関する施策の効果的な実施を図る。

政策体系上の
位置付け

９．環境政策の基盤整備

達成すべき目標

別紙１
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(4)
環境基本計画推進事業費
(平成7年度)

21
（20）

21
(20)

19
(19)

19 1 294

70
（63）

71
(64)

69
(66)

68 　－

＜達成手段の概要＞
（１）社会経済、環境の状況に関する調査
（２）諸外国の環境政策に関する調査
（３）国内の優良事例に関する調査
（４）学識経験者等の有識者によるヒアリング等の開催
＜達成手段の目標＞
学識経験者を含む専門家で構成する検討会の開催回数：３
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
（１）（２）（３）により、計画の点検に関する議論を進める上で必要な資料・知見が得られる。
（４）により、様々な主体の意見を第五次計画の着実な推進及び点検に反映することができる。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）
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（環境省Ｒ３－４１）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

－ － － － － － －

534(123) 600(123) 716(130)

－ － － － － － －

489 557 618

－ － － － － － －

504 565 604

－ － － － － － －

44 43 45

100 100 100 100 100 100 100

84 100 92

環境影響評価法 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標９－２　環境アセスメント制度の適切な運用と改善 担当部局名
大臣官房
環境影響評価課

作成責任者名
(※記入は任意）

西村学（環境影響評
価課長）

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
環境に影響を及ぼすと認められる意思決定の各段階において、環境影響評価制度等を通じ、環境保全上の適切な配
慮を確保する。

政策体系上の
位置付け

９．環境政策の基盤整備

達成すべき目標
環境影響評価制度に係る情報基盤の整備、技術手法の開発及び人材育成、審査体制の強
化、制度の所要の見直しを講じることにより、環境影響評価制度の適切かつ効果的な運用を行
う。

目標設定の
考え方・根拠

- - - -

測定指標 基準値 目標値

環境影響評価法に基づく制度の適切な運用の実態を把握するため、当該指標を
測定指標として選定。

2
環境影響評価法に係る環
境大臣意見の提出累積回
数[回]

- - - -
環境影響評価法に基づく制度の適切な運用の実態を把握するため、当該指標を
測定指標として選定。

1

環境影響評価法に基づく
手続の実施累積件数（途
中から法に基づく手続に乗
り換えたものの内数）［件］

環境影響評価法に基づく制度の適切な運用の実態を把握するため、当該指標を
測定指標として選定。

3
環境アセスメントデータ
ベースEADASに掲載され
ているレイヤ数[件]

- - - -

- - -

環境影響評価法に基づく制度の適切な運用の実態を把握するため、当該指標を
測定指標として選定。

4
環境影響評価法に基づく

環境省の審査日数[日]（発
電所は除く）

- - - -

環境影響評価法に基づく制度の適切な運用の実態を把握するため、当該指標を
測定指標として選定。

5

発電所に係る手続につい
て、一定期間内（配慮書45
日、準備書30日）での審査

終了率。

-

別紙１
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
環境影響評価制度高度化
経費（昭和55年度）

41
(71)

42
(64)

34
(28)

32 1,2,3 0295

(2)
環境アセスメント技術調査
費
（昭和55年度）

50
(39)

46
(15)

44
(29)

41 1,2,3 0296

(3)
環境影響評価制度合理
化・最適化経費（平成22年
度）

69
(43)

65
(53)

59
(75)

57 1,2 0297

(4)
環境影響評価審査体制強
化費（平成23年度）

43
(40)

44
(40)

44
(40)

42 1,2,3 0299

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

<達成手段の概要>
開発事業者が地域の関係者と連携して、事業の計画段階から環境保全の考え方や対策を組み込むことにより、持続可能な地域循環共
生圏づくりが推進されるよう、開発事業者や地域の関係者等のより幅広い主体が環境影響評価制度の運用に関与できるような仕組みを
構築する。加えて、環境影響評価手続についての情報を多くの主体が有効に活用できるよう、「環境影響評価情報支援ネットワーク」に
て情報提供を行うとともに、当該ネットワークに収録するデータベースの拡充を行う。
<達成手段の目標>
事業の計画段階から環境保全の考え方や対策を組み込むための仕組みの構築及び地域循環共生圏の構築を図る取組推進のための
調査検討等を行うことを目的とする。さらに、インターネットの活用や研修の開催等により、情報提供の場を整備する。これにより、国民、
事業者、行政担当者など環境アセスメントに携わる多くの主体が様々な情報に容易にアクセスし、有効に利用することを目指す。
<施策の達成すべき目標(測定指標)への寄与の内容>
環境影響評価法の確実かつ円滑な実施のために必要な調査・検討や情報整備を行うことで、環境影響評価制度の運用改善及び今後
のより良い環境影響評価制度の実現に資する。

<達成手段の概要>
環境影響評価法に基づく基本的事項の第八においては、基本的事項の内容全般について5年程度ごとを目途に点検し、その結果を公
表することとしている。平成30年度に前回改正事項の施行から5年が経過したことを踏まえ、基本的事項の内容全般の点検を行い、その
結果を取りまとめて公表した。本点検結果を踏まえ、整理された技術的課題等について整理を行い、環境影響評価の総合的な推進に必
要な技術の研究、開発の推進を図り、その成果の普及に努める。
<達成手段の目標>
環境影響評価法に基づく環境影響評価では、事業者自ら生物多様性保全や温暖化防止など一層多様化・複雑化する環境保全上の課
題に対応した環境影響評価を行う必要がある。このため、事業者における適切な環境影響評価の実施が確保されるよう、調査・予測・評
価や環境保全措置等の技術的手法を開発し、その成果を普及する。
<施策の達成すべき目標(測定指標)への寄与の内容>
法の施行状況について調査検討を行うことにより、事業者による合理的かつ効果的な環境影響評価実施に寄与する。

<達成手段の概要>
新たな環境影響評価制度の適切な運用及びその改善を図りつつ、風力発電等の再生可能エネルギー等に係る環境影響評価の迅速化
を目指すとともに、環境影響評価制度の円滑な実施に必要な知見・技術等に係る専門性を有する人材を育成するための研修等を行う。
また、環境大臣意見の実効性を確保するため、事業計画の検討状況･進捗状況や事業調査の実施状況等のフォローアップを行う。ま
た、アジア各国による環境影響評価の改善に向け、公衆参加や、環境保全措置、事後調査の徹底に焦点を当て知見の共有を図り、環
境影響評価制度向上を目的とした二国間協力を行う。加えて、我が国事業者のインフラ輸出に資するアジア各国の環境影響評価情報
の収集･公表等を行う。
<達成手段の目標>
環境影響評価法の適正な施行のため、制度の円滑な実施に向けた課題を検討する。また、環境大臣意見の実効性を確保するため、事
業の進捗状況等に関するフォローアップを行う。また、アジア各国との環境影響評価制度に関するネットワークを構築・発展するととも
に、環境影響評価制度の改善のため支援が必要な諸国と政策協力を行いつつ、収集した環境影響評価情報を活用し、我が国事業者の
インフラ輸出に資する支援を目的とする。
<施策の達成すべき目標(測定指標)への寄与の内容>
法の施行状況について調査検討を行うことにより、事業者による合理的かつ効果的な環境影響評価実施に寄与する。

<達成手段の概要>
配慮書段階、準備書又は評価書段階及び事後調査の報告段階それぞれについて、事業種ごとに、環境大臣意見を述べる際に必要な
知見を収集、整理し、審査の円滑化に資する。
この他、学識経験者の意見聴取が必要と判断される個別事業については、専門家の意見を聴取するとともに、必要に応じて委員会等を
開催し、審査案件ごとの進捗状況の確認や過去の大臣意見内容のレビューなどを行う。
<達成手段の目標>
環境影響評価法の改正により、計画段階配慮書手続及び事後調査結果の報告・公表義務づけ等が盛り込まれた。加えて、風力発電事
業や太陽光発電事業が環境影響評価の対象となったことから、審査業務等が大幅に増加している。環境省として改正法の施行及び円
滑な審査を行うために、審査体制の強化を図る。
<施策の達成すべき目標(測定指標)への寄与の内容>
環境影響評価法改正による環境大臣意見の意見提出機会の増加等に対応するため、有識者会合の開催や事業種ごとに必要な知見の
収集・整理を行うことで、審査の適正化等が見込まれる。
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(5)
地方環境事務所における
環境影響評価審査体制強
化費（平成20年度）

36
(32)

36
(23)

36
(31)

36 1,2,3 0298

(6)
風力発電等に係るゾーニ
ング導入可能性検討モデ
ル事業（平成29年度）

400
(331)

400
(273)

330
(295)

0 1,2,3 0039

(7)

ゼロカーボンシティ実現に
向けた地域の気候変動対
策基盤整備事業（令和3年
度）

0 0 0 200 1,2,3 0002

(8)

再エネの最大限の導入の
計画づくり及び地域人材
の育成を通じた持続可能
でレジリエントな地域社会
実現支援事業（令和３年
度）

0 0 0 82 1,2,3 0002

639
（556）

633
（468）

547
（498）

490 　－

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第ＵＲＬを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

<達成手段の概要>
地方環境事務所における環境影響評価関連業務の補佐役として、環境影響評価業務に携わったことのある民間調査会社経験者等の
地域の環境情報に詳しい者を雇用し、環境影響評価の審査に係る情報の収集・整理等を行う。加えて、地域の環境に関する調査や事
業に係る現地調査を実施し、地域特性を踏まえた環境影響評価に係る審査を行う。
<達成手段の目標>
地域の特性を踏まえた適切な環境影響評価が確実に実施されるように、地方環境事務所において、環境影響評価に係る審査や環境大
臣意見形成の基礎となる各都道府県等からの情報収集、現地調査等を実施できるよう審査体制の強化を図る。
<施策の達成すべき目標(測定指標)への寄与の内容>
環境影響評価が予定される案件の情報収集を行うとともに、地域の環境情報の収集・整理、現地調査等を行い、地域特性に応じた審査
が実施できるよう体制強化を図る。これら地方環境事務所の審査体制の強化により、環境影響評価制度改正に伴う審査業務の増加等
に対応し、地域特性に応じた環境影響審査の円滑かつ効果的な実施が図られる。
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（環境省Ｒ３－４２）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

60%以上 70%以上 70%以上 70%以上 - - -

41/50
(82.0%)

46/53
(86.8%)

50/55
(90.9%)

- - - 3 3 3 3

- -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)

環境研究総合推進費
（環境研究・技術開発推進
費は平成13年度から開始）
※1 平成22年度に「環境研
究・技術開発推進費」と「地
球環境研究総合推進費」を
統合し、更に、平成23年度
より「循環型社会形成推進
科学研究費補助金」を統
合。
※2 本事業の配分・契約等
の業務は、平成29年度より
（独）環境再生保全機構に
移管。

- - - - 1 0324-02

(2)
環境研究・技術開発推進
事業（平成18年度）

- - - - - 0302

(3)

イノベーション創出のため
の環境スタートアップ研究
開発支援事業
（令和3年度）

- - - - 2 0015

(4)
化学物質環境実態調査費
（昭和49年度）

- - - - - 0307

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

環境研究総合推進費は、環境省における環境技術の研究開発の中核をなす競争
的資金による予算であり、採択された個々の課題の成果を上げることが、目標達成
に寄与することになる。このため、研究開発の終了時に目標の達成状況や成果の内
容等を把握し、その後の研究開発発展への活用等を行うために実施している事後
評価において一定の研究成果を上げることを指標としている。

2

環境保全研究費補助金（イ
ノベーション創出のための
環境スタートアップ研究開
発支援事業）の各年度の
事業終了後に実施する外
部有識者による評価によ
り、十分な成果が得られた
とする研究開発事業数
（単位：件）

- - 3件 各年度

イノベーション創出のための環境スタートアップ研究開発支援事業では、持続可能
な社会の実現に向けた現状とのギャップを埋めるイノベーションの創出を目的とし、
イノベーション創出の担い手として重要性が増すスタートアップを対象に、環境技術
の研究開発・事業化の支援を行う。そこで、本事業のうち環境保全研究費補助金に
よって事業化支援を行ったスタートアップに対し、年度ごとに外部有識者による評価
を行い、本事業の成果の指標とする。

1

環境研究総合推進費の事
後評価（5段階）で上位2段
階を獲得した課題数（上位
2段階の課題数／全評価
対象課題数）

- -

70%以上
（平成30年
度までは
60%以上）

各年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

施策の概要
　環境の状況の把握、問題の発見、環境負荷の把握・予測、環境変化の機構や環境影響の解明・予測、環境と経済の相
互関係に関する分析、対策技術の開発など各種の調査研究・研究開発を実施するとともに、研究開発のための基盤の整
備、成果の普及により環境分野の研究・技術開発を推進し、環境問題の解決や持続可能な社会の構築の基礎とする。

政策体系上の
位置付け

９．環境政策の基盤整備

達成すべき目標 環境技術の研究開発を進め、環境と経済の統合された社会の実現に寄与する。
目標設定の
考え方・根拠

第6期科学技術・イノベーション基本計画 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 　目標９－３　環境問題に関する調査・研究・技術開発 担当部局名
大臣官房
総合政策課
環境研究技術室

　　　作成責任者名
　　　　(※記入は任意）

曽宮和夫（環境研究
技術室長）

別紙１
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(5)
熱中症対策推進事業
（平成24年度）

- - - - - 0313

(6)

子どもの健康と環境に関す
る全国調査（エコチル調
査）
（平成22年度）

- - - - - 0305

(7)
化学物質の人へのばく露
総合調査事業費
（平成10年度）

- - - - - 0304

(8)
水俣病に関する総合的研
究（昭和48年度）（再掲：
27-32）

- - - - - 0309

(9)

イタイイタイ病及び慢性カド
ミウム中毒に関する総合的
研究
（平成13年度）

- - - - 1 0311

(10)

イタイイタイ病及び慢性砒
素中毒発生地域住民健康
影響実態調査（昭和47年
度）

- - - - 1 0312

(11)
国立水俣病総合研究セン
ター
（昭和53年度）

- - - - - 0310

(12)

環境汚染等健康影響基礎
調査費(平成19年度)
※3　平成28年度までは化
学物質の内分泌かく乱作
用に関する事業に係る額を
記載

- - - - - 0306

(13)
環境中の多様な因子によ
る健康影響に関する基礎
調査(平成21年度)

- - - - - 0275

(14)

温室効果ガス観測技術衛
星「いぶき」（GOSAT）シ
リーズによる地球環境観測
事業
（平成18年度）
（297再掲）

- - - - - 0315

(15)
農薬影響対策費
（平成19年度）

- - - - - 0301

(16)
大気汚染物質による曝露
影響研究費
（平成23年度組替）

- - - - - 0300

(17)

気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）評価報告書
作成支援事業
（平成18年度）
（296再掲）

- - - - - 0314

11,844
（11,079）

14,174
（13,125）

13,589
(12,646)

13,043

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定）
宇宙基本計画（令和2年6月30日閣議決定）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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（環境省Ｒ３－４３）

基準年度 目標年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

169,091,101 170,765,271 172,439,440 174,113,609 175,787,779 - -

138,902,982 214,319,082 453,665,461

54 53 51 - - - -

55 54 -

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
環境統計・環境情報の総
合的な整備推進事業
（平成22年度）

15
(14)

15
(14)

15
(15)

15 1 293

(2)
環境調査研修所
(昭和48年度)

83
(79)

125
(121)

105
(83)

105 2 318

(3)
情報基盤の強化対策費
(平成7年度）

1,874
(1,705)

1,940
(1,853)

2,609
(2,669)

691 1 0312

毎年度、環境調査研修所研修規則第二条に基づき研修計画書を策定しており、こ
れに基づき環境行政に携わる体系的かつ専門的な人材の養成を目的とした研修を
国や地方公共団体職員等に対して実施しているため。(なお、令和2及び3年度につ
いては、新型コロナ感染予防・拡大防止の観点から当面の集合研修を中止してお
り、再開時期も未定であるため、設定が困難である。)

未定 -

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円）

年度ごとの目標値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

1
環境省ホームページへの
アクセス数

環境省
ホーム

ページへ
のアクセス

数

- 175,787,779 R4年度

環境省ホームページは、環境省施策や取組を国民へ広く発信するものとして整備・
運用され、平成30年6月に策定された「環境省デジタル・ガバメント中長期計画」に基
づくオープンデータ化の取組等の中核として期待されるシステムである。アクセス数
の向上は利用者ニーズに応じた情報の提供がなされているかの評価の指標として
有効である。目標値の設定は、環境省デジタル・ガバメント中長期計画の計画終了
年において、平成29年度比5％増加を目標とした。

＜達成手段の概要＞
第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）及び公的統計の整備に関する基本的な計画（第Ⅲ期：平成30年3月閣議決定、変更：
令和2年6月2日）に基づき、環境統計・情報を容易に利用できる形で国民に提供するとともに、政策立案等により一層活用していくため、環
境データの整備等を実施する。
＜達成手段の目標＞
環境省ウェブサイトの統計ページへのアクセス数
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
環境統計の整備を通じて、地球環境問題に対する関心度向上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
研修計画に基づく本来の集合研修については、新型コロナウイルス感染予防・拡大防止の観点から当面開催を中止しているが、再開時の
感染症拡大防止対策を検討・検証しつつ、代替措置として、遠隔参加型分析実習やWEBを活用した研修を、国や地方公共団体職員等に
実施する。
＜達成手段の目標＞
本来の集合研修の代替措置として、遠隔参加型分析実習やWEBを活用した研修を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国や地方公共団体職員等の能力の開発、資質の向上を図り、環境行政の基盤の強化に資する。

行政事業レビュー
事業番号

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

関連する
指標

達成手段の概要等

2 研修実施回数

研修計画
書に基づく
研修の実

施

-

測定指標 基準値 目標値

施策の概要
環境保全施策を科学的、総合的に推進するため、環境問題に係る情報を体系的に整備し利用を図るとともに、様々な
ニーズに対応した情報を整備し、各主体への正確かつ適切な提供に努める。また、地球環境問題から身近な環境問題ま
での現状と取組について、各種媒体を通じた広報活動を行う。

政策体系上の
位置付け

９．環境政策の基盤整備

達成すべき目標
環境情報を体系的に整備するとともに、国民等への提供を行い、環境行政の各種施策を推進す
る基盤とする。

目標設定の
考え方・根拠

第五次環境基本計画（閣議決定） 政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標９－４　環境情報の整備と提供・広報の充実 担当部局名

大臣官房
環境計画課

総務課環境情報室

総合政策課企画評価・
政策プロモーション室
総務課広報室

作成責任者名
　(※記入は任意）

松田尚之（環境計画課
長）
明石健吾（環境情報室
長）
岡﨑雄太（企画評価・政
策プロモーション室長）
沼田正樹（広報室長）

別紙１
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(4)
環境保全普及推進費
（平成2年度）

81
(77)

85
(77)

88
(81)

102 - 0313

(5)

諸外国における環境法制
に共通的に存在する基本
問題の収集分析
(平成23年度)

5
(4)

5
(5)

5
(5)

5 - 0319

2,058
（1,879）

2,170
（2,070）

2,822
(2,853)

918 　－

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載
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（環境省Ｒ３－４４）

基準年度 目標年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

7市町村 7市町村 7市町村 7市町村

2市町村 4市町村 4市町村 7市町村

5万㎥(袋)
程度

5万㎥(袋)
程度

5万㎥(袋)
程度

- -

53,330袋 52,960袋

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
放射性物質汚染廃棄物処
理事業
（平成23年度）

145,542
（88,011）

105,383
（72,048）

105,924
（83,262）

76,797 1,2 0154

145,542
（88,011）

105,383
（72,048）

105,924
（83,262）

76,797

11市町村

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１０-１　放射性物質により汚染された廃棄物の処理 担当部局名
環境再生・資源循環
局特定廃棄物対策
担当参事官室

作成責任者名
(※記入は任意）

則久雅司(特定廃棄
物担当参事官)

施策の概要 放射性物質汚染対処特措法の円滑な施行等により、放射性物質により汚染された廃棄物の適正な処理を推進する。
政策体系上の
位置付け

１０．　放射性物質による環境の汚染への対処

達成すべき目標
対策地域内廃棄物を撤去し、仮置場への搬入を完了する。最終的には、放射性物質に汚染さ
れた廃棄物を適正に処理する。

目標設定の
考え方・根拠

対策地域内廃棄物処理計画　等 政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

放射性物質汚染対処特措法に基づき、環境の汚染による人の健康又は生活環境への影響を速やかに低減することを目的として、対策
地域内廃棄物及び指定廃棄物を適切かつ迅速に処理する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針
・「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針
・原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針

1
対策地域内廃棄物の仮
置場への搬入が完了し
た市町村数（累積）

1市町村 H27年度 11市町村 長期的な目標

・避難指示解除準備区域及び居住制限区域の災害廃棄物等（対策地域内廃棄
物）の発生推計量や原子力災害対策本部による各市町村の避難指示解除時期を
参考にしつつ、公表資料「国直轄による福島県(対策地域内)における災害廃棄物
等の処理進捗状況」で記載している各市町村の進捗状況を踏まえて記載。

2

＜対策地域内廃棄物・
指定廃棄物＞
特定廃棄物埋立処分施
設への搬入量

0 H29年度
5万㎥(袋)
程度

R3年度

7.5万㎥(袋)程度
・対策地域内廃棄物及び指定廃棄物（可燃性廃棄物の焼却灰及び不燃性廃棄物）
の処理の進捗を示す指標として、公表資料「特定廃棄物等の埋立処分事業に係る
輸送計画に基づく「搬出の考え方」について」に定める総搬入可能量を目標値と
し、また特定廃棄物埋立処分施設に搬入した廃棄物の袋数を実績値として記載。
令和４年度以降の目標値については事業進捗等を踏まえ今後設定。

64,341袋
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（環境省Ｒ３－４５）

1
除去土壌等の仮置場等の
解消等

2
中間貯蔵施設の整備、除
去土壌等の搬入及び処理
の推進

3
仮置場から中間貯蔵施設
への搬入量

当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
除去土壌等の適正管理・
搬出等の実施
（平成23年度）

161,046
(114,060)

117,526
（95,802）

45,310
(41,542)

25,264 1 0155

(2)
中間貯蔵施設の整備等
（平成23年度）

176,430
(167,519)

218,781
（161,880）

525,901
(503,124)

187,241 2 0156

337,476
(281,580)

336,307
（257,683）

571,211
(544,666)

212,505

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

行政事業レビューシートが未公表のため環境省ＨＰで公表され次第URLを記載

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について
・「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針
・原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針
・総理所信表明演説　「原発事故で大きな被害を受けた福島では、帰還困難区域を除き、ほぼ全ての避難指示が解除されたことに
続き、先月から中間貯蔵施設が稼働しました。除染土壌の搬入を進め、2020年には身近な場所から仮置き場をなくします。」(平成
29年11月・抜粋）

中間貯蔵施設の整
備、除去土壌等の搬
入及び処理

長期的な目標 令和3年度の中間貯蔵施設事業の方針等に沿って設定

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

令和３年度254万m
3

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

除去土壌等の仮置場
等の管理・原状回復、
除去土壌の処分

長期的な目標 「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針等に沿って設定

政策体系上の
位置付け

１０．放射性物質による環境の汚染への対処

達成すべき目標
東京電力福島第一原子力発電所の事故によって放出された放射性物質による環境の汚染が
人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減する。

目標設定の
考え方・根拠

・今後の避難解除、復興に向けた放射線防
護に関する基本的な考え方について
・放射性物質汚染対処特措法に基づく基本
方針
・各市町村毎の特別地域内除染実施計画
・「東京電力福島第一原子力発電所事故に
伴う放射性物質による環境汚染の対処にお
いて必要な中間貯蔵施設等の基本的考え方
について」　等

政策評価実施予定時期 令和4年8月

令和3年度の中間貯蔵施設事業の方針等に沿って設定

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１０－２　放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等 担当部局名

環境再生・資源循環
局
環境再生事業担当
参事官室
環境再生施設整備
担当参事官室

作成責任者名
(※記入は任意）

川又孝太郎(環境再
生事業担当参事官)
鮎川智一(環境再生
施設整備担当参事
官)

施策の概要 放射性物質汚染対処特措法に基づき、除染等の措置等を迅速に実施する。
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（環境省Ｒ３－４６）

基準年度 目標年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

20 20 20 20 20 20 20

23 25 23 27 27

ー ー ー ー 80 80 80

ー ー ー ー 83

ー ー ー ー 80 80 80

ー ー ー ー 98

基準年度 目標年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

「県民健康調
査」の円滑な
実施のため
の支援

福島県に県
民健康調査
に係る交付
金を交付する
とともに、放
射線の健康
影響に関す
る研究調査
事業やリスク
コミュニケー
ション事業等
を実施

福島県に県
民健康調査
に係る交付
金を交付する
とともに、放
射線の健康
影響に関す
る研究調査
事業やリスク
コミュニケー
ション事業等
を実施

福島県に県
民健康調査
に係る交付
金を交付する
とともに、放
射線の健康
影響に関す
る研究調査
事業やリスク
コミュニケー
ション事業等
を実施

福島県に県
民健康調査
に係る交付
金を交付する
とともに、放
射線の健康
影響に関す
る研究調査
事業やリスク
コミュニケー
ション事業等
を実施

福島県に県
民健康調査
に係る交付
金を交付する
とともに、放
射線の健康
影響に関す
る研究調査
事業やリスク
コミュニケー
ション事業等
を実施

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標１０－３　放射線に係る一般住民の健康管理・健康不安対策 担当部局名
環境保健部
放射線健康管理担
当参事官室

作成責任者名
(※記入は任意）

鈴木章記(放射線健康
管理担当参事官)

施策の概要

今般の東京電力福島第一原発事故を受け、福島県が創設した「福島県民健康管理基金」に交付金を交付するなど、原
子力被災者の健康の確保に必要な事業を中長期的に実施する体制整備を支援した。さらに、原子力被災者の健康確
保に万全を期すため、福島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価、人材育成、リスクコミュニケーションの
推進等、国として実施すべき事業を行う。

政策体系上の
位置付け

１０．放射性物質による環境汚染への対処

達成すべき目標 原子力被災者の健康確保、健康不安の解消
目標設定の
考え方・根拠

福島復興再生特別措置法及び同法に基づく
福島復興再生基本方針

政策評価実施予定時期 令和4年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

統一的な基礎資料の情報を更新し、公開及び配布するとともに、住民からの相談
に対応する保健医療福祉関係者、教育関係者、自治体職員等への研修や福島県
及び福島近隣県を中心とした住民向けセミナーや少人数での意見交換会等を、対
象のニーズに応じた内容と講師で行う必要がある。

1

研究の採択等件数
（被ばく線量評価、健康影
響、健康不安対策等に関
する調査研究）

15 H24年度 20 ー

R2年度 80 ー

福島復興再生基本方針等で、放射線の人体への影響等に関する調査の重要性に
ついて指摘されている。被災者の健康管理、不安対策のため求められる研究成果
（福島県内外での疾病罹患動向の把握、放射線被ばくの線量評価、被災者の健康
管理に資する放射線の健康影響の解明、被災者の健康不安対策に資する放射線
の健康影響に関する研究調査等）を得る必要がある。必要とされる研究課題を精
査し、所用の研究成果を得ることで、政策に必要な知見を得てきたところ。

2
受講者満足度（％）
（保健医療福祉等関係者
研修会、専門家派遣平均）

83 R2年度 80 ー

相談員が、住民に寄り添いながら、住民が抱える放射線や健康不安等に関する関
心・要望等に適切に対応してくためには、個々のニーズに応じた科学的・技術的な
面からの支援（専門家の派遣）が必要である。目標値としては、12市町村のニーズ
に適切に対応するため、個々の事案や研修への専門家派遣を定期的に行うことを
考慮して設定。

測定指標 基準 目標
施策の進捗状況（目標）

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠施策の進捗状況（実績）

3
受講者満足度（％）
（住民セミナー、車座意見
交換会平均）

98

4
福島県「県民健康調査」の
進捗

ー H26年度

福島県「県
民健康調
査」の着実
な実施

ー

東京電力福島第一原発事故により、周辺地域住民の被ばく線量の把握や、放射
線の影響を考慮した健康管理の重要性が指摘されている。福島県民の中長期的
な健康管理を可能とするため平成23年度から福島県が創設した「福島県県民健康
管理基金」に交付金（782億円）を拠出しており、国として継続して県民健康調査が
円滑に行われるよう、福島県に必要な支援を行っていく必要があることから指標と
して選定。
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当初予算額
（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

(1)
原子力被災者に対する健
康管理・健康調査
（平成23年度）

2,170
（1,343）

2,077
（1,487）

1,976
（1,418）

1,887 1,2,3,4 0321

2,170
（1,343）

2,077
（1,487）

1,976
（1,418）

1,887

行政事業レビュー
事業番号

福島県民等の放射線被ばくによる健康管理や健康不安対策のため、中長期にわたる放射線の健康影響に係る調査研究、内部被ばくの
正確な推計による被ばく線量評価等に関する調査研究、不安を抱く住民に対する安心リスクコミュニケーション事業などを実施すること
により、原子力被災者の健康確保、不安解消を図る。
また、茨城県東海村及び那珂市において希望者に対する健康相談及び心のケア相談等を行う。

※東海村臨界事故については、原子力規制委員会の発足後に文部科学省から移管された業務のみレビュー対象。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について
・福島復興再生特別措置法及び同法に基づく福島復興再生基本方針
・東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策
の推進に関する法律及び同法に基づく基本方針

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等
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